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８  月   定   例   会  

◎  会  期   ４ 日 間  

 

議 事 日 程 

日 次  月  日  曜  議   事   要   項  

１  ８ 月 2 4日  火  

午 前 10時 開 会 、 会 期 の 決 定 、 諸 報 告 、 提 出 議 案 付 議 、 提 案 理 由

説 明 、 議 案 に 対 す る 質 疑 、 広 域 連 合 一 般 に 対 す る 質 問 、 議 案 の

委 員 会 付 託 、 散 会  

２  ８ 月 2 5日  水  （ 常 任 委 員 会 ）  

３  ８ 月 2 6日  木  休    会  

４  ８ 月 2 7日  金  

（ 議 会 運 営 委 員 会 ）  

午 前 10時 開 議 、 委 員 長 報 告 、 質 疑 、 討 論 、 採 決 、 会 議 録 署 名 議

員 の 指 名 、 閉 会  
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◎  ８ 月 定 例 会 付 議 事 件  

 

 △ 広 域 連 合 長 提 出 議 案  

  第 19号 議 案   平 成 21年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 一 般 会 計 歳 入 歳 出 決 算  

  第 20号 議 案   平 成 21年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 介 護 保 険 特 別 会 計 歳 入 歳 出 決 算  

  第 21号 議 案   平 成 21年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 ふ る さ と 市 町 村 圏 基 金 特 別 会 計 歳 入 歳 出

決 算  

  第 22号 議 案   平 成 21年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 消 防 特 別 会 計 歳 入 歳 出 決 算  

  第 23号 議 案   平 成 22年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）  

  第 24号 議 案   平 成 22年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）  

  第 25号 議 案   平 成 22年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 消 防 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）  

  第 26号 議 案   佐 賀 中 部 広 域 連 合 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 条 例 及 び 佐 賀 中 部

広 域 連 合 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

  第 27号 議 案   佐 賀 中 部 広 域 連 合 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 条 例 及 び 佐 賀 中 部

広 域 連 合 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

  第 28号 議 案   佐 賀 中 部 広 域 連 合 火 災 予 防 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

  第 29号 議 案   財 産 の 取 得 に つ い て  

 

 △ 動 議 ・ 選 任 ・ 報 告 書 等  

  議 会 広 報 特 別 委 員 会 設 置 に 関 す る 動 議  

  議 会 広 報 特 別 委 員 会 委 員 の 選 任 に つ い て  

  議 決 事 件 の 字 句 及 び 数 字 等 の 整 理 に つ い て  

  介 護 ・ 広 域 委 員 会 審 査 報 告 書  

  消 防 委 員 会 審 査 報 告 書  

  第 １ 号 報 告   平 成 21年 度 佐 賀 中 部 広 域 連 合 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書 の 報 告 に

つ い て  
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平成22年８月24日（火）   午前10時00分 開会 

 

出  席  議  員 

 

１．吉 浦  啓一郎 

４．野 副  芳 昭 

７．白 倉  和 子 

10．久 米  勝 博 

13．山 本  義 昭 

16．山 下  明 子 

２．諸 泉  定 次 

５．佐 藤  知 美 

８．野 口  保 信 

11．川 崎  直 幸 

14．池 田  正 弘 

17．平 原  嘉 德 

３．松 尾  義 幸 

６．大 隈  正 道 

９．重 松    徹 

12．川原田  裕 明 

15．西 村  嘉 宣 

18．西 岡  義 広 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

 

広 域 連 合 長  秀 島  敏 行 

副 広 域 連 合 長  江里口  秀 次 

副 広 域 連 合 長  江 頭  正 則 

監 査 委 員  松 尾  隼 雄 

事 務 局 長  松 永  政 文 

消防副局長兼総務課長  手 塚  義 満 

認定審査課長兼給付課長  諸 江  啓 二 
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◎ 開  会 

○西岡義広議長 

 おはようございます。ただいまから、佐賀中部

広域連合議会定例会を開会いたします。 

 これより本日の会議を開きます。 

◎ 会期の決定 

○西岡義広議長 

 まず、日程により、会期の決定を議題といたし

ます。 

 お諮りいたします。本定例会の会期は、本日か

ら８月27日までの４日間といたしたいと思います

が、御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、本定例会の会期

は４日間と決定いたしました。 

◎ 議事日程 

○西岡義広議長 

 次に、会期中の議事日程は、お手元に配付いた

しております日程表のとおり定めることに御異議

ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、会期中の議事日

程は、お手元に配付いたしております日程表のと

おり決定いたしました。 

◎ 諸 報 告 

○西岡義広議長 

 次に、日程により、諸報告をいたします。 

 報告の内容につきましては、配付いたしており

ます報告第２号のとおりであります。 

 

報告第２号 

諸  報  告 

○例月出納検査の報告について 

 平成22年２月16日から平成22年８月23日までに、

監査委員より定期監査の報告及び例月出納検査の

結果について下記のとおり報告された。 

 その内容は、それぞれ議員各位にその（写）

を送付したとおりである。 

記 

 ２月23日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成21年

度12月分） 

 ３月24日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成21年

度１月分） 

 ３月26日 定期監査の監査結果報告書 

（平成21年度執行分） 

 ４月22日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成21年

度２月分） 

 ５月24日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成21年

度３月分） 

 ６月25日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成21年

度４月分） 

（一般会計・特別会計等の平成22年

度４月分） 

 ７月22日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成21年

度５月分） 

（一般会計・特別会計等の平成22年

度５月分） 

 ８月23日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成21年

度６月分） 

（一般会計・特別会計等の平成22年

度６月分） 

 

◎ 議案付議 

○西岡義広議長 

 次に、日程により、第19号から第29号議案、以

上の諸議案を一括して議題といたします。 

 なお、平成21年度佐賀中部広域連合一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についてが第１号報告

として提出されておりますので、申し添えます。 

◎ 提案理由説明 

○西岡義広議長 

 提案理由の説明を求めます。 

○秀島敏行広域連合長 

 おはようございます。本日、佐賀中部広域連合

議会定例会を招集し、当面する諸案件につきまし
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て御審議をお願いすることになりましたので、こ

れら提出議案の概要について御説明申し上げます。 

 はじめに、第19号から第22号までの議案は、平

成21年度の一般会計及び特別会計の決算の認定に

ついてお諮りするものであります。 

 次に、補正予算議案について御説明申し上げま

す。 

 今回の補正予算は、平成21年度決算に伴う諸経

費、緊急やむを得ない経費など、必要最小限の補

正措置を講じております。 

 第23号議案「一般会計補正予算（第１号）」は、

補正額4,422万円で、補正後の予算総額は約11億

1,722万円となっております。 

 以下、主な内容を御説明申し上げます。 

○ 住民周知媒体として広域行政基金を活用して、

広域連合独自の広報誌を発行することとしてお

ります。広域連合圏域住民に対する行政からの

情報発信により、事業内容の周知を行い、広く

住民の理解と協力を得ることを目的としており

ます。 

○ このほか、今回の補正予算では、決算に伴う

繰越金、基金積立金及び返還金の計上、介護基

盤整備事業及び緊急雇用創出基金事業に係る経

費を措置しております。 

 財源といたしましては、国県支出金及び繰越金

で措置し、予備費により収支の調整をいたしてお

ります。 

 次に、第24号議案「介護保険特別会計補正予算

（第１号）」は、補正額約４億855万円で、補正

後の予算総額は、約237億4,116万円となっており

ます。 

 その内容といたしましては、決算に伴う繰越金、

基金積立金及び返還金の計上、国庫交付金の増額

に伴う措置を行っております。 

 次に、第25号議案「消防特別会計補正予算（第

１号）」は、補正額約１億720万円で、補正後の

予算総額は、約40億7,039万円となっております。 

 その内容といたしましては、決算に伴う繰越金

及び基金積立金の計上、人件費の調整、国庫交付

金の増額に伴う措置を行っております。 

 以上で、予算関係議案の説明を終わりますが、

なお、細部については歳入歳出補正予算事項別明

細書等により、御審議をお願いいたします。 

 次に、条例等の議案について御説明申し上げま

す。 

 第26号議案「佐賀中部広域連合職員の勤務時間、

休暇等に関する条例及び佐賀中部広域連合職員の

給与に関する条例の一部を改正する条例」につき

ましては、長時間労働を抑制するため、労働基準

法及び地方公務員法の一部が改正されたことに伴

い、１月当たりの超過勤務が60時間を超えた場合

の支給割合及び代休制度に関する規定を整備する

ものです。 

 次に、第27号議案「佐賀中部広域連合職員の勤

務時間、休暇等に関する条例及び佐賀中部広域連

合職員の育児休業等に関する条例の一部を改正す

る条例」につきましては、男女がともに家庭での

責任を担い、仕事と生活が調和する勤務環境を整

備するため、地方公務員の育児休業等に関する法

律の一部が改正されたことに伴い、育児休業等の

内容を拡大するため、規定を整備するものです。 

 第29号議案「財産の取得について」は、さきの

２月議会において予算議案を御承認いただきまし

た消防緊急通信指令システムの部分更新に係るハ

ードウエア一式を購入するものです。 

 その他の議案については、それぞれ議案の末尾

に提案理由を略記いたしておりますので、それに

より御承知をしていただきたいと思います。 

 以上、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

○西岡義広議長 

 以上で提案理由の説明は終わりました。 

◎ 議案に対する質疑 

○西岡義広議長 

 これより、議案に対する質疑に入ります。 

 質疑の通告がありますので、順次発言を許可い

たします。 

○山下明子議員 

 おはようございます。佐賀市の山下明子です。

それでは、通告しております第23号議案 平成22

年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第１

号）、歳出３款民生費、１項介護保険費、９目保

健福祉事業費、13節委託料の緊急雇用創出基金事
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業委託料486万8,000円について伺います。 

 これは地域包括支援センターに配置されている

専門職──保健師、社会福祉士、主任介護支援専

門員の方たちが、本来の業務に集中できる環境を

つくるために、新たに必要な人員を配置するとい

うものであります。 

 ただ、この中身が緊急雇用創出基金を使っての

雇用ということでございますので、まず実際の業

務の内容、それからその業務に当たって資格が要

るのかどうか。また、雇用される一人一人につい

ての雇用期間がどうなっているのか、このことに

ついて最初にお伺いして、１回目といたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 おはようございます。それでは、山下議員の御

質疑にお答えしたいと思います。 

 国の緊急雇用事業につきましては、平成21年５

月に緊急雇用創出事業実施要領が一部改正されて、

地域包括支援センターにおける事務補助等を行う

事業など、介護分野におきましても事業の実施が

可能となりました。 

 佐賀県におきましても、平成21年９月補正予算

で追加事業が決定され、本広域連合も10月に県補

助金の交付申請を行い、平成21年度より本事業を

開始したところです。 

 本事業につきましては、平成22年度も、いわゆ

る今年度も継続しており、現在、おたっしゃ本舗

佐賀、城西、鍋島、川副、それに多久の５カ所の

地域包括支援センターに５名の職員を配置いたし

ております。 

 また、おたっしゃ本舗鍋島及び多久では、現在

雇用している職員の雇用期間が満了した後も新規

職員を引き続き雇用する予定であり、この２名分

については、当初予算のほうで計上しております。 

 そして、このたび佐賀県の緊急雇用創出基金事

業につきまして、県の６月補正予算により平成22

年度の追加事業が決定されました。 

 そこで、おたっしゃ本舗佐賀、城西、それに金

泉、小城北及び神埼の５つの地域包括支援センタ

ーにおける５名分の人件費等に係る委託料を本補

正予算議案に提出いたしたところです。 

 議員お尋ねの３項目の御質疑のうち、１点目の

実際の業務内容、２点目の資格の要否については

あわせてお答えします。 

 現在、５つの地域包括支援センターで雇用して

おります５名の職員のうち、おたっしゃ本舗佐賀

では、保健師に準ずるものとして地域ケアに関す

る経験のある看護師の資格を有する者を雇用して

います。そして、他のセンターには一般的な事務

職員を配置しています。 

 また、今回の補正予算で雇用を予定しています

５名の職員の資格要件につきましては、おたっし

ゃ本舗佐賀と神埼は保健師等の３職種もしくは保

健師に準ずる資格を有する者を募集する予定です。

そして、他の３カ所のセンターにおきましては、

事務職員を配置する予定であり、特別な資格等は

問わないということにいたしています。 

 次に、本事業で地域包括支援センターに配置す

る職員の業務内容についてですが、看護師等の専

門的な資格を有する者につきましては、一緒につ

いていくという同行訪問など、正規職員として既

に配置しています３職種をサポートする業務を行

っています。 

 また、事務職員につきましては、窓口の受け付

け、電話の応対、文書の受け付けや整理など全般

的な事務を行っています。 

 補正予算で雇用を予定しております専門職及び

事務職員につきましても、同様の業務内容を予定

しています。 

 続きまして、３点目の雇用期間についてですが、

現在、地域包括支援センターで雇用している５名

の職員は、県の補助金が採択された後、募集、採

用等の事務手続を経て、昨年12月以降に雇用して

おります。 

 本事業におきましては、通算した雇用期間が１

年以内となっておりますので、平成22年11月もし

くは12月には、その方たちの雇用期間が満了とい

うことになります。 

 また、最初に申し上げましたとおり、５カ所の

地域包括支援センターのうち２カ所は、現職員の

雇用期間が満了した後も新規職員を募集し、引き

続き職員を配置する予定です。ただし、県の補助

金の決定が22年度単年度であるということから、
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２人の新規雇用者の雇用期間は今年度末、いわゆ

る23年３月31日までとなっています。 

 次に、今回の補正予算で雇用を予定しておりま

す５名の職員についてですが、同様に県の補助金

の決定が単年度であることから、雇用期間は平成

23年３月31日までとなっており、年度末までとい

うことで３カ月から６カ月の雇用期間となります。 

 ただ、現時点では、平成23年度の県の緊急雇用

創出基金の状況が不確定であり、確約するもので

はありませんけど、基金の状況によっては通算し

た雇用期間が１年以内の範囲内であれば、22年度

事業で雇用した職員を23年度事業で引き続いて雇

い入れることは可能となりますので、この件につ

きましては22年度事業で雇用する職員を引き続き

23年度も雇用できるよう県には要望していきたい

と考えています。 

 以上です。 

○山下明子議員 

 ２回目の質疑をいたしますが、先ほどの答弁に

よりますと、５名のうち２名は保健師に準じる職

種であるということで、そこは資格が要る。あと

残り３名は、特に資格は要らない事務職だという

ことでありますが、現場としてはもともと必要な

人員の配置ではないかと思いますけれども、そう

なりますと、先ほど最後のところで、県の予算が

単年度だということで、来年度に予算がつくかど

うかは推移を見守るというようなことだったと思

いますが、もし予算がつけばという話をされまし

た。 

 予算がつかなかった場合も、連合としてこれは

引き続き１年間という見方で予算措置をするとい

う考えがあるのかどうか。つまり、必要な人員を

配置しているという立場からすれば、当然必要だ

と思うんですが、そこはどのように考えていらっ

しゃるのか、お答えください。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、２回目の御質疑にお答えしたいと思

います。 

 本広域連合では、平成21年度に地域包括支援セ

ンターを６カ所から22カ所に増設をいたしました。

そのために、新規に設置したセンターや、それら

を統括するセンター等においては、初期段階の事

務や連絡調整などに追われているという部分があ

りまして、まだまだ専門職の人たちが本来の仕事

をできていない部分もあるということです。 

 また、緊急雇用創出事業は現下の雇用情勢の中

で、失業者に対して次の雇用が見つかるまでの短

期の雇用とか就業機会の創出、提供をする事業と

いう趣旨で行われております。 

 そこで、緊急雇用創出事業の趣旨を踏まえて、

専門職の業務を軽減するための事務等を行うため

に職員を限定的に配置するということでやってい

るところです。 

 また、専門職の配置につきましても、担当する

地域における高齢者の人口をもとに国が定めた職

員の配置基準ということで、３職種の配置数は決

定していますので、適正な配置を現時点では行っ

ていると考えているところです。 

 したがいまして、専門職を含む職員の継続的な

増員は難しい状況にあるところではないかという

ことで考えているところです。 

 以上です。 

○山下明子議員 

 ３度目、最後なんですが、今のを伺っています

と、要するに国の予算がたまたまあるから、たま

たま受け入れましたというふうに聞こえてしまう

んですが、全体で22カ所ある中で、希望をとった

ら手を挙げたところが、昨年度の段階でも５カ所、

今回の補正でも５カ所ということで、なかなか広

がっていないわけですよね。 

 それは、例えば、実際は補正がスタートしたの

が昨年10月だとしても、雇用は昨年の12月からだ

ったと。今回の補正も、今補正をつけますけれど

も、任期満了をして12月からスタートして、一番

短い人は来年３月末までということで４カ月です

よね、県の予算が来年度もつくかどうかによるわ

けですが、よらないとしたら４カ月。となると、

その中でなおかつ保健師に準じるというような役

割の人もいるという答弁だったと思いますが、つ

まり、人と人とをつないでいろいろサポートして

いかなくてはいけない分野で、４カ月先のことが

わからない立場に置かれるわけですから、ある意
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味、事業者の側も手を挙げたくても挙げ切れない

ような……。本当は継続して１年なら１年、どん

と来てくれるならいいけれども、途中で切れるか

もしれないとなれば、ちょっとこれは使えないと

いうことも、この22カ所中５カ所というのはある

んではないかというふうにちょっと推察されるわ

けですが、そこら辺から見たときに、本当にこれ

は現場で必要だと見たら、これだけを配置します

という考え方に立つならわかるんですが、この補

正で４カ月か５カ月しかいないかもしれない人を

ここに使うというこの雇用のあり方というところ

について、果たしてこれでいいのかなという疑問

を持つわけですが、この点については連合として

どのようにお考えになっているか伺って、質疑と

いたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 今、３回目といいますか、山下議員の御質問に

お答えしたいと思います。 

 確かに今回活用している緊急雇用につきまして

は、御存じのとおり先ほども申し上げましたが、

現在、失業をしている人たちの救済が目的に使わ

れたという部分が１つ大きな事業の趣旨としてあ

ります。 

 それを今回いろいろ適用業務という中で地域包

括支援センターの業務も、いわゆる介護部門も対

象になったということで、活用させていただいた

ということで、実際、地域包括支援センターの問

題も当然あるのでしょうけど、今回、緊急雇用を

使っているのは緊急雇用の立場からしているとい

う部分がありますので。ただ私たちも地域包括支

援センターと連絡を取り合ったり、管理者会議と

か行って、地域包括センターとの全体会議等もや

っておりますが、現時点では人間をふやしてくだ

さいというようなこともおっしゃっていませんし、

ただ開設当時なので、ばたばたしているという部

分は、確かにまだ混乱があっている部分があるか

もしれませんが、そういった情報交換会等をやり

ながら、隣とか管内のほかの地域包括支援センタ

ーはどういうふうな業務内容をやっているという

のを連絡取り合ったりしておられますので、現時

点で人が足りなくてどうしようもないというよう

な情報は、直接はそういう管理者会議の中からも

聞こえてこなかったので、現時点では国の緊急雇

用という制度を活用しながらやっていきたいとい

うことで今回取り組んでいるところです。 

 以上です。 

○佐藤知美議員 

 神埼の佐藤です。私は第20号議案 平成21年度

佐賀中部広域連合介護保険特別会計歳入歳出決算、

歳出２款地域支援事業費、１項介護予防事業費、

１目介護予防特定高齢者施策業費について質疑を

いたします。 

 佐賀中部広域連合では、介護予防を重視し、第

４期計画の中でも通所型介護予防事業について、

「今後、把握事業の充実等により特定高齢者の増

加が見込まれるため、予防事業の充実のために実

施する事業所の拡充の検討を行う必要がありま

す」というふうに明記されています。 

 その立場で見てみますと、平成21年度の通所型

介護予防事業の実施状況の運動機能と口腔機能の

向上を組み合わせた予防プログラムが20年度の実

施状況は、実施箇所数７カ所、実施回数1,707回、

参加実人数273人、参加延べ人数3,409人となって

いますが、21年度はすべてがゼロという結果にな

っていますが、なぜそのような結果になったのか。

また、訪問型介護予防事業についても、20年度実

施状況は訪問回数43回、被訪問実人数46人、被訪

問延べ人数82人が大きく後退している実態につい

てお尋ねします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、佐藤議員からの御質疑に順次お答え

したいと思います。 

 まず、今回の決算書の附属書類のほうに、さっ

き議員おっしゃった数値は載せているわけですけ

ど──この主要な施策の成果を説明する書類であ

りますが、その中の30ページ、31ページに御質問

があった通所型介護予防事業の実施状況、訪問型

介護予防の実施状況につきましては、国に対して

行っております報告書の様式を用いて記載してお

りましたが、昨年の議会に提出した後に国のほう

から記載要領が来ましたので、昨年度の実績と今

年度の実績のとらえ方が違った成果表を現在、記
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載したということで対比ができないという状態に

なってしまったことを御報告いたしたいと思いま

す。 

 内容につきましては、順次説明したいと思いま

す。 

 初めに、通所型介護予防事業の実施状況につい

てですけど、確かに平成20年度の実績は７カ所で

1,707回実施し、参加された実人員は273人ですけ

ど、21年度の実績は実施なしと記載しています。 

 まず、この状況につきましては、集計方法の違

いにより実績なしとして計上したものですが、平

成20年度と同様の集計方法で申しますと、21年度

の実績は８カ所で1,635回実施し、参加された実

人員は280人となっておりまして、参加された実

人数は平成20年度に比べて７人増加しています。 

 集計方法につきましては、国から示された記載

要領等に基づいて実施しておりますけど、現在用

いている様式は平成21年４月、いわゆる昨年４月

に示され、記載要領の補足説明は８月に示されま

した。そのために平成20年度の実績につきまして

は、様式は国の様式を用いたものの、その計上方

法については本広域連合で判断して計上して、議

会のほうの主要施策の成果に載せております。 

 議員御質疑の実績がなしとした予防プログラム

は、運動器の機能と口腔機能の両方の機能向上が

必要であるとされた特定高齢者がその両方のプロ

グラムへの参加を必須として行われる事業です。 

 本広域連合におきましては、運動器の機能向上

だけが必要な人、口腔機能の向上だけが必要な人、

その両方の機能向上が必要な人の３区分の方が参

加できるようにした事業を実施しています。この

ような場合には、国の集計方法においては、運動

器の機能の向上の事業及び口腔機能の向上の事業、

それぞれにカウントして、両方のプログラムへの

参加が必須として実施される事業にはカウントし

ないということになりました。 

 しかし、国の記載要領の補足説明が示されてい

なかったため、20年度実績では実際に両方のプロ

グラムに参加した人を計上していました。平成21

年度実績からは国の記載要領に従い、このような

場合の記載として参加者を単独プログラムとして

それぞれのプログラムに計上しています。 

 続きまして、訪問型介護予防事業の今年度実績

が前年度実績を大きく下回っている理由について

お答えします。 

 平成20年度の実施状況では運動器の機能向上プ

ログラムで11人、閉じこもり予防・支援プログラ

ムで30人、計41人の被訪問実人数を計上しており

ます。 

 当該プログラムは、保健師等が特定高齢者の居

宅を訪問し、相談指導や介護予防事業への参加を

勧奨するものであり、本広域連合としましては、

訪問という大きなくくりでとらえ、訪問型介護予

防事業として実績を計上していました。 

 しかし、国の地域支援事業実施要綱に照らし合

わせますと、個々に作成された介護予防ケアプラ

ンに基づくものではないこと、また通所型プログ

ラムへの参加勧奨を目的とするものであること等

の理由により、訪問型介護予防事業には該当しな

いと判断しました。したがいまして、平成21年度

も前年度と同様に構成市におきまして居宅訪問を

実施していますけど、特定高齢者把握事業の一環

として実施した事業としてとらえ、訪問型の事業

実績には計上していません。よって、平成21年度

の被訪問実人数が大きく減少しています。 

 また、うつ予防・支援プログラムの訪問回数が、

平成20年度実績は33回から平成21年度は８回へ減

少しております。これは対象者がプログラム期間

中に入院したこと、またプログラムを年度後半か

ら開始した対象者がいたため、平成21年度の訪問

回数が減少しています。 

 議員が御質疑された事業実績の減少の主な理由

は、実績データの区分方法や事業の解釈など統計

方法に起因するものであります。今後は事業実績

の集約には細心の注意を払い、また統計方法の変

更等があった場合は注釈等を付するなど、適切な

報告に努めていきたいと思います。よろしくお願

いします。 

○佐藤知美議員 

 今、詳しく答弁いただきましたけれども、結果

的に言えば、厚生労働省の集計の方法が変わった

ということだと思うんですけれども、その集計方
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法は厚生労働省はころころ変えるわけですか。 

 それと、お聞きしたいのは、通所型介護予防事

業のプログラムは８項目ありますよね。それを同

系列に一まとめにして数字を出すということにな

ると、こういうことになるわけですよね。そうす

ると、私たちが見た場合に、さっき質問したよう

な矛盾が起きてくるわけですよ。なぜ昨年度実績

があったのに、今年度ゼロなのかと。 

 それと、広域連合ではきちっとこの８プログラ

ムの実施状況をつかんであるとは思うんですけれ

ども、例えば、この８つのプログラムの中できち

っと数字をここに示していくとした場合に、介護

予防を進めていく上でどこに問題があるのか、ど

こを改善するべきなのか、そういったところが見

えてくるんじゃないんですか。 

 だから、私は同系列にまとめてしまうというの

は、非常に不自然な形になってくるというように

思うんですけれども、そういった連合として介護

予防を進めていく上で、問題点、改善点、そうい

うものをつかむ上でも８項目きちっと数字を明記

すべきではないかというふうに思うんですが、い

かがですか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、２回目の御質疑にお答えしたいと思

います。 

 まず、よく様式等は変わるのかという御質問で

したけど、介護予防事業は平成18年度に創設され

ましたけど、毎年介護予防事業、いわゆる地域支

援事業の実施状況に関する調査につきましては、

県を通して国へ報告しており、集計方法等につき

ましては毎年何らかの修正や補足は行われていま

す。 

 １回目の御質問の中でも御回答いたしましたけ

ど、平成20年度分の調査におきましては、調査票

の変更やそれに伴う集計方法の変更などが行われ

ました。また、21年度分につきましても調査票の

追加や記入要領の追加、修正が行われました。 

 それと実際の実態を見るためには、連合独自で

という御質問もございましたけど、私たちも今回

特にそういう──現実はさっき言った同時に事業

が必要な人とそれぞれ必要な人、構成市町におき

ましては事業の効率化をすると一緒にやったほう

がいいわけですけど、厚生省のとらえ方が両方を

全く対象者が同じ人をした場合が同じ複合プログ

ラムにとなったんですけど、私たち自身も両方受

けた人が何人いるのかとか、片方ずつ受けた人が

幾らいるのかという事業把握は当然必要だと思い

ますので、厚労省への報告は報告としてでも、実

態をつかむためにはそういった佐藤議員のほうか

ら御指摘というか──あったような集計の仕方で

当然把握すべきだと思っていますし、現実は把握

しておりますので、そういったものを逆に議会等

にも成果として上げた方が……。 

 ただ、国に準じた事業でやっていますから、そ

ういう名称で実績を上げたほうが決算書と合うと

いう部分も、そういった部分もありましたけど、

実際の成果はわかりやすい表のほうがいいし、実

態をつかみやすいということで、先ほど申し上げ

ましたように、様式等はやはりもう少し検討して、

わかりやすい表とか実態をつかみやすい表に、今

後、この主要施策の成果以外もそうでしょうけど、

考えていきたいと思っています。 

○佐藤知美議員 

 今、答弁いただきましたけれども、我々議員が

こういった資料を見たときに明確にわかるように、

そういう誤解を生むような書き方はしないでほし

いと。今あったように、国の様式については国の

様式できちっと上げてもらって結構ですから、こ

ういった議会に対してはそういった個別的な数字

をきちっと示してもらったほうが私たちは判断し

やすいということでぜひ努力をお願いしたいと思

います。 

 最後になりますけれども、第４期の事業計画の

中で、予防事業の実施事業所の拡充というふうに

言われていましたけれども、その現在の実績につ

いて最後にお尋ねします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、予防事業の拡充というお話でしたけ

ど、確かにこれから先は介護の人をふやさないと

か、介護の度合いを悪くなさないという事業にな

ってくると思います。 

 ただ、事業としましては、集団的に行う通所型
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の事業とかになると思いますけど、先ほど山下議

員の御質疑の中でも言いましたように、地域包括

支援センター等を管内22カ所に増設をしたりして、

そういった事業を組みやすく、またそういった状

態の人たちを把握しやすいようにということで、

管内くまなくといいますか、今までに比べると小

さい地域単位につくっていっておりますので、そ

ういった事業を活用しながら、地域包括支援セン

ター等の役割も重要になってくると思いますけど、

そういったことで介護予防に力を入れていきたい

と思っています。 

○西岡義広議長 

 以上で通告による質疑は終わりました。 

 これをもって議案に対する質疑は終結いたしま

す。 

◎ 広域連合一般に対する質問 

○西岡義広議長 

 次に、日程により、広域連合一般に対する質問

を開始いたします。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許可い

たします。 

○白倉和子議員 

 佐賀市の白倉和子です。通告しております消防

行政について幾つかの質問をいたします。 

 まず、神埼地区消防事務組合との統合について

お尋ねいたします。 

 平成12年４月に、佐賀市、旧佐賀郡、多久市、

小城市の４消防本部の統合を図り、現在、現佐賀

中部広域の中で消防行政をしているのは佐賀市、

多久市、小城市で、人口約30万3,300人、世帯数

として約11万3,000世帯の安全、安心を守ってい

ただいています。 

 佐賀中部広域連合で介護保険を同じくしている

神埼市、吉野ヶ里町は、神埼地区消防事務組合と

なり、佐賀市三瀬村も神埼消防管轄です。平成12

年に広域化を見送った要因の一つとして、神埼消

防局の新しい庁舎──当時新しい庁舎の債権債務

の残高問題があったと聞き及んでいますが、統合

するかしないかも含めて、現段階でその話し合い

はどのような進捗状況になっていますでしょうか、

お尋ねいたします。 

 それと続いて、現在の消防施設についてですが、

建設年度も幅があり、老朽化した施設や新しい施

設とまちまちです。それらの施設の現状と課題を

どのように把握されておられるのかお伺いいたし

ます。 

 続いて、災害弱者、いわゆる高齢者、障がい者、

難病がおありの方などについてですが、先日、佐

賀広域消防局を視察させていただいたんですが、

災害時においてどう対応されておられるのか、今

後も含めてお伺いして、総括質問といたします。 

 あとは、一問一答の中で質問させていただきま

す。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 白倉議員の御質問にお答えいたします。 

 佐賀広域消防局と神埼地区消防事務組合消防本

部の統合につきましては、平成10年８月、当時の

18市町村長及び議会議長会議の確認事項として、

将来的には18市町村で構成する広域連合への三事

務、いわゆる介護、消防、広域圏組合の一本化を

目指すとされておりまして、その組織のあり方や

進め方については組合管理者である佐賀市長に一

任するとされております。 

 また、この統合に関する事務要領といたしまし

ては、最初に担当レベルで統合検討課題を抽出し、

これを首長レベルに報告いたします。一定の方向

性を指示していただくことにもなりますが、この

時点で議会への報告も実施することになります。

その後、統合する結論に至れば、正式な検討委員

会を立ち上げ、具体的方法を計画書形式で取りま

とめ、議会の議決をいただき、統合実施というス

ケジュールになります。現状は統合検討課題を抽

出している担当者レベルの段階であることを申し

上げておきます。 

 それでは、今回の統合検討に至る経緯を時系列

に申し上げますと、平成21年２月３日、神埼地区

消防事務組合組合長から佐賀中部広域連合長に対

し、合併推進協議の申し入れについてという文書

が提出されております。これに基づきまして、佐

賀中部広域連合の構成市に報告後、佐賀中部広域

連合と神埼地区消防事務組合消防本部との間で今

後の作業手順を数回、打ち合わせをしております。 
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 また、平成21年９月16日、統合推進協議の任意

機関として佐賀中部広域連合と神埼地区消防事務

組合消防本部及び佐賀中部広域連合構成３市、そ

れと神埼地区消防事務組合消防本部構成１市１町

との間で統合課題検討会を立ち上げ、現在に至っ

ている状況でございます。 

 その間、佐賀中部広域連合と神埼地区消防事務

組合消防本部は、作業部会的役割で統合検討課題

の抽出のための会議を数回実施しております。さ

らに平成22年２月19日、この連合議会の全員協議

会において、検討会議の検討項目について中間報

告を行っており、このときに検討結果は首長が納

得したものでないと出せない。また、時期は８月

定例議会で報告できるよう調整したいという回答

を行っています。そこで、このたび全員協議会に

おいて検討結果を報告したいと考えております。 

 なお、このたびの検討事項は、第１の組織体制

面については、１番目に組織について、２番目に

署所配置について、３番目、本部、署所の配置人

員について、４番目、災害出動態勢について、５

番目、消防車両についてと検討しております。 

 また、第２の消防施設面については、消防緊急

指令システム、無線システムについてを検討して

おります。 

 第３の人事面については、１番目に既存職員の

身分取り扱いについて、２番目に運用給料表につ

いて、３番目に階級及び職名について、４番目に

交代制勤務者の勤務体制及び勤務時間についてを

検討しております。 

 第４の財政面については、統合における費用負

担方法について、２番目に常備消防の債権、債務

処理についてを検討しております。 

 第５番目といたしましては、消防団事務につい

てなどを検討している状況でございます。 

 それから、消防庁舎の現状と課題ということで

御質問だったと思いますが、消防管内には５消防

署、３分署、３出張所、合計11の署所があります。

広域後、老朽化や移転等に伴い、新築及び改築を

随時行ってきました。具体的には、平成13年に小

城消防署の仮眠室の改修を初めといたしまして、

15年度、南部消防署の大規模改修、16年度、小城

消防署北分署の新築、17年度、北部消防署富士出

張所の新築、18年度、佐賀消防署東分署の新築、

20年度、南部消防署久保田出張所の新築という状

況でございます。現在は北部消防署の改築に向け

て検討しているところでございます。 

 以上が庁舎についての現状ですが、今後も計画

的に取り組んでいきたいと考えております。 

○野田公明通信指令課長 

 白倉議員の御質問の災害弱者などの方の災害時

通報についての御質問にお答えいたします。 

 御質問の災害弱者、つまり災害時要援護者と呼

ばれる方は、高齢者や体に障がいをお持ちの方な

ど、災害発生時に自力で避難することが困難な人

が考えられます。災害時要援護者の方からの緊急

時の通報としましては、緊急通報システム、また

はファクスによる119番通報があります。 

 平成21年度通報統計によりますと、緊急通報シ

ステムによる総通報件数にあっては、佐賀市342

件のうち救急事案69件、間違い、誤り273件、小

城市132件のうち救急事案４件、間違い、誤り128

件、多久市75件のうち救急事案21件、間違い、誤

り54件となっています。 

 難病者の方からの通報は、本人から直接通報で

はなく、家族や関係者からの通報による救急事案

が年間で２件となっています。 

 音声言語障がい者及び聴覚障がい者の方からの

ファクスによる通報にあっては、平成12年から22

年７月末の10年間で１件の救急事案の通報を受け

付けています。 

 現在、佐賀広域消防局で掌握しております災害

時要援護者の情報は、ひとり暮らしの高齢者の方

が利用されている緊急通報システムの利用者数は

平成22年７月末現在、佐賀市1,131名、小城市139

名、多久市250名です。平成22年３月30日現在、

音声言語障がい者及び聴覚障がい者の方は、佐賀

市1,175名、小城市240名、多久市169名です。難

病者の方は、現在、佐賀広域管内で14名となって

います。 

 音声言語障がい者及び聴覚障がい者並びに難病

者の方の通報ですが、固定電話からの119番を受

信しますと、音声言語障がい者及び聴覚障がい者
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の場合は、指令台の住宅地図ディスプレーにマル

聴マークを表示するシステムで、ファクス受信に

切りかわり、災害内容を受信しております。難病

者の方の場合も同様に、住宅地図ディスプレーに

マル弱のマークを表示することができます。 

 いずれにいたしましても、災害時要援護者の災

害対策につきましては、大変重要なことと認識し

ておりますので、119番受け付け時に、無言の状

態ですと、救急車と消防車を同時に出動させ、安

否の確認を行っているところであります。 

 さらに昨年導入いたしました位置情報通知シス

テム（統合型）により、固定電話、ＩＰ電話、Ｇ

ＰＳ機能つき携帯電話からの119番通報にあって

は、現場位置情報を速やかに確認できるようにな

り、出動指令時間の短縮が可能となりました。 

○白倉和子議員 

 一問一答に入らせていただきます。 

 まず神埼消防との統合についてなんですが、前

回の２月議会の折の全員協議会で私たちも説明を

いただきました。実はあの折にも一般質問の通告

を用意していたんですが、同じ期間の中で全員協

議会の説明があると。今回も最終日に行われるよ

うなんですが、その辺とかぶるかかぶらないかは

ちょっとはっきりわかりませんが、一般質問とし

てここは議場でさせていただきたいと思います。 

 先ほど、検討会議というのがなされて会議がさ

れているということなんですが、課題抽出に向け

て、今の検討会議の段階では、平成何年何月の統

合を一応目標として検討会議を進められておられ

るでしょうか。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 白倉議員の御質問にお答えいたします。 

 先ほどの総括で申し上げましたように、現段階

で検討会議というのは課題抽出でございますので、

その後の統合をやるやらないの決断というのは、

連合長を含め首長の方々でお決めいただくという

最終結論になりますので、この時点で何年何月と

いう時期は、私どものほうからは答えられません。 

○白倉和子議員 

 わかりました。恐らく目標を３年後ぐらい先で

しょうかね、25年ぐらいですかね、置かれている

と思うんですが、じゃ、具体的にお聞きしますが、

検討会議の中で統合を含めた消防司令システムと

か無線設備の改修費用が、神埼地区が統合すれば、

いわゆる負担増額になるわけですね。その辺の積

算はどのようにされておられるでしょうか。先ほ

ど幾つかの課題の中に、今後の予算面、負担額と

いうのがありましたので、あえてここのところを

お伺いしたいと思います。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 システムの導入費用の問い合わせというふうに

理解しておりますが、佐賀広域消防局と神埼地区

消防事務組合消防本部の話し合いの中では、神埼

地区消防本部の統合により、神埼地区消防本部に

新たに設置する指令台関連設備費、また改造する

指令台関連設備費は概算で8,000万円程度、それ

と無線設備費は500万円程度と試算しております。 

○白倉和子議員 

 じゃ、その場合の費用負担というのは検討会議

ではどのように考えられておりますでしょうか。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 お答えいたします。 

 今後の正式な会議等で検討するべき事項であり

ますので、確定的なことは言えませんが、神埼地

区消防本部の統合により神埼地区消防本部に新た

に設置する指令台の関連設備費、改造する指令台

関連設備費や無線設備費は受益者側が応分の負担

をするのが望ましいと考えております。 

○白倉和子議員 

 平成10年のいわゆる18市町村の議会議長、市町

村長も含めた確認事項として、今後、一本化とい

うふうなことがあるから、恐らく神埼のほうは今

システム的には入れておられないと思うんですね。

そこのところの部分は今の答弁でいただいて、そ

れで結構でございます。 

 そしたら、３点目として、平成12年に神埼との

広域化を見送った要因として、先ほども申しまし

たが、神埼消防局の新しい庁舎の債務問題が要因

の一つとして挙がったように聞き及んでいるんで

すが、じゃ、その統合ということで、21年２月３

日付ですかね、神埼地区消防事務組合長から合併

推進協議が申し入れられたというふうに私たちは
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報告を受けました。 

 それで当時の債権高がわかったらなおいいんで

すが、少なくとも今現在の佐賀広域連合での債務

残高及び神埼地区消防事務組合の債務残高をお示

しいただけますでしょうか。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 債務残高につきましてお答えいたします。 

 平成21年度末現在ということで御了解いただき

たいんですが、佐賀広域消防局につきましては２

億8,421万円程度ということでございます。それ

と神埼地区消防本部につきましては、３億130万

円程度、これが債務残高でございます。 

○白倉和子議員 

 合併協議が上がった時点、平成12年に見送った

時点での神埼地区消防事務組合の債務残高がわか

れば御答弁いただきたいんですが。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 本日、資料を持ち合わせませんので、お答えす

ることはできません。 

○白倉和子議員 

 この場には神埼地区消防事務組合長としてお見

えになっているわけじゃないので、あくまでちょ

っとこの場では聞けませんが、本議会中にその数

値がわかれば、質問中にお答えいただければと思

います。 

 それと、債権債務、いわゆる12年合併時に、一

応ちょっとネックになったそのことですね。それ

は広域前の構成市において処理するのが望ましい

と考えますが、債務処理についての見解をお尋ね

したいんですが、検討会議の中での話し合いで結

構でございます。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 統合前の債権債務の処理につきましては、これ

も今後の正式な会議等で検討するべき事項であり

ますので、確定的なことは言えませんが、平成12

年の統合においては、統合前の市町で処理してお

ります。 

 以上です。 

○白倉和子議員 

 はい、それで結構でございます。 

 それと、先ほどもちょっと幾つかの課題の１つ

に挙がっていた、統合する場合の後、連合の財政

面ですね、その部分についてですが、いわゆる構

成市町の負担割合についてお尋ねするんですが、

現負担方法によると、50、50方式を今現負担でと

っているんですが、現負担によると、佐賀広域消

防局が負担増になると考えるんですが、このあた

りは検討会議で話されていますでしょうか。これ

大切な問題ですので、今現在、話されておられた

ら、答弁をお願いいたします。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 統合後の構成市町の負担金について聞かれてい

ると思っております。 

 現在の佐賀中部広域連合の規約によれば、消防

の経費負担割合は、構成市町の人口割100分の50、

前年度の消防費に係る基準財政需要額割100分の

50となっております。仮にこの割合を用いて２つ

の消防本部の予算を合算して、平成22年度の構成

市町の負担金を積算いたしますと、現状より佐賀

広域消防局構成市が負担増とはなります。反対に

神埼地区消防事務組合消防本部構成市町が負担減

となります。 

 このため構成市町の負担金が現状に近いように、

規約以外の費用負担方法として均等割導入方式と

か、人口比基需比変更方式とか、職員減方式も検

討しましたが、どうしても人口規模の大小に応じ

て構成市町のどちらかが負担増になってしまった

り、いわゆる職員減方式につきましては、消防力

の低下になるという結果が出てしまいます。この

ため負担金につきましては、今後の正式な会議等

で検討するべき事項でありますので、ここでもや

っぱり確定的なことは言えませんが、当分の間、

現状の負担金をベースとした負担割合を検討する

ことも必要ではないでしょうかということでござ

います。 

○白倉和子議員 

 わかりました。先ほど１つ、それは否定されま

したが、統合に伴う職員減というのは、例えば経

費節減、人件費節減なんかの意味でも考えられて

いないというふうに、今ちょっと御答弁いただい

たので、安心しましたが、消防力を高める、そう

いう意味もあって統合するわけですから、そこは
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なるべく手つかずに、消防力、いわゆる人的消防

力は削減されないという部分での御検討をよろし

くお願いしておきます。 

 それと、先ほどの答弁の中にもありましたが、

119番の通報、それとかＩＰ電話、固定電話、携

帯電話、それを地図上でわかるように、これ昨年

からなったわけですが、この場合、神埼地区消防

本部が管轄する三瀬村については当然対応されな

いと理解しているんです。いわゆる22年４月１日

からの固定電話、携帯電話、ＩＰ電話からの通報

時に音声通報とあわせて発信位置の確認なんかが

できるというシステムにおいては、三瀬は入らな

いと。当然、消防管轄が違いますので。 

 そういう問題も挙がってくるんですが、ここで

ぜひ秀島連合長にお聞きしたいんですが、平成10

年の８月の時点から、そのときから一応佐賀市長

に一任という言葉が出てまいっていました。それ

で21年２月に神埼地区消防事務組合長から合併協

議の申し入れがあったと。今は検討会議のほうで

進められていると。これはあくまで消防局の部分

ですので、あとは一任された連合長、いわゆる佐

賀市長のリーダーシップによるものと思うんです

が、そこのところの考えをぜひお聞かせいただき

たい。 

 ちなみに、今進めております消防の広域化のモ

デル、一番適正人口というのは30万人になってい

るんですね。今現在の佐賀市、小城、多久の人口

が約30万3,500人になっているんです。ここに神

埼が入ってこようかという議論が今重ねられてい

るんですが、連合長として今後どのようにお考え

かということを聞かせていただきたいと思います。 

○秀島敏行広域連合長 

 お答えいたします。 

 先ほど言われましたように、30万人ぐらいの部

分が一番効率的だということで、まさに今、佐賀

地区広域消防は、１つのモデルにしていいぐらい

の効率性があります。ただ、過去の神埼地区の消

防との関係もございます。佐賀市だけをとってみ

ますと、三瀬というのが神埼のほうにお世話にな

っているというような部分もございます。また、

先ほど申しましたような過去の経緯等を踏まえま

して、どうしようかと。 

 また、片方では県のほうで、これは全国的なも

のでございますが、消防の広域再編というような

指導等もございまして、そういったものと相まっ

て、いろいろ神埼消防との関係で調査をし、方向

としては統合できればと、いわゆる合併できれば

というふうな気持ちでやらせていただきました。 

 調査の結果、今定例議会で報告することになっ

ていますが、やっぱりその中で一番ネックになる

のは財政の問題ですね。負担の問題、これが片方

の部分は全部上がって、片方は下がるという、そ

ういった部分をやっぱり、現実的な問題でどう処

理するかというのが今後の課題になってくると思

います。 

 それとあわせて消防力を低下させないと。でき

れば向上させたいと、そういったところの整合性

をどこにゆだねていくのかと、それが今後の問題

になってくると思います。せっかく調査をいたし

ましたので、今後は関係署、行政単位ですね、そ

れぞれ話し合って、そして、できれば一致点を見

つけて、統合のほうに進めればと、そういうよう

な気持ちで今のところはいます。 

○白倉和子議員 

 ありがとうございました。連合長から御答弁い

ただきました。消防局のほうからだけでは、やっ

ぱりなかなかはっきりとした答弁というのは、自

治体関係の組織の問題もありますので、今、連合

長からお答えいただいたところです。 

 それで、これは今後、今回の議会最終日にも全

員協議会が開かれるようですし、今後、私たちも

議論を重ねてまいりたいと思います。 

 それでは次、施設面のほうに一問一答入ってよ

ろしいでしょうか。 

 そしたら、消防施設について、先ほどちょっと

現状を示していただきました。ずっと過去からの

議事録等々を繰っていましたら、随分改善された

ところ、多数ございまして、細かいことを言えば

ちょっと切りがないので、大きく絞って、緊急事

態を体験される消防士や救急救命士さん、今、救

急救命士さんは71名にふえられたというふうに聞

いておりますが、その方たちのＰＴＳＤ、いわゆ
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る精神的なメンタルヘルス面ですね。それも充実

させなければいけないんですが、そんな中で施設

課題において、北部消防署、ここは特に私も視察

させていただいて、仮眠室一つとっても、天井が

頭につかえそうで、かつ雑魚寝のような状態で、

とてもじゃないけれども、しばしの休息がとれる

ような状態ではないと認識しております。 

 それは以前からの議会でもたびたび話されてい

たようで、佐賀市で今現在、土地については予算

確保がされて、約8,900万円の予算下でくい打ち

がされております。あとは広域連合のほうの建設

費予算というのがつかないことには、大和のとこ

ろが改善できないんですね、北部ですね。北部消

防署が改善できないんですが、そのあたりの考え

をここいらあたりでちょっとはっきり聞かせてい

ただきたいなと。今議会でも上がっておりません

し、あとの検討課題とは言いつつ、はっきり聞か

せていただきたいなというふうに質問に挙げたい

と思います。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 答弁に入ります前に、先ほどの神埼の債務の件

で御回答いたします。 

 もともと起債額は４億4,200万円ございまして、

広域前、いわゆる平成11年度末残高といたしまし

ては元利ともで５億8,826万円程度ということで

ございます。 

 それでは、北部消防署の取り組み状況について

お答えいたします。 

 北部消防署の建設に当たりましては、地権者及

び地元住民の同意が得られておりまして、現在、

用地の取得を行うために関係機関へ申請書類を提

出しているところでございます。 

 今後の予定といたしましては、用地の取得が完

了次第、文化財の調査が必要でありますので、調

査を行う予定でございます。それで、文化財調査

完了後に建設用地の造成工事に着手したいという

ふうに考えております。 

 また、庁舎の建設でございますが、これにつき

ましては文化財調査が順調に終了すれば、その後、

おおむね２年をかけての建設になるかと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○白倉和子議員 

 施設のほうですが、その前に、今ちょっと答弁

をいただいた──これはもう答弁は要りませんの

で、神埼地区消防事務組合の11年度末の債務残高

は５億8,800万円で、今現在が、10年たったわけ

ですが３億131万円ぐらいですか、というふうに

認識して間違いないわけですね、はい、わかりま

した。 

 そしたら、施設のほうの一問一答に入らせてい

ただきますが、北部においては、いわゆる文化財

の調査等々があって、それがきちっとなれば２年

をかけて建設と。ここに関しては、以前からやっ

ぱりいろんな連合所属議員が問題にしていまして、

排気ガス問題もありますし、いろんな部分でその

都度、副局長が、とりあえずいろんな部分で順番

があり、予算があるので、できる部分は当面の現

状の中で改善できることを実施していくというふ

うな答弁をずっと重ねておられるんですね。私は、

北部についてはそれが限度だと思うんですよ。 

 それからもう既に10年以上（同ページの後段で

訂正）たって、あとまだ建設までに随分たつとい

うところで、じゃ、いろんなところを問題把握さ

れてから、あそこに関してはどれぐらい見直し、

手直しがされたのかなと甚だちょっと疑問に思う

んですが、その辺の答弁はできますでしょうか。

いただけたらと思います。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 北部消防署につきましては、今のところ新しく

建て直そうというところで、先ほど申しましたよ

うに、造成の予算がついているところでございま

す。それまでどうしていたのかということでござ

いますけれども、庁舎建設という大前提がござい

ましたので、その部分までは部分部分的なもの、

例えば衛生関係等、代表といたしまして、おふろ

の改造とか、トイレの改造とか、そういうことを

若干ですが、行ってきた経緯はございます。 

○白倉和子議員 

 済みません、ちょっと先ほどの発言で訂正させ

ていただきたいんですが、合併がありましたので、

いわゆる佐賀広域というところにおいては平成12



佐賀中部広域連合 平成22年８月定例会 ８月24日（火） 

 

 

- 21 - 

年からで、この辺のところが多く問題になってき

たのは、合併してからもいろんな部分はあったん

ですが、今の答弁、10年以上も議論してきたとい

うのが正しいかどうかというところにおいて、ひ

ょっとしてちょっと問題があれば失礼いたします。

平成18年の議事録から私は確認しておりますので、

よろしくお願いします。 

 それで、あとは本当に消防士の方たちの健康状

態、精神状態なんかも含めて、いち早い改善がな

されるように願っております。 

 それと、あと、耐震がなされていないところが

３カ所あるかと思うんですが、されていない施設

が現実にはどこどこどこ、何カ所あって、今後の

耐震診断等々も含めた予定を聞かせていただきた

いと思います。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 議員の御質問にお答えいたします。 

 一般に昭和56年５月以前に建築確認を受けた建

築物で、一定規模以上のものが耐震診断及び改修

の対象となります。本消防局の消防庁舎で対象と

なるものは、小城消防署が昭和47年の４月の建築

でございます。それから、南部消防署が昭和50年

２月の建築、北部消防署が同じく昭和50年２月、

消防局庁舎が昭和55年６月というふうに４施設ご

ざいます。 

 しかし、今回、北部消防署庁舎は移転新築計画

がありますので、対象から除外いたしまして、当

面対応しなければならないのは３施設というふう

に考えております。 

 なお、耐震診断及び改修には高額の費用を要す

ることから、平成22年度から消防局庁舎の耐震診

断を行い、その後に順次小城消防署及び南部消防

署庁舎の耐震診断を行う計画をしております。こ

の耐震診断の結果から、耐震改修を進めていきた

いと思っております。 

 以上です。 

○白倉和子議員 

 そうしましたら、いわゆる災害弱者の部分につ

いて一問一答に入らせていただきたいと思います。 

 いわゆる高齢者の方、障がいをお持ちの方、そ

して難病の方等々についてなんですが、救急司令

室の説明を、私たちこの間、視察に行ったときに

聞かせていただきました。いわゆるその対応にお

いて、先ほど答弁がありました安心フォンとか緊

急指令システムのところに出てくる地図情報画面、

ゼンリンにそのマークを落としていくとかいろん

な説明をいただいたんですが、そういったデータ

は消防局としてはどのように入手されて指令室の

地図上に落としていかれるんでしょうか。 

○野田公明通信指令課長 

 災害弱者の情報データの入手方法についての御

質問にお答えいたします。 

 先ほど述べました指令台に登録している災害弱

者、つまり災害時要援護者のデータの入手方法で

すが、まず緊急通報システムについて御説明させ

ていただきます。 

 佐賀市においては、平成19年度から平成21年度

にかけましてシステムの更新が行われております。

新システムにつきましては、指令台入力端末を通

信指令課の事務所へ設置し、佐賀市高齢福祉課職

員が地図へのポイント表示を含め、データなどを

直接入力されております。 

 多久市、小城市につきましては、利用者の情報

を入手しておりません。なぜかと申しますと、多

久市の場合におきましては、管轄消防署──多久

消防署へ、または小城市におきましては警備会社

に直接通報がありますので、それぞれのシステム、

利用者台帳等の更新は各市で行われております。 

 次に、音声言語障がい者及び聴覚障がい者のデ

ータですが、個人情報外部提供の申請を各市に行

いまして、登録者名簿を入手しているところでご

ざいます。 

 最後に、難病者ですが、佐賀中部保健福祉事務

所より、重症難病者患者の名簿を預かっており、

緊急時の迅速な対応を依頼されているところでご

ざいます。 

 以上が入手方法でございます。 

○白倉和子議員 

 そうしましたら、入手方法はわかりました。ち

ょっと確認なんですが、佐賀市においてはいわゆ

るそれぞれの担当課なり担当部ですね、それが打

ち込むというのは、そこで打ち込んだデータを広
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域消防のほうに持ってくるという考えでいいんで

しょうか。 

○野田公明通信指令課長 

 白倉議員言われたとおりです。事務所のほうに

専用のパソコンを置きまして、そこで手入力をし

ていただいております。そして、うちの指令台の

ほうにその情報を送る。というのが、うちの指令

台のシステムの中にいっぱい個人情報がございま

すので、うちの職員以外の者の入室はかたく禁じ

ております関係上、事務所のほうでパソコンで入

力していただいているところでございます。 

○白倉和子議員 

 それと、多久市、小城市に関してなんですが、

例えば、通報されたところが行き先というのが違

うというのはわかるんですが、いわゆる指令を出

すのは広域消防局が出すわけですよね。多久署な

り小城の方に向けて出されるわけですね。そした

ら、それぞれ指令を受けたところはどういうふう

に、そこが例えば災害弱者、要援護者であるとい

うことはどういうふうに把握されるんですか。 

○野田公明通信指令課長 

 御質問にお答えいたします。 

 せんだって見学されたかと思いますけれども、

災害弱者の場合はマル緊マークとマル弱マーク、

マル聴マークがございまして、佐賀市におきまし

てはマル緊マークで緊急通報システムと、それか

ら、聴覚障がい者におかれましてはマル聴マーク、

それから難病者の方におきましてはマル弱マーク

で把握しているところでございます。 

 ただし、小城市におきましては民間委託方式に

なっております。多久市におきましては、直接多

久市の端末が多久消防署にございますので、そこ

で住所、氏名等を確認いたしまして、入電時に、

災害でございましたら、すぐ多久署は災害に対応

しているところでございます。そして、通信員か

ら指令室のほうに入電して災害出動を行っている

状況でございます。 

○白倉和子議員 

 広域消防局のほうの中では、多久市、小城市は

ゼンリン地図の中で把握できないと思っていいわ

けですね──わかりました。そこはちょっといろ

んな課題が、私、見てとれますので、今後ちょっ

と議論させていただきますが、それと佐賀市にお

いてこれらのデータ、先ほど答弁されましたデー

タの更新状態はどういうふうになっていますでし

ょうか。常に新しいデータが地図上に更新されて

おられますでしょうか。そこのところ、ちょっと

お願いします。 

○野田公明通信指令課長 

 データ更新について御質問にお答えいたします。 

 先ほど述べましたけれども、内容と重複する部

分がございますが、緊急通報システムのほうから

御説明させていただきます。 

 佐賀市においては、月１回程度、高齢福祉課の

職員でデータの更新が行われております。 

 次に、音声言語障がい者及び聴覚障がい者のデ

ータですが、毎年４月に各市あて、個人情報外部

提供の申請を行いまして、年度末の登録者名簿を

入手し、通信指令課職員で指令台システムへ入力、

更新を行っております。 

 最後に難病者の方でございますけれども、名簿

の内容に変更が生じた場合に、その都度、名簿の

差しかえを行い、と同時に指令台システムのデー

タ更新を行っているのが現状でございます。 

○白倉和子議員 

 これがちょっと、きょうの本議会の答弁では、

割とそれぞれの障がいによって違うんですが、月

１回とか４月に年度できっちり更新されていると。

少なくとも年１回は更新されていると答弁をいた

だいたので。それでよろしいですね──はい、わ

かりました。 

 そしたら、まず先ほどの小城、多久なんですが、

例えば、広域消防になりましたので、小城署から

多久に行くことというのもあるというふうにお聞

きしているんですね。いわゆる従来の区域を超え

て。そういう場合なんかの緊急というのはどうい

うふうに対応されるんですか。いわゆる緊急の方

は緊急ですので、いろんな部分で通信しにくい部

分がある。その辺はスムーズに動いているんでし

ょうか。 

○野田公明通信指令課長 

 今の御質問にお答えいたしますけれども、佐賀
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広域消防局といたしましては、直近主義システム

を今実施しております。現場より一番近い車両を

選別して現場に向かう。そうしますと、どういう

ふうにして出動部隊にその情報を流すかというこ

とだと思いますけれども、通信指令台の地図ベー

スが載りますけれども、そこに災害地点を特定い

たします。そのデータを電話回線を通しまして、

各出動車両のＡＶＭという、自動車でいいますと、

カーナビですけれども、そういうものが積載され

ております。そちらのほうにも同じような地図が

反映しますので、○○宅の災害ポイントを落とす

ことによって直近車両が現場に向かうようなシス

テムになっております。 

○白倉和子議員 

 私がお聞きしているのは、その際にも例えば、

マル緊とかマル聴とかマル弱とかいうところもち

ゃんと消防車両及び出動するところの施設、庁舎

に届くのかということを質問しているんですが。 

 例えば、小城から多久のほうに行くことという

のはよくありますよね。そしたら、小城の方は多

久の、いわゆる組織統合していないときは割と細

かく地域の実情というのはよくわかったんですが、

多久のこの方は、例えば障がいをお持ちだとか、

難聴者であるとか、そういうふうな意味でのこと

がきちっと行くのかということをお尋ねしている

んで、災害ポイントを聞いているわけじゃないん

です。 

 それに、例えば、今いわゆる消防局が持ってい

るようなゼンリン地図で、そこの家がマル緊とか、

マル弱とか、マル聴とかいうのが出るわけじゃな

いでしょう。だから、そこのところはスムーズに

伝達ができるのですかと。というのが、何でこん

なことを聞くかといったら、小城、多久に関して

は、広域消防局でその部分は地図上で把握されて

いませんのでね、だから、指令を出すときに、ど

ういうふうに、スムーズにいっているんですかと

いうことをお聞きしているんです。 

 せっかくこれ、うちも持っている指令ですので

ね、平成22年、ことしの４月からですね。だから、

要するにそれがきちっと生かされているかという

ことです。特に小城、多久に関して。 

○野田公明通信指令課長 

 先ほど御答弁いたしましたけれども、マル聴、

マル弱にしましては、構成市すべてを掌握してお

ります。マル緊の緊急通報システムにつきまして

は、各構成市でのシステムの構成が若干導入時で

違いますので、我々といたしましては、多久消防

署ですと、住所を指令台に入力することによりま

して、その現場を特定することができます。です

ので、そこに災害点のポジションを落としますの

で、どの車両でもすべて災害直近に、現場に向か

うことが可能となります。住所で入力しますと、

その入力が地図上にポイントが落ちますので、ち

ょっと……。 

 （「答弁がかみ合ってないんです」と呼ぶ者あ

り） 

○白倉和子議員 

 それはわかるんですよ。そうじゃなくて、そこ

が、例えば、いわゆる緊急のところとか、広域消

防のあそこのシステムの、この間からのあれです

ね、いわゆるゼンリン地図が出てきますですよね。

あそこには、佐賀市の場合は、ここはマル緊マー

ク──緊急の緊ですね。ここは耳が御不自由だか

らマル聴とか、マル弱、いわゆる難病持ちとかそ

んな、そういうマークを地図上に落として、すぐ

それに対して対応ができるようにシステムができ

ていますでしょう。それが、せっかくの広域連合

ですから、小城、多久なんかに関してもきちっと

働いているんですかとお尋ねしたら、それぞれで

所管しているということですから、じゃ、小城の

消防署が多久に行くときなんかはきっちりそれが

伝わるんですかということを聞いているんです。

意味、わかりましたでしょうか。行くポイントじ

ゃないんですよ。そこの緊急性のマークです。 

○野田公明通信指令課長 

 失礼しました。多久消防署のほうに端末機がご

ざいますので、そこで弱者の方、緊急通報システ

ムのほうで発信されますと住所が出ます。何丁目

何番地とか住所が出ます。その住所をうちの指令

室のほうに連絡をいただきますと、指令台のほう

に住所を入力しますと、その住所がヒットします。

そこに何々さん宅、間違いないかということで災
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害点を落としますと、その情報が車載のナビのほ

うに反映されますので、災害点がわかります。 

 （「違うんですね。ちょっと時間が……」と呼

ぶ者あり） 

 それで、マル緊とかあれは、そっちのほうで、

マル緊は把握できませんけれども、緊急通報シス

テムからの通報でしたというのはわかります。 

○白倉和子議員 

 ちょっと答弁がよくわからないんですが、言わ

れている意味はわかるんですよ。ですから、じゃ、

結論としてはマル弱、マル聴に関しては特に、広

域消防局から指令を出すわけですから、小城署に

多久に行ってくださいとか、そういう指令を出す

わけですから、広域消防のほうではそれの把握が

できていないと。消防局のほうですよ。ゼンリン

地図において把握できていない。もちろん、災害

に遭われた方が緊急ボタンを押せば、それは通報

されるから住所も何もかもわかるように、これが

緊急通報システムですから。でも、例えばその後

のいろんな部分の対応において、マル弱とかマル

聴とか、そういうのも含めて、小城、多久につい

ては把握はできていないというふうに考えていい

んですね。 

○野田公明通信指令課長 

 答弁が悪いようですけれども、マル聴──耳が

不自由な方、これは広域すべて把握しております。

マル弱──体の難病者の方、すべて把握しており

ます。 

 （「落としていますか、地図に」と呼ぶ者あ

り） 

 はい、落としています。ただし、マル緊、要す

るに緊急通報システムにつきましては、構成市で

導入される段階で機器が違いますので、その端末

で住所氏名を言われると、その情報をうちの指令

台のほうで入力することによって災害ポイントが

わかりますので、それを各車両に災害点をここだ

よということで送信してするように。ですので、

マル緊につきましては、小城市、多久市は把握し

ておりません。 

○白倉和子議員 

 わかりました。じゃ、これを把握しようと思っ

たら、できると思うんですよ。福祉課等と連携を

とればですね。一番言いたいのは、例えば広域消

防局とそれぞれのそこに加入している自治体との

連携をきちっととってほしいと、福祉関係も含め

て。それが一番言いたい結論ですから、そこのと

ころはぜひ把握されて、これから高齢化社会にな

っていきますので、そこの改善をぜひお願いいた

します。 

 それと、ちょっと時間がなくなりましたので、

言語障がいのある方などはファクス受信ができる

んですが、火災などのときに、緊急時に冷静に自

分のところはどこどこ番地でどこどこでどこから

出火してどうと書いて、それをファクス入れろと

いうのは、私は非常に難しい問題だと思うんです

ね。 

 ですから、例えば言語障がい、いわゆる声帯手

術なんかされた方をたくさん私も知っていますが、

そういう方たちにもあわせて緊急通報システムの

貸し出しというのなんかを、消防局の観点から自

治体と協議されたことはありますか。 

○野田公明通信指令課長 

 各市で利用規約等がございますので、やはりそ

の規約があるみたいですので、そちらのほうを申

請していただければ可能ではなかろうかと私たち

は判断しておりますけれども、協議をしていきた

いと思っております。 

○白倉和子議員 

 それが対応されていないから、今ここで議論し

ているんです。でも、緊急通報システムに関して

は、どのあれでもそうですけれども、いろいろな

項目があって、それに準じるとかそういう部分も

ありますので、それは今後ぜひ協議していってく

ださい。よろしくお願いします。 

 それともう１つ、ちなみに聴覚障がい者の方、

これが佐賀市だけの分をちょっと調べたんですが、

聴覚障がいの方が佐賀市で940名ほどいらっしゃ

るんですね。その中で聴覚障がいは２級から始ま

りますので、２級の方、一番重い方が約300名お

られるんですが、今回、いわゆる住宅用の火災警

報器の設置が義務づけられました。これは16年の

６月の法改正によって、新築で18年６月１日から、



佐賀中部広域連合 平成22年８月定例会 ８月24日（火） 

 

 

- 25 - 

既存で来年、23年５月31日までにつけなさいよと

いうことがあっているんですが、そのときのチラ

シなんですが、これは今、佐賀市で配られている

チラシなんですね。（現物を示す）広域消防のほ

うで配られているチラシなんですね。それとか、

各家庭に共同購入のお知らせなんかという回覧も

回ってきます。これは、例えば視覚障がいとか聴

覚障がいの方たちには何らかの形でチラシＰＲさ

れていますか。 

 例えば、これは神戸市の部分なんですが、（現

物を示す）聴覚障がいの皆様へというので、いろ

んな警報器がありますよというのでチラシもつく

られているし、ポスターなんかもそれぞれの福祉

団体に持っていって張ったりされているんですね。

私は広域連合では今まで見たことないんですが、

そこのところお願いいたします。 

○山領政信予防課長 

 予防課長の山領と申します。白倉議員の御質問

の中の住宅用火災警報器関係につきましては、私

のほうからお答えいたします。 

 それで、今の質問の聴覚障がい者に対するチラ

シ等の広報が見受けられないということですけれ

ども、確かに議員御指摘のとおり、これらをお持

ちの方へのチラシ等による広報は、これまで行っ

ておりません。 

 それ以外としましては、視聴覚障がい者等への

番組ではありませんけれども、耳の不自由な方へ

はテレビ番組を通じて、これは県政ナビの「教え

て！くすじぃ」という県の放送枠を持っておりま

す番組がありますので、その中で映像により、例

えば、手話通訳とか、そういうものでの伝達は行

われているとは感じております。 

 以上です。 

○白倉和子議員 

 広報に関しては消防局の役目ですので、その辺

の議論はまたちょっとこの場を外れてさせていた

だきたいと思います。 

 終わります。 

○久米勝博議員 

 佐賀市の久米です。それでは、総括質問をさせ

ていただきます。 

 佐賀広域の地域内も少子高齢化が進んで、高齢

な夫婦２人暮らし、またひとり暮らしの高齢者の

方が増加する現在、この方たちが申請された申請

書の返答の通知書がこの方たちに送付された場合

に、本人に認知とか、また高齢等あると、通知が

届いたことに気づかなかったり、内容がわからな

くてサービスの利用に結びつかない場合があると

考えられます。 

 そこで、介護保険制度に係る申請等のうち、介

護サービスを受けるために必要な要介護認定の申

請及び、その後、費用負担等に大きくかかわる負

担限度額申請について手続等の流れをお尋ねいた

します。 

 以上です。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、久米議員の御質問にお答えいたしま

す。 

 まず、介護保険の申請等に関する御質問ですが、

初めに要介護・要支援認定の申請について御説明

をいたします。 

 介護保険のサービスを御利用いただくためには、

保険証があればだれでも受診できる医療保険とは

違い、利用される本人やその御家族等が本広域連

合や構成市町の介護保険担当窓口に申請をし、要

介護認定を受けていただく必要があります。申請

は本人または家族が行うか、地域包括支援センタ

ー、または省令で定められた指定居宅介護支援事

業所や介護保険施設などに代行していただくこと

もできます。 

 申請後、本広域連合や認定調査を委託しており

ます居宅介護支援事業所等から認定調査員が御自

宅等を訪問して心身の能力、介助の方法、行動等

の有無などを調査いたします。これと並行いたし

まして、主治医──いわゆるかかりつけ医などで

すが、主治医による意見書が作成をされ、この２

つの情報をもとに、本広域連合に設置しておりま

す保健、医療、福祉の学識経験者で構成する介護

認定審査会で審査が行われ、要介護度が認定され

るということになります。 

 認定結果は、原則として申請から30日以内に郵

送により御本人へ通知いたしております。なお、
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介護保険のサービスを利用したいが、手続がわか

らないと思われる方がいらっしゃいましたら、ま

ずお住まいの地区にある地域包括支援センターを

お訪ねいただきたいと思います。 

 本広域連合管内には、地域包括支援センターは

22カ所設置しておりまして、介護保険に関する総

合的な相談窓口として高齢者の皆様が可能な限り

住みなれた自宅や地域で生活できるように、必要

な介護サービスやその他の保健福祉サービスなど

の相談に応じております。 

 本広域連合では、地域包括支援センターがより

身近で親しみやすいものになるように、公募によ

り決定しました「おたっしゃ本舗」という愛称で

呼んでおりますので、高齢者の皆様にもお気軽に

御利用していただきたいと思います。 

 次に、お尋ねの介護保険施設を利用される場合

の居住費、食費に係る負担限度額認定申請につい

て御説明します。 

 平成17年10月から介護保険の施設サービスなど

の居住費と食費が保険給付の対象外となりました。

このことにより所得の低い方の施設利用が困難と

ならないよう介護老人福祉施設、介護老人保健施

設、介護療養型医療施設、地域密着型介護老人福

祉施設に入所される場合や、それらの施設で短期

入所を利用される場合に、食費や居住費の一定額

以上が介護保険から補足給付されます。この補足

給付を受けるために申請が必要となります。 

 申請の方法ですが、所定の介護保険負担限度額

認定申請書を本広域連合に提出していただくこと

になります。通常は入所されている施設または担

当のケアマネジャーを通じて申請書が提出されて

おりますので、施設やケアマネジャーに御相談い

ただければと思います。 

 提出されました申請書は、本広域連合で所得要

件に該当しているかどうかを審査してから、その

結果を御本人へ送付いたしております。御本人が

希望されれば、施設、居宅介護支援事業所、また

地域包括支援センターへ直接郵送することも可能

です。 

 認定期限は７月１日から翌年の６月30日までの

１年間となっておりますので、認定期限の途中で

申請された場合は、申請書が提出された日の月初

めから有効となります。認定期限を更新するため

には、再度認定申請書の提出が必要となりますけ

ど、本広域連合管内では認定申請書を施設や居宅

介護支援事業所等に送付して、利用者の更新手続

の援助をお願いして、漏れがないようにいたして

いるところです。 

○久米勝博議員 

 それでは、一問一答に入ります。 

 それぞれの決定通知の送付について確認をいた

します。 

 まず、負担限度額申請について。申請書にも施

設等にも送付できるようチェック欄がありますけ

れども、本人が送付されていることに気づかない

ことがあるのか、お尋ねをいたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 お答えいたします。 

 負担限度額認定申請につきましては、施設に入

所されている方がほとんどです。そのために決定

通知書も施設へ送付することがほとんどになって

おります。また、在宅の方の場合は、ショートス

テイを利用するために申請をされておりますので、

ほとんどの場合が担当をされているケアマネジャ

ーの方が代行申請をされているということです。 

 このため、決定通知が送付されていることに本

人が気づかれない場合があっても、サービス利用

前にはケアマネジャーが確認をいたしますので、

本人が気づかないままということはありません。 

 以上です。 

○久米勝博議員 

 負担限度額のほうは本人に漏れなく伝わるよう

ですけれども、認定申請の場合はどのようになる

のか、お尋ねいたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど申しましたが、要介護・要支援認定申請

のうち、一度認定を受けられている方が行う更新

申請、また介護度が変わる変更申請、この場合に

ついてはもう既にサービスを利用されている人た

ちがサービスを続けて使いたいということで申請

をされている場合がほとんどですので、当然担当

されている方がついているということで、担当さ
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れた居宅介護支援事業所のケアマネジャーからの

代行申請となっています。ケアマネジャーが確認

をその都度行っていますので、気づかないことは

ないと考えています。 

 また、新規の申請の場合、サービス利用が前提

に認定申請を行われる場合、ケアマネジャーが代

行申請を行っておられますので、更新申請と同様

に気づかれないということはないと考えています。 

 認定結果は原則として本人へ郵送するというこ

とになりますけど、送付先の設定があれば、結果

通知の送付先についても親族の方等に設定するこ

とができます。ただ、送付先をそういうふうに設

定をされますと、本広域連合のほうから送付して

います、例えば介護保険に関する納付書にしても、

すべての書類が設定された親族のほうへ送付され

るということになります。 

 以上です。 

○久米勝博議員 

 本人申請の場合、ただいまの場合はケアマネジ

ャーとかがおられる場合ですけど、ケアマネジャ

ーがおられない場合、送付先に設定できる親族等

がいない場合はどうなるのか、お尋ねいたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど申しましたように、要介護認定申請につ

いては、サービスを使われることが前提として居

宅介護支援事業所とか地域包括支援センター等で

代行申請をされる場合がほとんどなんですが、例

えば、近くの民生委員の方とか知人、御近所の方

等が高齢者の生活等を心配して、その方等のお世

話でというですか、その中で御本人が要介護認定

の申請を行われるというケースもあります。さっ

き言ったケアマネジャーじゃない方が申請という

ことですね。この場合も送付できる親族等があっ

て、御本人も親族等へ送付されることを希望され

るようであれば、送付先の設定は行っております。 

 ただ、お尋ねの送付先として設定できる方がい

らっしゃらない場合ということなんですが、本人

等からの希望があれば、結果通知を本人に送ると

いうことはそのままなんですが、本人さんに結果

通知を送ったということ自体のお知らせを民生委

員さん等にもお知らせしております。そういうこ

とでサービスの利用に漏れがないようには努めて

おります。 

 以上です。 

○久米勝博議員 

 本人が申請して、本人以外の送付先設定は、送

付したことの連絡を希望されない場合は、申請し

たことは本人しかわからないと思われますが、そ

の場合のサービスの漏れはないのかお尋ねいたし

ます。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 まず、要支援と認定された方については、地域

包括支援センターがすべて担当となりますので、

全件──全部の件数ですね、について地域包括支

援センターのほうで担当するということになりま

す。 

 また、要介護２以上に認定されるような方は、

１人でそういった窓口に来たり、広域連合とか構

成市町のほうに出かけていって申請を行うという

ことは、要介護２以上になるような方は直接窓口

に来られることは考えにくいので、要するに地域

包括支援センターとか居宅介護支援事業所等によ

る代行申請が行われているものと思っています。 

 要支援１・２及び要介護１に認定されるような

軽度の方についても、本人申請で援助者等がいら

っしゃらない場合は、申請されてから要介護度が

決定し、担当する事業所が決まるまでの間は必要

に応じて地域包括支援センター等に連絡をして、

確認や援助を行っていただいておりまして、結果

通知の確認も一緒に行っているところです。今後

も地域包括支援センターとの連携をとりながら、

サービス利用には漏れがないように努めていきた

いと思います。 

 以上です。 

○久米勝博議員 

 介護保険申請による介護サービス等にはできる

だけのいろんな万全の方策をとられているようで

ありますけれども、なぜこの質問をしたかという

と、この申請書の書式ですね。結果通知報告先を

介護保険限度額は自分で選べるわけですよ、施設

とかですね。ですけれども、介護保険認定申請の

送付先は本人じゃなくてはだめなんですね。だか
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ら、この介護保険認定申請も決定通知書を本人以

外、施設等にもやってもらったら漏れがないんじ

ゃないかということを質問しているわけですけど、

どのようにお思いですか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほども申し上げましたように、認定結果通知

等につきましては、新しく決まった介護度を書い

た保険証も一緒に同封するなど、有効期限とかそ

ういったものが認定結果通知には入っておりまし

て、その分が個人情報であるということがありま

して、本人の意思確認がない以上は本人にしか送

付しないということで現在まで行ってきていまし

た。 

 また、これまで要介護認定申請の結果通知を居

宅介護支援事業所等の関係機関へ送付することに

ついて、本人への意思確認は特に行っておりませ

んでしたので、関係機関等と連携しながら、サー

ビスの利用に漏れがないように努めておりました。 

 しかし、さっき議員のほうから話があったよう

に、通知が送付されていることに気づかずに、サ

ービスの利用がおくれるなどの心配があるという

高齢者の方も実際はあるということですので、通

知文書等の送付、特に要介護認定の結果通知等に

ついては、本人の意思確認等を改めて行って、そ

ういった代行をしてもらえる居宅介護支援事業所

等の関係機関に送付できないか、今後、当然年間

１万5,000件以上行っておりまして、すべて機械

でも行っていますので、費用等も含めて直接居宅

介護支援事業所のほうへとか、そういった関係機

関に送れないか、費用を含めて検討してまいりた

いと思いますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

○久米勝博議員 

 介護保険申請書の、これはよその県のとがゆう

べちょっと送ってきまして、そしたら被保険者の

住所、氏名の下に結果通知書の送付先が一番最初

に載っているわけですね。ここは家族、施設、本

人が同意すればどちらでも結構ですと、こういっ

た申請書もありますから、これからもそういった

ことをなるだけサービス向上のために努めていっ

ていただきたいと思います。 

 終わります。 

○西岡義広議長 

 これより休憩いたしますが、本会議は13時に予

鈴いたします。 

 しばらく休憩いたします。 

午後０時02分 休 憩   

 



 

 

- 29 - 

平成22年８月24日（火）   午後１時03分 再開 

 

出  席  議  員 

 

１．吉 浦  啓一郎 

４．野 副  芳 昭 

７．白 倉  和 子 

10．久 米  勝 博 

13．山 本  義 昭 

16．山 下  明 子 

２．諸 泉  定 次 

５．佐 藤  知 美 

８．野 口  保 信 

11．川 崎  直 幸 

14．池 田  正 弘 

17．平 原  嘉 德 

３．松 尾  義 幸 

６．大 隈  正 道 

９．重 松    徹 

12．川原田  裕 明 

15．西 村  嘉 宣 

18．西 岡  義 広 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

 

広 域 連 合 長  秀 島  敏 行 

副 広 域 連 合 長  江里口  秀 次 

副 広 域 連 合 長  江 頭  正 則 

監 査 委 員  松 尾  隼 雄 

事 務 局 長  松 永  政 文 

消防副局長兼総務課長  手 塚  義 満 

認定審査課長兼給付課長  諸 江  啓 二 

予 防 課 長  山 領  政 信 

佐 賀 消 防 署 長  陣 内  能 輝 

副 広 域 連 合 長  横 尾  俊 彦 

副 広 域 連 合 長  松 本  茂 幸 

副 広 域 連 合 長  古 賀  盛 夫 

会 計 管 理 者  陣 内  康 之 

消 防 局 長  山 田  孝 雄 

総務課長兼業務課長  廣 重  和 也 

消 防 課 長  大 島  豊 樹 

通 信 指 令 課 長  野 田  公 明 

 



佐賀中部広域連合 平成22年８月定例会 ８月24日（火） 

 

 

- 30 - 

○西岡義広議長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 広域連合一般に対する質問を続行いたします。 

○西村嘉宣議員 

 通告に従いまして順次質問いたします。 

 まず第１番目に、消防施設の建設について質問

いたします。この件については、今回、用地取得

についての議案が提出されていますので、用地に

関すること以外について質問をしたいと思います。 

 ８月２日に各消防署と分署並びに出張所を視察

いたしましたが、同じ広域連合の中でもかなりの

格差があります。建築年度の違いによる格差はや

むを得ないと思いますが、そうでなく、将来の見

通しが十分でなかった点もあったかと思います。

今回計画されている北部消防署は鉄筋コンクリー

トづくりでありますことから、50年、60年先を見

通して建設する必要があります。 

 近年、地球温暖化の影響によって、洪水、土砂

崩れ、台風、竜巻などの自然災害が多発し、消防

の任務がますます重要になってきております。消

防関係に勤務される方は一般の人が避難していく、

いわゆる逃げていくところが勤務地であります。

しかも、災害現場では一瞬の判断が被災者や自分

自身の命にかかわる仕事であります。しかし、消

防職員の勤務労働条件は決してよくありません。

普通の人は、夕方から我が家に帰り、夕食をとり、

おふろに入り、テレビでも見て、翌朝まで寝るこ

とができます。消防職員は、例えば、20歳で入っ

て60歳まで勤めたとしますと40年ありますが、そ

のうちの65％、26年は職場で寝泊まりしなければ

なりません。職場環境が消防職員の生活に大きな

影響を及ぼします。しかも、この拘束時間は24時

間でありますが、実際は16時間しか勤務時間にな

りません。残りの８時間は無給の拘束時間であり

ます。 

 北部消防署の建設については、これから青写真

が検討されていくと思いますが、今後は女性職員

もふえていくことが想定されます。連合長がいつ

もおっしゃいますが、現場100回ということであ

ります。現場のことを熟知した者、いわゆる職員

の意見を尊重することが大切であると思います。 

 そこで質問ですが、北部消防署の建設に当たっ

てどのようにお考えか、手塚副局長にお尋ねしま

す。 

 次に、救急体制について質問します。 

 ことしは猛暑が続いております。全国的には熱

中症で搬送される人が続出し、死亡者も数百人に

上っているそうでございます。 

 そこで質問ですが、中部広域連合管内における

救急車の出動状況がどのようになっているのか、

大島消防課長にお尋ねします。 

 それから、３番目は勤務時間の統一について質

問します。 

 広域消防局が発足してから10年になりますが、

勤務時間がばらばらのようでございます。今後、

勤務時間を統一するということになっていたと思

いますが、その後どのようになっているのかにつ

いて、手塚副局長にお尋ねします。 

 次、４番目は、ＡＥＤ、自動体外式除細動器に

ついて質問いたします。 

 ＡＥＤが普及する以前は、我が国の心肺停止か

ら社会復帰した人の割合は先進国の10分の１程度

であったそうでございます。ＡＥＤ採用の理由は、

救命の連鎖における時間短縮であります。ラスベ

ガスのカジノでは、除細動を３分以内に行った患

者のうち、実に74％が生存、退院しているという

報告もあります。佐賀市でも毎年150人から180人

が心臓疾患で亡くなっています。このようなこと

から、ＡＥＤは消防署、分署、出張所に設置する

必要があると思います。 

 そこで質問ですが、現在の設置状況はどのよう

になっているのか、大島消防課長にお尋ねします。 

 次、５番目でございます。排気設備について質

問いたします。 

 消防の車両については毎朝点検をすることにな

っていますが、労働安全衛生規則576条及び577条

によって点検者が排気ガスを吸い込まないように

対策を講じることになっています。各消防署、分

署、出張所の状況はどうなっていますでしょうか、

手塚副局長にお尋ねします。 

 ６番目は、消防署等の建築物の面積について質

問します。 
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 建築物の面積はどのようにして決められたのか、

その経緯について手塚副局長にお尋ねします。 

 以上で総括の質問といたします。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 西村議員の御質問にお答えいたします。 

 まず、総括の１番目でございます。北部消防署

の建設をする場合は職員の意見反映をどうしてい

るかという御質問だったと思いますが、消防庁舎

は住民の生命、財産、身体を災害から守るという

地域防災活動の拠点として大変重要な役割を担っ

ていると考えております。また、消防庁舎の建設

に当たりましては、申すまでもなく、職務を遂行

していく機能と24時間勤務をいたします職員が生

活をする機能を備え持ったものでなければならな

いと考えております。したがいまして、住環境や

生活環境の向上を図る検討もしていく必要がある

ものと認識しております。そのため、これまで建

設してきました消防庁舎につきましては、関係職

員代表者で構成された建設委員会を組織し、職員

の意見や、ほかの消防本部を参考にして設計をし

てきたところでございます。また、平成12年に佐

賀広域消防局消防職員委員会に関する規則を制定

し、消防職員からの意見を幅広く求め、消防職員

間の意思疎通を図るとともに、職員の意見を反映

しております。 

 しかしながら、今後、新消防庁舎を建設する場

合、議員御指摘のとおり50年から60年先の将来を

十分に見通して建設をする必要があること、また、

先ほども申しましたが、消防庁舎は地域の防災啓

発や災害対策の拠点として活動するものと考えて

おります。したがいまして、新消防庁舎の建設に

ついては、検討の段階で必要であるならば職員を

先進地の消防本部へ派遣することも考えておりま

す。また、建設委員会でよりよい意見を反映させ

るために、バランスのとれた職員の代表者で構成

されました建設委員会を組織し、職員の意見を参

考にしていきたいと思っておりますし、予算のこ

ともありますので、その点も考慮し協議していき

たいと考えております。 

 次に、総括の３問目でおっしゃられました勤務

時間の統一についてお答えいたします。 

 勤務時間の統一につきましては、旧消防本部当

時からの地域との関係、夜間における駆け込み対

応及び車庫内の監視をするための受け付け勤務、

また緊急通報システムへの対応などにより勤務時

間の統一が実施できていない署所があります。佐

賀広域消防局としましては、可能な署所から実施

できるよう取り組んでいるところです。 

 平成21年度以降、広域合併後に建設された富士

出張所、小城北分署、久保田出張所の３カ所にお

きましては車庫のシャッター設置は済んでおり、

夜間における車庫内の監視は不要となってきてい

たことから、この署所の残る課題であった夜間の

駆け込みなどに対応できるよう、各庁舎の玄関に

消防局の通信指令システムへ直接通じる電話と、

その横に庁舎内にいる職員と会話ができるインタ

ーホンを設置しましたので、受け付け勤務を廃止

し、勤務時間の統一を図りました。これにより、

佐賀広域消防局管内の11署所のうち７署所が統一

されたことになります。残りの４署所におきまし

ては、旧消防本部当時からの地域との関係や緊急

通信指令システムの対応が必要などの理由により

実施できていないのが現状でございます。 

 次、総括の５番目でおっしゃっていただきまし

た車両点検時の換気設備についてお答えいたしま

す。 

 まず、労働安全衛生規則第576条で、有害な作

業場における有害原因除去の措置、第577条で、

屋内作業場におけるガス等の発散抑制措置につい

て定められています。 

 消防局の車両点検について御説明いたしますが、

通常は車両を屋外に出して点検を行っています。

雨天の場合は車庫内で点検せざるを得ないわけで

すが、車庫の一方は全面開放で、さらに車庫内に

は排煙窓や換気扇を設けて強制換気を行うことと

しております。このことから、車庫内が同規則に

定める有害な作業場、屋内作業場に該当するのか

どうかは判断しがたいところがあります。しかし

ながら、排気ガスの影響を最小限に抑える対策を

とることは当然必要であります。 

 消防局の排気対策ですが、先ほど申し上げまし

たとおり、車庫の一方を全面開放とし、さらに排
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煙窓と換気扇による換気処置を行っています。 

 また、富士出張所と東分署に排気ガス装置を設

置しており、そのほかに多久消防署、久保田出張

所は、車庫のシャッターの反対側に大きな窓を設

け、自然換気がスムーズに行えるように工夫して

おります。 

 総括の６番目でおっしゃいました建築物の面積

はどのように決められたか、また、その経緯はと

いう質問にお答えいたします。 

 庁舎の大きさでございますけれども、当直人員、

車庫、収納容量、事務スペース、住環境スペース

を考慮し、署におきましてはおおむね1,000平米

程度、分署におきましては500平米程度、出張所

におきましては300平米程度ということを広域に

至る経緯の中で決定しております。 

○大島豊樹消防課長 

 議員の御質問にお答えをいたします。 

 まず、総括の第２点目の消防局内における救急

出動件数につきましてお尋ねでございますけれど

も、過去２年間で申し上げますと、平成20年が１

万882件で、昨年の平成21年は１万777件となって

おります。 

 次に、総括の第４点目のＡＥＤ、自動体外式除

細動器の局内の設置状況についての御質問でござ

いますが、今現在で申し上げますと、管内で合計

４台を設置いたしております。その内訳を申し上

げますと、消防局の庁舎に１台、佐賀消防署中央

出張所に１台、それと南部消防署、小城消防署に

それぞれ１台を設置しておりますので、合計４台

でございます。 

 以上でございます。 

○西村嘉宣議員 

 それでは、一問一答に入らせていただきます。 

 １番目の件については理解できましたので、ぜ

ひそのようにお願いしたいと思います。 

 ２番目の救急体制についてでございますが、お

ととしが１万880人、それから、昨年が１万777人

ということで、いずれも非常に多いようでござい

ますが、救命士がどのようになっているのか。今、

有資格者が何名かを大島課長にお尋ねします。 

○大島豊樹消防課長 

 質問にお答えいたします。 

 救急救命士の数が現在どのようになっているか

という御質問だと思いますけれども、８月現在で

75名が在職をいたしております。 

○西村嘉宣議員 

 75名いらっしゃるということでございますが、

救命士は病院での研修も必要です。それから、日

勤者──いわゆる現場に配置されてない人、こう

いう方を除いた数は何名でしょうか。 

○大島豊樹消防課長 

 今の御質問ですけれども、先ほど救急救命士の

数が75名と申し上げましたけれども、議員言われ

ますように、現在、病院研修などに２名が出向を

いたしております。また、日勤者や管理職職員な

どの通常出動しない者が14名いますので、59名が

実働の隊員でございます。ただし、病院研修の２

名につきましては薬剤投与追加講習者で、37日間

の講習を修了いたしましたときに現場活動が可能

となりますので、その時点では61名となります。 

○西村嘉宣議員 

 必ず１人は乗れると思いますが、今後の目標は

どういうふうになっているのかお尋ねします。 

○大島豊樹消防課長 

 御質問の救急救命士の今後の養成目標でござい

ますけれども、消防局では現在11台の救急車を稼

働いたしております。この１台の救急車に２名の

救急救命士が乗車するということを目標といたし

ております。しかし、近年、団塊世代の大量退職

や救急救命士の管理職への昇任ということもござ

いまして、目標数に達していないのは事実でござ

います。この目標を達成するために、来年度は県

や救急財団のほうにお願いをいたしまして、３名

の救急救命士を養成する計画といたしております。 

 また、これは流動的ではございますけれども、

平成18年度から職員採用枠に救急救命士枠を設け

まして、救急救命士の確保に努めているところで

ございます。 

○西村嘉宣議員 

 課長、結構です。 

 次に、勤務時間の統一についてお尋ねしたいと

思いますが、夜間の駆け込みなどのときに監視カ
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メラは必要ないのかどうか、手塚副局長にお尋ね

します。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 議員の質問にお答えいたします。 

 夜間の駆け込みにつきましては、各庁舎の玄関

に消防局の通信指令システムへ直接通じる電話と、

その横に庁舎内にいる職員と会話ができるインタ

ーホンを設置することで対応できると考えており

ます。 

 監視カメラにつきましては、車庫にシャッター

がついていない署所に設置することは、夜間など

の車庫内の防犯監視上有効と考えますが、設置及

びメンテナンスに係る多大な経費の問題に加え、

旧消防本部当時からの地域との関係により受け付

け勤務を廃止できないことが前提にありますこと

から、この問題を解決することが優先としており

ます。 

○西村嘉宣議員 

 カメラの設置とはちょっと趣旨が違うようでご

ざいます。緊急通報システムが設置されていると

ころがありますけれども、これとの夜間の集中管

理との関係、その辺がどのようになっているのか

お尋ねします。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 緊急通報システムは高齢者のひとり住まいの方、

または体に不自由をお持ちの方が利用されるシス

テムですが、この運用は広域合併前から行われて

おりまして、取り扱いは現在も各構成市によって

異なっております。佐賀広域消防局管内の緊急通

報システムは消防機関に直接緊急連絡が入る方式

が２市、委託業者を通じて消防機関に緊急連絡が

入る方式が１市となっております。消防機関へ直

接緊急連絡が入る方式のうち１市は消防局の通信

指令システムへ直接連絡が入りますが、もう１市

は消防署へ連絡が入ることとなっております。こ

のことにより、この消防署においては緊急連絡時

の対応を夜間においても職員が交代で実施するこ

ととなるため、勤務時間が他署と統一できない理

由の一つとなっております。 

 勤務時間を統一するには、まず第１弾として、

この緊急通報システムを一括管理する方法が考え

られますが、これまでの各構成市における緊急通

報システムの取り扱いの経緯やシステムの切りか

えには多大の費用を要することも課題となります。

また、このほかにも旧消防本部当時からの地域と

の関係により受け付け勤務の問題もありますこと

から、各構成市の関係部局と十分協議させていた

だきながら検討していきたいと考えております。 

 以上です。 

○西村嘉宣議員 

 副局長、結構です。 

 次に、ＡＥＤ、自動体外式除細動器についてで

ございますけれども、先ほど４台と言われました

が、今後どのように思っておられるのかお尋ねし

ます。 

○大島豊樹消防課長 

 議員御承知のように、当消防局は５署３分署３

出張所の11署所がございますけれども、先ほど申

しましたように現在４カ所に設置をいたしており

ますが、このＡＥＤにつきましては可能な限り早

急に整備したいと考えているところでございます。 

○西村嘉宣議員 

 可能な限りということでございますので、救急

車が出動した後も建物のほうに設置しなければな

らないと思いますが、その辺も含めてお考えでし

ょうか。 

○大島豊樹消防課長 

 議員のほうから御指摘のＡＥＤの設置につきま

しては、先ほども申しましたとおり全署所に早急

に設置するよう検討してまいりますが、消防隊が

救急出動後の市民の方の使用につきましては、設

置場所の問題や管理方法、こういう幾つかのまた

課題もありますので、十分に検討を行いまして総

合的に判断をさせていただきたいというふうに思

っております。 

○西村嘉宣議員 

 排気設備についてでございますけれども、大体

後ろのほうを開放する方向のようでございますが、

東分署は設置をしてあるということで、先日見に

いきましたけれども、あれがマンホールになって

いて非常に重くて、１人であけるのには腰に負担

がくるなという感じがいたしますけれども、この
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辺の改善についてどのようにお考えか、手塚副局

長にお尋ねします。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 東分署の排気ガス装置についてのお尋ねだと思

っております。 

 ここが現在マンホール方式となっておりますけ

れども、理由は、設備導入に当たりスペースの問

題や費用について検討した結果、マンホール式が

最適と判断したものでございます。 

 議員御指摘のマンホールの大きさでございます。 

 車庫内ということで、車両等の重量物に耐える

ことや耐久性、安全性を考慮し、このような頑強

なふたとしております。なお、このふたの重量は

30キロ程度でございます。１人で十分あけられる

と考えられますが、より簡単にあけられる方法に

ついて研究もしたいと思っております。 

○西村嘉宣議員 

 ぜひよろしくお願いいたします。マンホールと

いうのは、もともとは落としちゃいけないときに

使う、丸くなっておりますので、例えば、四角に

するとかすれば２つに分けることもできるでしょ

うから、いろいろ研究をしていただきたいと思い

ます。 

 それから３番目ですが、他市ではスウェーデン

方式が採用されているところをよく見かけます。

これは上からつるしてあって、それを引っ張りお

ろして車のマフラーに差し込む方式で、簡単で便

利であると思いますが、中部広域でも採用できな

いかお尋ねします。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 まず、スウェーデン方式について御説明をさせ

ていただきますと、この方式は議員御指摘のとお

り、簡単で便利でありますけれども、車庫後方上

部にスペースを要することから、既存の狭い車庫

において設置が可能かどうか、またマンホール方

式に比べ導入経費がかなり高いことなどの問題が

ございます。しかし、職員の健康等について十分

に配慮する必要があることから、今後検討してい

くことも必要かなというふうに思っております。 

○西村嘉宣議員 

 次、６番目の消防署等の建築物の面積について

お尋ねします。 

 法的な基準がありますでしょうか。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 議員の質問にお答えいたします。 

 国の機関の建築物につきましては、官公庁施設

の建設等に関する法律に基づきまして、「国家機

関の建築物及びその附帯設備の位置、規模及び構

造に関する基準」及び「官庁営繕関係統一基準」

というものがございます。けれども、市町村組織

であります消防庁舎の建設につきましては法的な

基準はございません。 

○西村嘉宣議員 

 法的な規制がないということであれば、連合内

部の合意ができれば変えることができると思いま

すので、鉄筋コンクリートは先ほど申しましたと

おり50年、60年先を見込む必要があります。広さ

の見直しについてどのようにお考えか、副局長に

お尋ねします。 

○手塚義満消防副局長兼総務課長 

 お答えいたします。 

 庁舎新築につきましては、おおむね基本面積を

定めておりますので、その面積の中でより効率的

な庁舎建設を心がけていきたいと思っております。

県内及び九州県都代表消防本部で庁舎建設基準を

定めているところを調査いたしましたが、明確な

基準がある消防本部はありませんでした。ただし、

１つだけ全国的には横浜市消防局のホームページ

で調べたところにございました。ここは署員85名

規模で、消防署面積は2,500平米と基準を定めて

おります。しかしながら、これは佐賀広域消防局

の署員35名規模に換算いたしますと約1,030平米

となりまして、おおむね本消防局と同程度の目安

ということになります。しかし、時代の変化やニ

ーズに対応した防災活動拠点施設である消防庁舎

建設を行うのは市民の安全、安心の向上を確保す

るねらいもありますので、新庁舎建設時は建設委

員会を設置し、職員の幅広い意見集約を行い、ま

た、他消防本部庁舎等を参考に柔軟に対応したい

と思っております。 

 以上でございます。 

○西村嘉宣議員 
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 それじゃ、ぜひそのように50年、60年先を見込

んでお願いしたいと思います。 

 終わります。 

○松尾義幸議員 

 小城市の松尾です。ただいまから２問質問項目

を出しておりますので、質問をさせていただきま

す。 

 第１問目の介護職員の待遇改善について質問を

行います。 

 厚生労働省は、介護サービスを提供する事業所

に支払う介護報酬を平成21年４月から３％引き上

げました。また、平成21年10月から介護職員処遇

改善交付金制度が施行されました。このことによ

って佐賀中部広域連合管内のサービス事業所にお

ける介護従事者の賃金のアップ、処遇の改善につ

ながっているかどうかについて質問いたします。 

 介護報酬３％改定による賃金改善がなされてい

なかったり、あるいは介護職員処遇改善交付金が

申請されていない事業所には指導すべきではない

かと思うわけです。佐賀中部広域連合の平成21年

度介護給付費は217億円の決算額となっています。

そうしますと、介護報酬３％改定分は６億5,000

万円となるわけですけれども、この介護報酬がサ

ービス事業所にこれまでより増額して支払われて

いると見てよいかどうか質問いたします。 

 また、平成21年度の介護職員処遇改善交付金の

佐賀中部広域連合管内における申請状況並びに対

象事業所数に対する割合、また交付決定額は幾ら

であるか質問いたします。あわせて、平成22年度

分については９月末までの申請となっているわけ

ですけれども、現在の申請状況をつかんでいるか

どうかについて質問をいたします。 

 次は、２問目の質問です。 

 介護サービスについて質問をいたします。 

 介護保険がスタートして10年がたったわけです

けれども、この間、介護サービスがどう変化して

きたのか。施設重視から居宅重視になってきてい

るわけですけれども、利用者の現状を佐賀中部広

域連合としてどうとらえられているのか。 

 以上、総括の質問を行います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 松尾議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、総括の第１点であります平成21年度介

護給付費総額のうち、報酬改定分についての質問

にお答えいたします。 

 平成21年４月に介護保険制度改正により介護報

酬が改定されたことについて、一般的な表現とし

て介護報酬改定率3.0％と言われていますが、こ

れは全国平均のもので、佐賀中部広域連合にあっ

ては改定率2.8％となっております。 

 報酬改定分についてですが、給付費総額が伸び

た要因として報酬改定が影響したことは間違いな

く、大方の考えとしては適当だと考えております。 

 議員がおっしゃいます改定率3.0％、佐賀中部

広域連合域内にあっては、改定率2.8％に相当し

ます６億円が正確に介護報酬改定分としていかほ

どの金額になるのかというのは、算定方法が非常

に複雑で非常に困難性が高く、正確には承知をし

ておりません。といいますのも、今回の介護報酬

改定は事業所の介護福祉士などの有資格者割合に

対する評価、手厚い夜間職員の配置及び看護体制

が強化されている事業所への評価による加算など

プラスになった部分と常勤の管理栄養士の配置に

ついての加算は基本サービス費に包括され、全体

としてはマイナスに改定されたものもあります。

以上の加算の条件のもと、いわゆる介護報酬改定

率3.0％アップとされているものであります。 

 手厚く配置された職員がいる事業所や加算項目

をたくさん採択できる事業所とそうでない事業所

とに差が存在するということであります。どの事

業所にも一律に給付されているものではございま

せん。また、広域連合域内の介護サービス事業所

は病院、診療所など保険医療機関で、この介護サ

ービスを行う事業所としての指定があったとみな

されるみなし指定事業所、これを含めますと約

500を超えておりますので、事業所ごとに給付費

を算出するということで、正確に介護報酬改定分

として金額を確定することは困難であるためです。

しかし、広域連合域内の事業所に対しましては、

介護報酬改定率の2.8％が介護給付費として支給

されていることは間違いないものであります。 

 次に、平成21年度介護職員処遇改善交付金の申
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請事業所数、交付金額及び22年度申請事業所数に

ついてお答えいたします。 

 当該事業所は事業所からの負担分と合わせて介

護職員に支給されているもので、佐賀県の交付事

業として実施されております。佐賀県からの数値

資料でございますが、広域連合域内におきまして

は、平成21年度介護職員処遇改善交付金の申請事

業所の数は346事業所で、これは交付金対象事業

者数425に対しまして申請率81.4％、また交付決

定額は１億5,075万9,244円となっております。２

年目に当たります平成22年度につきましては、７

月末現在の交付申請事業所数は360事業所、交付

対象事業所数438事業所、申請率は82.2％となっ

ております。 

 続きまして、総括の２点目、介護保険がスター

トして10年、介護サービスはどう変化しているか

についてお答えいたします。 

 介護サービスの変化でございますが、議員御存

じのとおり、介護保険制度は平成12年４月に施行

しております。施行してからの大きな流れとして

は、制度施行後しばらくの間は措置からの経過措

置の期間となり、その上で平成18年から始まる第

３期事業計画期間に大きな見直しが行われており

ます。この見直しにつきましては、高齢者の尊厳

を支えるケアを、第１に予防重視型システムへの

転換、２つ目に新しい介護サービス体系の構築、

３つ目にサービスの質の確保と向上、４番目に被

保険者の負担のあり方という方策で実現すること

とされました。 

 まず、予防重視型システムへの転換は、介護予

防の必要を大きくとらえ、要介護認定を申請した

人の中で比較的軽度であり、また心身の状態が維

持・改善する可能性がある人については、特に廃

用症候群や認知症の程度などを勘案して、要支援

１、２という新しい区分が設定されることとなり

ました。要支援１、２という認定を受けた人は新

しく構築された介護予防サービスの対象となり、

生活機能の維持・向上が図られることが想定され

ました。介護予防サービスは、訪問系、通所系、

短期入所、福祉用具、住宅改修を中心としたメニ

ューとなっており、また、比較的軽度の方のため

施設サービスの受給対象からは外れておりますが、

特定施設入居者生活介護やグループホームの入居

は可能となっております。サービス提供のための

ケアマネジメント業務は地域包括支援センターが

行い、自立支援と目標指向型のサービス提供の推

進を行い、生活機能の向上を図ることが基本的な

利用形態とされております。また、要介護状態に

なることを予防し、高齢者が地域において自立し

た日常生活を営むことができるように、包括的・

継続的な支援を行う地域支援事業が創設されてお

ります。これには老人保健事業、介護予防・地域

支え合い事業、在宅介護支援センター事業等が再

編され、これに組み込まれたものとなっておりま

す。 

 事業体系は介護予防事業、包括的支援事業、任

意事業の３事業から成っており、この事業を推進

するための地域包括支援センターを設置すること

となっております。その設置は、人口規模で約１

万5,000人から３万人の間で１カ所設置するよう

になっております。 

 次に、新しい介護サービス体系の構築ですが、

高齢者が中・重度の要介護状態となっても可能な

限り住みなれた地域で生活を継続できるよう、地

域密着型サービスが創設されております。このサ

ービスは、地域での生活を24時間体制で支えるこ

とを目的としており、そのため、日常生活圏域を

単位とした施設整備となっております。６種のサ

ービス区分がありまして、在宅系の夜間対応型訪

問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型

居宅介護、居住系であります認知症対応型共同生

活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地

域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護から構

築されております。 

 地域密着型サービスにつきましては、事業所の

開設に係る指定権限が介護保険者となっておりま

す。 

 次に、サービスの質の確保と向上の観点から介

護サービスの情報の公表制度が構築され、ほかに

介護支援専門員の資格の更新制度、サービス事業

所の指定の更新制度、取り消し理由の拡大、介護

保険の指導・監督権限の拡大、住宅改修の事前申
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請制度の導入が行われております。 

 最後に、被保険者の負担のあり方として、平成

17年度までは保険料段階は５段階として設定され

てあったものが、平成18年度からの第３期計画期

間からは６段階となり、負担能力が低い低所得者

層の保険料負担の軽減がなされました。また、被

保険者の利便性を図り、介護保険財政の安定に寄

与するため、遺族年金、障害年金の受給者の方が

普通徴収から特別徴収へと変更をされております。

ほかにも高額介護サービスの負担限度額の利用者

負担段階に新たに市町村民税非課税世帯で収入金

額と合計所得金額の合計額が80万円以下という新

しい区分が設けられております。在宅においてサ

ービスを受給している人との公平性から、施設サ

ービス給付の内容から食費、居住費が除かれまし

た。低所得者については補足給付として特定入所

者介護サービス費が創設され給付が行われるよう

になりました。これらの制度改正は平成17年中か

ら行われたものとなっております。 

 その後、平成21年度からの第４期事業計画期間

に向けて見直しが行われ、介護保険制度を大きく

担う介護サービス事業所の運営の安定化のため、

介護職員の処遇改善を図る介護報酬の引き上げ改

定や処遇改善交付金の措置が行われております。

また、介護報酬の引き上げ改定には被保険者の負

担が増加し、保険料上昇が見込まれるため、特例

交付金が措置されております。 

 このような制度の変遷を踏まえ、本広域連合に

おける現行の第４期事業計画においては、介護が

必要となっても、その人らしく暮らし続けること

ができる地域社会の構築を基本理念として掲げて

おり、地域における在宅生活を継続するため、そ

の拠点となる地域包括支援センターを核とした事

業構築を行っております。 

 また、国、県の施策により介護３施設の増床が

不可能であり、その入居者の要介護度の重度化が

進んだため、要介護が軽度の方は入所が難しくな

っております。しかし、要介護度が軽度であって

も認知症などで在宅生活が難しい方などがおられ

ますので、グループホームの増床を行い、そのよ

うな方の利便を図ることといたしました。 

 介護保険制度も施行から10年を経過しており、

大きな制度変更も行われておりますが、本広域連

合においては国が示す基準の中で可能な限り高齢

者のための施策を行ってまいります。 

○松尾義幸議員 

 ただいま廣重課長から詳しく、この10年の介護

サービスの変遷について説明をいただきました。 

 そこで、私は一問一答に入らせていただくわけ

ですけれども、まず報酬改定ですね、この３％に

ついて質問を行います。 

 介護報酬引き上げは全国平均で３％ということ

で通っているわけですけれども、今、課長説明い

ただきましたように佐賀中部広域連合では2.8％

ということが説明をされました。これは私も了解

をいたします。厚生労働省は、平成20年10月31日

の第５回安心と希望の介護ビジョン会議において

介護従事者の処遇改善を図るために、平成21年度

の介護報酬改定で３％引き上げると公表をしたわ

けです。これによって介護職員の賃金を月額２万

円上げることができるとしています。３％アップ

分が介護従事者の賃金アップにつながっていると

いうのを中部広域連合としてどのように把握をし

ているのか、この点について質問を行います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 先ほど３％のアップ分は介護従事者の報酬アッ

プにつながったかという御質問であります。それ

にお答えいたします。 

 平成22年３月３日に厚生労働省が公表した平成

21年度介護従事者処遇状況等調査結果を見ますと、

介護従事者の平均で8,930円の給与額のアップで、

目標とした月額２万円の賃上げには届かない結果

となっております。報酬改定がそのまま介護職員

の給与に十分反映されたとは言えませんが、今回

の報酬改定の大きな目的の一つであります介護従

事者の人材確保、それから処遇改善に一定程度の

寄与はしているものと考えております。 

○松尾義幸議員 

 全国的なケースを今説明をいただいたわけだと

思うんですけれども、私が申し上げているのは、

佐賀中部広域連合管内で把握ができているかとい

うことを聞いておりますので、把握ができていな
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いならできていない、できているならできている

ということもあわせて答弁をいただきたいと思い

ます。 

 そう言いながら、私も全国的なことを申し上げ

ます。 

 日本共産党国会議員団は、介護保険制度が施行

されて10年を経過したわけですけれども、介護保

険制度見直しに向けたアンケートを、ことしの４

月15日から５月31日まで実施をしています。全国

のサービス事業所652、政令市や県庁所在地の自

治体128、そして利用者、家族など一般の方々か

ら回答があっております。 

 今取り上げております介護報酬の質問ですが、

この652の事業所から得た回答では、介護報酬

３％引き上げの評価の設問に対して、「大幅に改

善をした」と答えた事業所が1.5％、「ほとんど

効果がない」と答えているのが67.3％です。全国

アンケートでは、事業所の経営改善や職員の処遇

改善への効果がないことを回答しているわけです。

そういう点から、今最初に申し上げましたように、

佐賀中部広域連合管内での賃金改定に反映してい

る事業所、そういうところを把握をしているかど

うか、また指導はできないかということで質問い

たします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 把握はしてないかということでの、まず回答を

させていただきます。 

 介護報酬改定というのは、報酬は全体的にかか

っておりますので、算出方法が非常に複雑になっ

ております。それから、加算制というものがたく

さん出てまいりましたので、今回の改定で各事業

所ごとの幾らになったかというものは私ども承知

はしておりません。 

 それから、３％の介護報酬の改定により賃金改

定をしていない事業所には指導できないかという

御質問にお答えいたします。 

 国は、平成21年４月の報酬改定で２万円の給料

アップを目指しましたが、平成12年４月の介護保

険制度の創設以来、これまで平成15年、平成18年

と過去２回の報酬改定があり、これは引き下げが

あっております。このため、今回の報酬改定分が

事業所の運営費に回った点は、これは否めないこ

とと考えております。報酬改定により運営費に回

ることを想定しつつ、なお給与に反映させなけれ

ばならないとする規定がなく、広域連合が直接に

事業所に指導するということはできないものと考

えております。 

○松尾義幸議員 

 今答弁をいただきました。直接には指導できな

いということと、事業の運営費に回っていること

も否めないということで２回改定が、引き下げさ

れておりますので、そういう点も答弁をいただい

たわけですけれども、佐賀中部広域管内として

217億円の介護給付費の決算が今この議会に出て

いるわけです。その2.8％といいますと、先ほど

おっしゃったように約６億円になるわけですね。

それがどこかの介護事業者には総額で行っている

わけですよ、６億円。加算とかいろいろ差はあっ

たにしても。その６億円が行っている中で、厚生

労働省は賃金を２万円引き上げということを言っ

ているわけですけれども、その点では、先ほど私

がアンケートを申し上げましたように、これは日

本共産党国会議員団のアンケートですね。先ほど

申し上げたような状況であるわけです。私は中部

広域連合としてもっとつかむべきじゃないかとい

うことを申し上げておりますので、次の処遇改善

交付金について質問をいたします。 

 介護職員処遇改善交付金は平成21年10月から平

成22年１月までの４カ月間で１億5,075万円の交

付決定があったと先ほど報告をいただきました。

そうしますと、これを月額に直しますと約3,750

万円になります。介護職員１人当たり──これは

正確ですよね。月額１万5,000円上げなさいとい

うことで申請をいただいて、この１億5,000万円

を国が直接毎月振り込むわけですから、これは４

カ月間で１億5,075万円ですね。だから、繰り返

しになりましたけれども、月にしますと3,750万

円、賃金アップにしますと2,500人分の介護職員

がこの１万5,000円引き上げと考えますとなるわ

けです。そういう報酬アップになった状況を中部

広域連合としてつかんでいるかどうかですね。

3,750万円というのは１年間に直しますと約４億
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5,000万円です。先ほど私が申し上げました介護

報酬改定の2.8％ですね、６億円。合わせますと

10億円を超えるわけです。それが前年度より介護

事業者に余計に行っていると。それは差はあっで

すよ、全体500近い事業所の中で。しかし、全体

的にはそういうことになっていると。だから、国

が進めて県が窓口になっているわけですけれども、

事業所が申請をしたり、あるいは申請をできなか

ったり、そういう状況も含めて私はつかむべきで

はないかというふうに認識をしておりますので、

その点についても質問をいたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 処遇改善交付金のことで事業所の数はつかんで

いるかということ等の質問があっておりますので、

まず、改善がなされたかどうかも含めて御回答し

たいと思います。 

 21年の10月から提供された介護サービスについ

て、介護職員１人当たり月額の１万5,000円以上

を交付するとして介護職員処遇改善交付金制度が

創設されたところです。交付金の支給実施方法と

して、事業所が処遇改善交付金申請前に処遇改善

計画書を作成して当該事業所の職員に掲示により

お知らせしたり、また全従業者に当該計画書を通

知するなどして周知をする必要があるとされてお

ります。これは、事業所内の介護職員に今回の交

付金を活用して、どのように処遇改善を実施する

予定であるかを初めにお知らせしなければならな

いとされております。 

 次に、事業者の責務といたしまして、交付金を

介護職員の賃金改善に要する費用以外の費用に充

ててはならないというふうにされております。ま

た、交付金の支給停止等という項目におきまして

虚偽、または不正な手段により交付金を受給した

場合は交付金の支給は停止され、返還を命じられ

る場合もあるという不正防止措置も講じられてお

ります。 

 以上のことから、交付金は介護職員に全額渡っ

たということは認識しております。 

 それから、改善の状況でありますが、広域連合

の域内に主たる介護サービス事務所を置き、処遇

改善交付金の交付申請をされた事業所の21年度の

実績といたしまして月額１万5,000円の賃金引き

上げが実現できた事業所、これが28％であります。

次に、月額１万5,000円未満１万円の引き上げが

実現できた事業所が47％、月額１万円未満5,000

円の引き上げが実現できた事業所が23％、月額

5,000円未満の事業所は２％でした。以上のよう

になっておりますことから、広域連合といたしま

しては介護職員処遇改善交付金が対象事業者申請

率、これは81.4％になっております。申請された

346事業所の職員の賃金の改善に寄与したものと

考えております。ちなみに、佐賀県では79％、全

国平均で82％という数値が出ております。 

○松尾義幸議員 

 先ほど課長は、２万円は給付をされているもの

と思うということで、後段、１万5,000円の実現

できたもの28％と、そういう数字を申し上げられ

たわけですけれども、私も必ずしも１万5,000円

行ってないと思っているんですよ。なぜかといい

ますと、先ほど紹介をした日本共産党国会議員団

のアンケート調査では、介護事業者に直接聞いた

質問ですよ。介護職員処遇交付金によって改善状

況はどうなっているかという問いに、月１万5,000

円の引き上げが実現したと答えた事業所は13％な

んです。平成22年10月から申請がキャリアパス要

件、つまり介護職員の能力、資格、経験などに応

じた処遇を行うことを定めることの要件も備える

というふうになっています。先ほど答弁いただい

た点では、７月現在で申請件数を先ほど報告をさ

れました。82.2％という状況ですけれども、そう

しますと、あと残っている事業所が平成22年度で

言いますと対象件数が438事業所ですかね、既に

申請しているところが360事業所、残りの78事業

所について、まだ来月の末まで時間があるわけで

す。だから、私調べてみましたけれども、昨年の

状況もほぼ同じような事業所の数が申請をしてお

りません。申請できるのにしていないということ

ですよね。対象事業所のうちのことですから。だ

から私は、中部広域連合として、よりそこに働く

介護職員の人たちが労働条件の改善になるという

ことから、やはり指導じゃなくて援助をすべきじ

ゃないかと。どうですかと。事業所名も私わかっ
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ているのではないかと思うわけですけれども、そ

ういう点についてはどうですか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 事業所に指導できないかという御質問にお答え

いたします。 

 （「援助です」と呼ぶ者あり） 

 援助ですか。援助できないかという御質問にお

答えいたします。 

 介護職員処遇改善交付金制度は国の施策として

創設され、佐賀県が事業主体となるものですが、

１つに、一たん介護職員の給料を上げると、制度

上平成24年３月サービス分までで終了したからと

いって下げられないと。その後も給料を維持する

ためには事業所としては負担の増となり、事業運

営が困難になるということが１つあります。 

 ２つ目として、交付の対象職種が介護職員だけ

のため、同じ職場で待遇に格差が生じると、混乱

が出るのではないかという心配もして申請されな

い事業所もあるということが一般的に報じられて

おります。 

 賃金や手当などがアップするということは、介

護従事者のモチベーションが上がるというふうに

考えられますので、また、そのことによって利用

者への介護サービスの質の向上が期待できるもの

と考えております。このことから、申請されてい

ない事業所には佐賀県の事業ではありますが、制

度を利用するよう勧奨していきたいと考えており

ます。 

○松尾義幸議員 

 ただいま残りの78事業所については、制度を利

用するように勧奨していきたいと。やはりいいこ

とは積極的に進めるべきだと思うんです。だから、

そのように私は指導せろ、指導せろと言うてはお

りません。援助をすべきではないかと優しく言っ

ております。そういう点で、それぞれのサービス

事業者が佐賀中部広域連合はここまで自分たちの

状況を考えてくれているんだというふうな点をや

はり示していくべきではないかというふうに思い

ます。佐賀中部広域連合として介護職員処遇改善

交付金制度の利用事業所の状況とか、あるいは決

定額については、いつつかまれたでしょうか。い

つ把握したかということです。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 決定事業所の数としては、全体的には佐賀県の

ほうで数値をつかんでおられます。そこで、今回、

情報提供ということで県の担当課のほうにお願い

いたしましたところ、うちのほうに情報が提供さ

れまして、それでつかんだということであります。 

○松尾義幸議員 

 ここで、秀島連合長に質問をいたします。 

 今、中部広域連合管内、かなりの事業所があり

まして、今回の介護職員の処遇改善交付金対象事

業所は425事業所です。これは21年ですね。22年

度になりますと438事業所と。この事業所に対し

て報酬のアップもあったわけですし、今申し上げ

ている処遇改善の交付金もありましたので、こう

いう機会に事業所に対して申請のことも含めて援

助というふうに私申し上げましたけれども、アン

ケートのようなものをとって中部広域連合が我々

の、あるいは介護職員の状況まで考えていく努力

をしてくれているんだというのを見るべきではな

いかというふうに思いますので、その点、アンケ

ートをとるべきではないかというふうに思います。 

 それともう１つは、介護報酬は私は加算ではな

く、基本部分の底上げ、そして介護職員の処遇改

善交付金についても対象はすべての職種に期間限

定をせんですべきだという意見は持っております。 

 以上、質問します。 

○秀島敏行広域連合長 

 お答えいたします。 

 介護現場に働く人たちの苦労をですね、特に給

与が十分でないということで非常に長続きがしな

いというような条件の中で頑張っていただいてお

ります。やっぱり基本となるのはマンパワーでご

ざいます。そういったものが十分確保されなけれ

ば、制度ができても魂が入らないようなものにも

なってしまう可能性もありますので、やっぱり長

続きをさせるためにはそこに働く人たちの給与条

件等を十分手配をしていただくと。ただ、残念な

がら、その制度を利用されてない事業所もあると

いうようなことでございますので、そういったも

のについては先ほど御指摘があっていたような立
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場でアンケート等をとったり、あるいはそういう

制度をできるだけ利用して、そして、そこに働く

人たちの待遇改善につなげていってもらうような

誘導といいますか、援助という言葉を使われてお

りましたが、そういうことをしてみたいと思いま

す。 

○松尾義幸議員 

 秀島連合長、結構です。ありがとうございまし

た。 

 ２問目の一問一答に入ります。時間はあと19分

です。 

 施設サービス、地域密着型サービス、居宅サー

ビスの受給者数の推移、こういうデータをいただ

いているわけですけれども、これを見てみますと、

平成14年度のデータから提出をしていただいてお

ります。12年度、13年度はすぐには出ないという

ことでした。受給者の総数を見ますと平成14年度

は8,870人、平成21年度は１万1,456人です。そう

しますと、2,586人の受給者がふえているわけで

すね。10年たっているわけですから、おのずと高

齢化率も上がってきております。ふえているわけ

ですけれども、しかし、施設サービスを見ますと、

これは３施設あるわけですが、平成14年度は2,834

人の受給者です。それが平成21年度になりますと

2,721人ということで、113人減少をしています。

入所待機者を見ますと平成22年４月現在で特別養

護老人ホームで1,458人、老健施設で292人、合わ

せて1,750人、先ほど申し上げました平成21年度

の施設サービスの受給者2,721人と比較しますと

0.64に当たる人たちが待機者になっているという

ことで、先ほども廣重課長は、増床が、私は不可

能というふうに聞こえたんですけれども、難しい

というふうなことを申し上げられたわけですけれ

ども、後で佐藤議員の質問にもあろうかと思いま

すけれども、やはり施設の整備の拡充を考えてい

ないかどうか、考えるべきではないかということ

で質問を行います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 先ほどの御質問にお答えいたします。 

 現在の施設申し込み者数は相当多いものがある

ということは認識をしております。施設の整備状

況の指標であります国の参酌標準の37％は実態に

そぐわない数字であるという認識は持っておりま

す。その認識によりまして、第４期の事業計画に

おいては介護３施設の増設には至りませんでした

が、グループホーム等の定員増を行っております。

地域のバランスのとれた高齢者を地域社会で見守

っていく制度を構築していくことは非常に重要な

こととは十分に認識しております。国の施策にお

きましても参酌標準の撤廃の方向性に動いており

ますので、施設整備を含め、現在の介護保険制度

が大きく変わる要素、これがあるために、その動

向を見守りながら高齢者を取り巻く状況が上向き

になるよう大きく期待をしております。 

○松尾義幸議員 

 参酌標準の撤廃並びに実態にそぐわないという

ことを十分認識しているということでのグループ

ホームの増設、こういうことを受けたわけですけ

れども、引き続き、やはり増設するに当たっては

国の補助単価とかですね、補助率とかいうものが

極めて大事です。そういう点も中部広域連合とし

て国に対して物を言っていただきたいというふう

に思います。 

 私、資料を幾つか要求しておりまして、手元に

平成21年度の介護サービス利用状況の月別のもの

が来ております。平成21年６月、受給者総数が

7,754人であったのが、７月、１カ月後に7,833人

と、79人もふえています。また、要介護５の人が

６月、187人であったのが、７月になりますと200

人と、13人もふえています。ほかの月と比べてみ

ましても７月の増加は非常に大きいと。この理由

について答弁をいただきたいと思います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 それでは、今、松尾議員お尋ねになりました、

渡したデータの説明をさせていただきたいと思い

ます。 

 平成21年度において６月と７月のサービス利用

状況を比較してみますと、居宅サービスを受けて

いる要介護５の人の人数が６月が187人だったも

のが、７月には200人になっており、13人ふえて

います。全体で見ても６月は7,754人だったもの

が、７月は7,833人というふうに79人ふえている
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ということです。一般的に要介護５の居宅サービ

ス利用者がふえる理由というか、原因といいます

か、病院に入院されて、いわゆる介護は使わなく

て治療をされていた方が退院されて介護サービス

を使い始めたというようなケースとか、また要介

護５の認定者数がふえたという場合がふえる要因

ということで考えられます。 

 そこで、認定者数の状況を見てみました。要介

護５の認定者数は６月に1,159人だったものが、

７月には1,174人と、要介護５の方の認定者数が

15人ふえていたということです。このように要介

護５の認定者数の増加が結局、要介護５の居宅サ

ービスを使われた利用者がふえた主な理由だと考

えています。同様に全体の認定者数につきまして

も、６月に１万3,657人だったものが86人認定者

数全体もふえています。そういうことで、認定者

数の増加が居宅サービス利用者全体の増加になっ

ているという主な理由だと考えているところです。 

 以上です。 

○松尾義幸議員 

 今の件は了解をしていきたいと思います。 

 次に、介護区分による支給限度額に対する利用

割合についてデータを要求しました。要支援１、

２、要介護１から５の状況についてですけれども、

平成22年１月の利用分を見ますと、要支援２の限

度額、月額10万4,000円に対して１人当たり平均

して利用したのが４万8,611円、割合にしますと

46.7％と５割を切っています。これをどのように

とらえてあるのか、質問をいたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 今、議員のほうから御指摘というか、お尋ねが

ありました、平成22年の１月分の利用分につきま

して要支援２の状況を見てみますと、１人当たり

の費用額は４万8,611円であり、支給限度額が10

万4,000円ですので、対支給限度額比率は46.7％

となっています。 

 ここで、要支援２の方のサービス利用の状況を

見てみますと、利用されている全体の中で要支援

２の方のうちの54.1％の方がいわゆる通所系のサ

ービスだけを受けているということです。通所介

護──デイサービスですが、通所介護または通所

リハビリテーションのみを利用されているという

状況です。また、19.2％の方が訪問系のサービス

のみを受けられており、15.9％の方が通所系と訪

問系の組み合わせで利用されているという状況で

す。要支援２の方の通所介護の費用額は月額４万

3,530円でありまして、通所介護のみを利用され

ている方の対支給限度額比率は41.9％となります。

また、通所リハビリテーションの費用額は月額で

４万8,800円でありまして、通所リハビリテーシ

ョンのみを利用されている方の対支給限度額比率

は46.9％となります。このように要支援２の方は

主に通所系のサービスのみを利用されております

ので、そのことが結局、対支給限度額比率が低い

という理由になっているということです。 

 以上です。 

○松尾義幸議員 

 ただいま答弁をいただきました。これは全国的

にもデータを見てみますと、四十数％に要支援２

はなっているということで、今言われた内容も含

まれているんじゃないかと思うわけですけれども、

やはり低所得者の人ですと、年金からは介護保険

料はもちろんですけれども、後期高齢者医療制度

も引かれる、住民税も引かれるとか、さまざまな

状況があるわけです。所得税もですね。そういう

点からしますと、利用したくても利用できないと

いうことではないかというふうに思います。 

 時間も迫ってきておりますので、私どもがとり

ましたアンケートを紹介したいと思います。これ

は、ことしの初めに小城市民アンケートというこ

とで日本共産党牛津事務所がとったものです。私

が手にしているのは、65歳の女性で、もう間もな

く高齢になっていくという人ですね。次のように

答えられております。「健康には自信があったが、

高齢になると医療費が多額になり、旅行、衣服、

食費まで節約し、国保税、介護保険料などの支払

いが大変になってきました」ということで、生活

がなかなか大変だという状況を私どもがとりまし

たアンケートの意見の欄に──介護保険で書いて

くださいということではないんですよ。この設定

は、「暮らしの中での御要望や御意見、最近お困

りのことなどを自由にお書きください」というと
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ころに書いてあるわけですよ。 

 もう１つ紹介します。67歳の女性です。「年金

からいろいろと引き落とされて、介護保険料は支

払うことはできても、利用するときは年金だけで

足りないと思います。年金だけが頼りです。私た

ちが働いていたとき、70歳以上になったら病院、

入院費も少しの負担で快適な老後が待っていると

思って頑張りましたが、現実はそうではありませ

ん」という意見が返ってきているわけです。 

 こういうことを見ますと、佐賀中部広域連合管

内でも利用料１割負担、それが非常に重くのしか

かっているんではないかと。年金からいろんなも

のを引かれてなければ何とかなる部分もあるでし

ょうけど、今は次々と引き去りをしていくという

状況です。 

 そこで、秀島連合長に最後に質問をしたいと思

いますけれども、今のような声ですね。これは小

城市民の声です。介護保険事業の月別報告書が出

ているわけですけれども、これを見てみますと、

この月別報告書の最後のほうに対支給限度額比率、

要介護度別ということで、全体は61.2％、先ほど

論議した分ですね。これが軽度になりますと要支

援１、２ですけれども、48.4％ということで、こ

としの４月の実績のデータが出ているわけです。

中・重度になりますと、つまり要介護１から５で

すけれども、63.7％というふうなことであるわけ

ですけれども、やはりサービスが利用しにくい状

況についての実態、利用者を対象としたアンケー

ト等をとるべきではないかと。そして、状況を聞

くと。一度に要支援１、２、それから要介護１か

ら５までとるというのはなかなか大変です。しか

し、調べてみますと要支援１、２は約3,000人以

下です。受給している人はですね。2,700とか

2,800です。そういう方々に、この機会に佐賀中

部広域連合としてアンケート等をとって利用の状

況をもっと改善するところがないか。つまり、後

で後段で質問があると思いますけれども、利用料

の減免とかそういうものも含めて、お答えをいた

だきたいというふうに思います。 

○秀島敏行広域連合長 

 先ほどからお話を聞いておりまして、なるほど

なというような部分もあります。また、そのぐら

いのところで利用率がとまっているから今の保険

料で済んでいる部分もあると思います。いろいろ

ありますが、次の期の計画等が近づいてまいって

おります。そういうときに生かされるようなこと

になると思いますので、そのときには当然、先ほ

ど言われましたような部分での意向調査というの

は出てくると思います。 

○松尾義幸議員 

 これで私の質問を終わります。 

○山下明子議員 

 佐賀市の山下明子です。それでは、通告してお

ります２つのテーマで質問をいたします。 

 安心して必要な介護が受けられるようにという

ことで、私は一貫して保険料や利用料の負担を軽

くしてほしいということを取り上げ続けてまいり

ました。そして、ことしは介護保険が始まって10

年、さらに次の第５期の事業計画をつくり始める

その準備がこの秋からもう始まる時期だというこ

ともありまして、改めてこの問題を提起したいと

思います。 

 １つは保険料の問題です。 

 私は、介護保険の保険料が高過ぎると。先ほど

小城の松尾議員のほうからもアンケートの声も示

されておりましたが、本当に低い年金の中からい

ろいろ天引きをされていく、その天引きの一番最

初が介護保険料だったわけです。中でも年金から

天引きされるのは１万5,000円以上の年金の人で

すから、本当に低い年金のぎりぎりのところから

天引きされる方たちは、たまったものではないと

思いますが、一方、１万5,000円未満の方は普通

徴収ということで納付書によって納付をすること

になります。天引きは、当然天引きですから収納

率は100％。問題は、この普通徴収のところでず

っと徴収率が下がり続けてきているというのがこ

の間の傾向だということを私は指摘してまいりま

した。この問題で改めてこの５年間、普通徴収の

現年分の収納率がどのようになっているのかをお

示しいただきたいと思います。 

 次に、利用料について伺います。 

 利用料についても、先ほど必要なサービスを受
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けられないことがあるのではないかということが

松尾議員のほうからも出されておりましたけれど

も、特に指摘をしたいのは、所得の低い人ほど受

けられない、でも、本当はその所得の低い人ほど

介護を必要としているのではないかという問題か

ら最初に伺いたいと思います。 

 実は、社会福祉学者である日本福祉大学の近藤

克則教授が2005年に「健康格差社会」という著作

を発表されていますが、これは社会政策学会賞の

奨励賞を受賞した論文なわけですが、その中で社

会的格差が健康格差を生むということを示すデー

タの一つとして、所得階層別に見た要介護、要支

援の出現率、どれだけ要介護、要支援の人が出て

いるかというデータが出されております。それに

よりますと要介護、要支援の出現率が全体では

2005年の論文の時点での出現率は11.3％、そのう

ち階層別に見たときに所得ゼロ万円の段階では出

現率が17.2％、所得１万円から99万円の段階では

8.4％、所得199万円未満の段階では5.4％、所得

200万円以上では3.7％、つまり所得ゼロのところ

では17.2％、所得200万円以上だと3.7％というこ

とですから、所得の低い段階で要介護、要支援の

出現率が３倍、４倍の高さになっているというこ

とがこの論文の中で出されておりました。そうし

ますと、中部広域連合の場合はこの傾向がどのよ

うになっているのか、このことについてまずデー

タをお示しいただいた上で後、一問一答で伺って

いきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 山下議員の御質問にお答えいたします。 

 総括の第１点目の保険料について、最近５カ年

間の普通徴収の収納率の推移に係る分を説明いた

します。 

 普通徴収の収納率につきましては、過去数年来

経年的に低下をしている状況でございます。最近

５年間の収納率を見ますと、平成17年度87.64％、

平成18年度86.42％、平成19年度82.11％、平成20

年度81.38％、平成21年度82.61％となっておりま

す。平成19年度に大きく落ち込みましたのは、特

別徴収の対象者が遺族年金及び障害年金の受給者

にも拡大されたことによりまして、普通徴収の対

象者が発足当時から比べますと、より絞り込まれ

た高齢者となったことが考えられます。第１号被

保険者における普通徴収の状況を見てみますと、

平成17年度末で１号被保険者７万6,865人中、普

通徴収者は１万1,956人で、その割合は15.56％で

すが、平成18年度末は７万8,663人中9,720人で、

12.36％、平成19年度末は７万9,798人中7,873人

で、9.87％と下がっており、その後、普通徴収者

は9.8％台で推移をしております。 

 低所得者軽減策として、第３期事業計画期間は

第２期事業計画期間における第２段階の方につい

て公的年金収入をもとに２分割いたしました。さ

らに、第４期事業計画期間においては第３期事業

計画期間における第４段階及び第５段階をそれぞ

れ公的年金収入や所得により２分割し、所得段階

を７段階８区分といたしました。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 利用料の部分についてお答えします。 

 さっきお話があったように、所得階層別に見た

要介護、要支援の出現率についての御質問でした。

まず、本広域連合管内の65歳以上、８万1,887人

のうち要介護、要支援の認定を受けていらっしゃ

る方は１万4,071人で、いわゆる出現率は65歳以

上全体では17.2％です。これを保険料の所得段階

別に見た出現率を申し上げたいと思います。 

 まず、生活保護を受けている方とか老齢福祉年

金を受けていらっしゃる方が属している第１段階

と言われるところは33.7％です。次に、世帯全員

が住民税の非課税で前年度の所得と課税年金収入

が80万円以下の方が対象である第２段階というの

は33.0％です。次に、世帯全員の住民税が非課税

で前年度の所得金額と課税年金収入額80万円以上

の人が属する第３段階と言われるところが15.2％

です。特例第４段階というところが24.7％、第４

段階が10.6％、第５段階が7.3％、第６段階が

9.3％で、一番所得が高いところになる第７段階

というのが9.5％となっています。 

 さきに言いましたように第１段階、第２段階と

言われるところが所得が低いところですけど、他

の段階に比べて低所得者の方の出現率が非常に高

いという、議員がおっしゃった日本福祉大学の先
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生が、見てみると、ある団体の協力を得て調べた

ということだったんですが、本当に私たち中部広

域連合管内でも１段階、２段階は33％という３分

の１の方が介護認定を受けているという現状にな

っているということでした。 

 以上です。 

○西岡義広議長 

 これより休憩いたしますが、本会議は15時に予

鈴いたします。 

 しばらく休憩いたします。 

午後２時48分 休 憩   
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○西岡義広議長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 広域連合一般に対する質問を続行いたします。 

○山下明子議員 

 総括の質問に対して、それぞれ答弁をいただき

ましたので、一問一答に移ります。 

 まず、保険料の問題です。 

 普通徴収のこの間の推移をお答えいただきまし

たが、全体としてやはり収納率が減少傾向にある

と。17年度に87.64％だったのが、20年度には

81.38％。21年度は保険料の据え置きですとか、

多段階化をしたことなどが一定功を奏したと言え

るのでしょうが、82.61％ということで、ただ全

体としてはやっぱり下がっていると。しかも、普

通徴収の対象者全体は下がっているわけですよね。

低いわけですよね。減ってきていますね。先ほど

のお答えだと。最初は15.56％だったのが、今は

9.87％ということで、分母が減っている中で収納

率がやはりなかなか伸びないということは、それ

だけ厳しいということのあらわれとも言えると思

います。 

 保険料そのものを振り返ってみますと、全国的

にも介護保険が始まったときから現在に至るまで、

およそ1.4倍の保険料になっていると言われてい

ますが、中部広域連合でも、たしか2,095円ぐら

いだったのが四千幾らということですから、やは

り1.4倍から1.5倍あたりで標準の保険料が推移を

しているわけですね。ですから、どう考えてもや

っぱり高いわけですよ。生活はよくなっていない

のに、保険料が上がっているという事態は間違い

なく進んでいるわけですから。それで見たときに、

第４期では保険料の引き上げは据え置かれました。

努力もしていただきながら。ただ、同時に、今回

介護報酬の引き上げですとか、いろんなことをや

ったこともあって、全国的にも次の第５期の事業

計画では、このままいけば介護保険料がさらに上

がるのではないかというふうに言われているわけ

ですが、中部広域連合としてはそういう認識がお

ありかどうか、まず伺います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 今、山下議員のほうから、広域連合は認識があ

るかとの質問でございました。 

 第４期の事業計画では、介護報酬の改定、低所

得者への配慮として保険料の所得段階を６段階か

ら７段階８区分とすること、また、高齢者人口の

増加に伴う受給者数の増加による給付費の自然増

などの要因からして、介護保険料の基準額は上が

らざるを得ないものとなりました。しかし、国か

らの介護従事者処遇改善臨時特例交付金があった

こと、及び介護給付費基金からの繰り入れによる

財源補てんを行うことにより、基準額を第３期事

業計画案と同額の月額4,292円に据え置くことが

できました。第５期事業計画については、国から

の基本指針が示されていないことや高齢者の実態

把握や給付分析が行われていないことなどから、

現時点では明確に申し上げることはできませんが、

介護保険料は被保険者数、総給付量及び介護報酬

によって決まることから考えますと、第４期事業

計画期間と前提条件が変わらないとすれば、今後

の高齢者人口の増加や介護報酬改定及び人口構成

の変化による給付費の増加が見込まれますので、

上がらざるを得ないのではないかと考えておりま

す。 

○山下明子議員 

 このままいけば、保険料は次の期では上がらざ

るを得ないだろうということですね。もう保険料

が上がると、ますます生活が圧迫されるというの

は明らかです。私は先ほどは普通徴収の収納率の

ことで伺ったんですが、普通徴収は納付書で納め

るので、こうやって収納率という形であらわれて

きますね。特別徴収は天引きですから、表面上は

100％ということであらわれてきませんが、天引

きされるほうは、暮らしがどんなに厳しくなって

も天引きされますから、保険料が上がれば、それ

だけどこかを切り詰めなくてはならないというの

は、もう被保険者のほうでかぶらなくてはいけな

い部分になるわけですよね。ですから、本当は未

納者になる部分なわけですが、天引きされている

からそれが見えないというだけのことですから、

そこのところちょっと頭に置いていただきながら、

本当に暮らしがどうなっていくんだろうかという

立場から考えたときに、やはり保険料を納めなけ
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れば、やがては介護のサービスが受けられないと

いうペナルティーがあるという今の制度の中で、

納められないということがないようにしないとい

けないということがまず第一だと思うんですよ。 

 そうしますと、やはり保険料の上昇が収納率の

低下につながらないために、どのように対処をし

ていくおつもりなのか、今、このままだと上がっ

ていくだろうという見通しがある中で、どのよう

にお考えになっているのか、伺いたいと思います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 どういう対処をするつもりかという御質問であ

りますので、お答えいたします。 

 経済の低迷が続く中、高齢者の大切な収入源で

あります年金は上がっておりません。収入も変わ

ることなく、保険料が上がるということになれば、

可処分所得が減ってくるということになり、生活

はその分厳しくなってきます。生活が苦しくなり

ますと、介護保険料の収納にも影響が出てくるも

のと思われます。しかし、高齢化が急速に進み、

また、核家族化等により家族構成が大きく変わっ

てきている中で、我が国の高齢化社会の将来を考

え、老後の不安定要因である介護の問題を社会全

体で支える仕組みとして社会保険方式ということ

で採用されております。高齢者の方すべてに介護

保険料として御負担をお願いしているところであ

ります。 

 第１号被保険者の介護保険料は、事業計画期間

中の総給付見込み量をもとに算出いたしますが、

高齢者人口が伸び、給付総額も年々ふえる中、介

護保険料も上げていかざるを得ない状況下におき

まして、第３期、第４期事業計画期間と介護保険

料の所得段階を細分化することによりまして、低

所得者の方への配慮を行ってきております。 

 未納者の方には徴収嘱託員による臨戸の訪問等

を重点施策として、介護保険制度の知識の普及、

啓発及び保険料が制度運営の重要な資源であると、

そういうことへの理解を求めていきたいと考えて

おります。 

○山下明子議員 

 制度の理解を求めた上で払っていただけるよう

な方ならば、それでいいんですが、ないそでは振

れないという方たちに対して、やはりこの保険料

の独自の減免制度というのは、私は何度も言って

まいりましたが、非常にここが不十分、実態から

見て不十分だと言わざるを得ないですね。これま

で国は、例えば、収入のみに着目した減免はする

なとか、全額免除はまかりならんとか、それから、

一般財源から投入して保険料を減免してはならな

いといった、いわゆる三原則でもって縛りをかけ

ながら、やるなら軽減策どうぞという言い方を、

介護保険法の中には負担軽減やっていいですよと

あるわけですね。あるけれども、これこれはする

なということで、本当に縛りがかかってしまって

いるんですが、このままこの縛りの中でやっては、

本当にないそでは振れないという所得の低い方、

生活が圧迫されている方たちに対して対応できな

くなると思います。 

 私は、もう本当にこの状態、さっき言いました

ね、始まったときから比べて保険料が1.4倍にま

で上がってきている、これがさらに上がるかもし

れないというときには、やはり連合独自の軽減策

ということを本当に第５期に向けては検討をすべ

きというか、もう実施すべきだというふうに思い

ますが、この点についていかがでしょうか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 連合独自の軽減策を取り入れてほしいという御

質問内容だったかと思います。 

 介護保険料は社会保険制度であるわけでありま

すので、また、負担能力を判定するに当たりまし

て、収入のみでなく、財産、資産等を加味したと

ころで判断したほうが適切であると考えられます

ことから、保険料の全額免除、収入のみに着目し

た一律の減免、それから、保険料減免分に対しま

す一般財源の投入による保険料の減免は妥当でな

いという国からの指導もあっておりまして、本広

域連合は国の基本指針に従い、基準及び減免額を

定めているところでございます。 

 なお、さきに申し上げましたように、平成18年

度からの第３期事業計画におきまして、新しく第

２段階を創設したことにより、第２期までにおけ

る低所得者層の大半については、ある程度の措置

が行われているのではないかと考えております。 
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 また、低所得者への配慮といたしまして、平成

21年度からの第４期事業計画におきましては、６

段階から７段階８区分と、さらに細分化しており

ます。 

 このようなことから、現在の段階では新たに一

般財源を投入しての独自減免制度を設ける考えは

ございません。 

○山下明子議員 

 今の答弁だと、国の三原則は正しいとお考え

──正しいか、間違っているかというのは言いに

くいかもしれませんが、果たして実態に合ってい

るのかということをどう思っておられるのだろう

かということですよ。つまり、例えば、一般会計

からの繰り入れをしながらでも減免をしてはどう

かと私は前回の議会でたしか言ったかと思います

けれども、それに対しては、できないということ

だったんですが、第４期のこの事業計画をやって

いく上で、国は、いわば多段階化を促進する、保

障するための基金、交付金というか、そういうこ

とをやっているわけですよね。国が補助を出して

できるように。あるいは介護報酬をアップさせる

ために国がお金を出しましたとか、いろいろ対応

をしているわけですよね。ですから、国自身が自

治体に対して、いや、一般財源から入れて軽減し

てはいけませんよという整合性は、本当はもうな

くなっていると言わざるを得ないと思うんですよ、

国としてはですね。 

 だから、私は本当に考えていただきたいのは、

この保険料が上がり続けたら、ますます生活を圧

迫されると廣重課長がおっしゃいました。圧迫さ

れたら、ますます収納率に響いてくるであろうと。

そこまでは一致しているんですよね。今までやっ

た軽減策で、もうこれで十分ですと、これ以上や

るつもりはありませんというふうに本当にとどま

ってしまっていいのでしょうか。 

 ですから、問題は２つあると思いますね。１つ

は、社会保険料だということをさっきから言われ

ますが、国が出していた分がもっともっと本当出

してもらわなきゃいけないというところがまずは

あると思いますね。国庫負担金、これは連合とし

ても、機会をとらえて今までも言ってきましたと

いう答弁がありましたが、本当にこれを何とかし

てもらいたいというのは、先ほど松尾議員のほう

から紹介ありました日本共産党の国会議員団の事

業所、自治体アンケートの中で、例えば、自治体

に関していえば、本当にこの保険料負担を引き上

げて対応すべきと考えているという自治体はなく

て、４割以上が国の負担をもっとふやしてほしい

と、それで対応すべきだと。保険料を上げざるを

得ないと答えたのは、もう１割に満たない、本当

数％なんですよね。それで仕方がないと思ってい

る自治体はそれぐらい。本当は皆さんもわかって

おられると思うんですよね。 

 ですから、国に対しての物を言っていくべきこ

とは言っていく。同時に国が動かなくても、連合

としては住民の方たちの負担を軽くするためのも

う一段の努力を踏み出すということがやはり第５

期に向けては必要だと思いますが、この点につい

てもう一度認識を伺いたいと思います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 第５期についての連合の救済を講ずべきではな

いかというような趣旨の質問だったかと思います。 

 第５期事業計画につきましては、先ほど申し上

げましたとおり、現状としては明確な回答を申し

上げる段階ではありません。給付と負担のあり方

等につきましては、今後の社会保障審議会等によ

って出される結論を待って、その方向性に沿って

対応はなされていくものと考えております。 

 本広域連合としましては、これらの意見等によ

り定められる国の基本方針に基づき、適正に保険

料を定めていくべきであり、単独減免については

同様に国の方針に従っていきたいと考えておりま

す。 

○山下明子議員 

 国の社会保障審議会の中での議論を待ってでは

なく、そこにどれだけ現場の意見を反映させるか、

論理の中に。その中にやっぱり国がもっと出すべ

きだという結論を導き出すような方向に持ってい

くこともありましょうし、自治体が減免をすると

きの財源補てんを国がきちんとできるシステムを

つくりましょうとか、いろんな形がその審議を通

じて出てくる可能性はつくれると思うんですね。
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それをやれるかどうかというのは住民の側の運動

であったり、世論であったりするでしょうが、や

はり連合の皆さん方がしっかりと国に対しても現

場の声として伝えていくということが何より大事

だと思いますが、その点についてはいかがですか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 国の厚労省の諮問機関である社会保障審議会の

介護保険部会というのが今現在行われております。

その中で第31回、本年の９月になりますか、その

中で給付と負担のあり方について相当議論がなさ

れます。第５期は当然高齢者によります自然増、

これがあります。それから、処遇改善交付金、そ

れから、介護基盤の緊急整備、そういった影響を

この介護の報酬に反映させるということで、非常

に介護保険制度を持続可能なものにしていくとい

う意味で、１号と２号の保険料のあり方、公費負

担の割合とか、それから、あと利用者負担のあり

方、財政安定化基金の見直し、そういったものが

相当今回は突っ込んで話されます。あと補足給付

についても、どうとらえるかということもあわせ

て介護保険部会の中で議論されますので、結論は

ことしの秋、11月以降に出ると、末ごろには出る

ということを聞いておりますので、策定委員会は

来年に事業計画策定委員会をつくって開催するこ

とになりますが、国の社会保障審議会の意見、結

論を待って、それから考えていくのも遅くないん

じゃないかと考えております。 

 当然、公費負担割合について、国等への要望、

それは当然こちらからも行っていきたいと考えて

おります。 

○山下明子議員 

 保険料のことについては、ちょっと今、一たん

置いて、出現率のことについて話を進めたいと思

います。 

 先ほど出現率のことで、所得段階別の要介護、

要支援の方たちがあらわれる割合を示していただ

きましたが、近藤教授の示した2005年のころのデ

ータから比べたら、この中部広域連合の場合は

33.7％、33％台と、所得第１、第２段階。おっし

ゃったとおり、３人に１人ですね。これはもう私

としては予想を超えた状況だなと、ちょっとびっ

くりもいたしました。 

 これまで補足給付ですとか、いろんなことをち

ょこちょこと答弁をいただいてまいりましたけれ

ども、振り返ってみますと、介護保険が始まる前

は、この所得第１段階、第２段階、あるいは第３

段階になるところは特に、措置の時代には利用料

は無料だったわけですね、サービスを受けるとき

に。福祉の制度としては。その方たちが介護保険

という制度になったら、所得がどうであれ、１割

負担をしなくてはならないというところに置かれ

たのが今の実態ですね。その中で所得の低い第１、

第２段階では、３人に１人が要介護、要支援、介

護や支援を必要としているということです。です

が、保険料は何とか払っても、一たんサービスを

受けるとなったときの利用料が負担になって、必

要なサービスを我慢せざるを得ないという事態が

実際には幾つか起きています。 

 私はケアマネジャーの方にお話を伺う中で、例

えば、訪問介護の回数を減らしてほしいと言われ

たとか、あるいはデイサービスに行く回数を減ら

してほしいと、ちょっともう負担し切れんからと

言われたということで、本当はこもらずに外に出

ていったほうがいいだろうし、また、あるいは訪

問して様子を見たほうがいいだろうけれどもと心

を痛めながらも、負担し切らんと言われたら、ど

うしようもなかったという声を聞くんですよ。そ

うすると、一体その介護を必要としている人が経

済的な問題で受けられないとしたら、これは私は

責任を果たしているとは言えないと思うんです。

制度の責任を果たしているとは言えない。本来は

必要な介護を受けられるようにしなければいけな

いわけですから、そのためには納め切れない利用

料のあり方で本当にいいのかとか、もともとはこ

の人たちは負担ゼロだった、それが何といっても

絶対に１割だと言われたらというふうになると、

本当にこれでいいんだろうかという頭にもう一回

ちょっと戻って考えていただきたい部分なんです

ね。 

 そこで、伺いますけれども、今言ったような、

利用料が払えないために必要なサービスが受けら

れないという人がいるという実態を連合としては
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把握をしておられるでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 議員の御質問にお答えします。 

 所得が低いために必要なサービスを十分に受け

られない方がいらっしゃるのではないかという実

態は把握しているのかという御質問ですが、月々

の年金額が低額な方、それに扶養をされていない

人、扶養してもらえる親族がいらっしゃらない方

という意味ですが、それに病院にもかかっている

というような医療と介護を利用されている場合な

ど、中には十分なサービスが受けられない方がい

らっしゃるのではないかというのは、老齢福祉年

金だとか、国民年金だとかの額を見てみると、想

像ができるということです。 

 以上です。 

○山下明子議員 

 想像ができる。想像ができるということで、実

際にはつかんでおられないでしょうか。つまり、

ケアマネジャーの話だとか、相談員の方たちとか、

おたっしゃ本舗だとか、いろんなネットワークを

持っておられるわけですが、その中で把握をされ

ていないでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 私自身が聞いていないということですが、実際

はそういうケースも声としてあると思います。 

○山下明子議員 

 今までも高齢者実態調査とかされていますわね。

それで、諸江課長が御自身でお聞きになっていな

いとしても、連合としてやはり声としてのデータ、

先ほど松尾議員が紹介されたようなアンケートで

寄せられる声というのは、多分どこででも出てく

る問題ですよね。そうでしょう。だから、それを

広域連合として本当にこういうことがあるという

ことを具体的な声、あるいはデータとしてつかん

でおられるのか、おられないのか、ちょっとそこ

をまずお聞きしたいんですが。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 実際アンケート調査をしたりということをして

いますが、実際の声を直接つかんでいるというこ

とはありません。 

○山下明子議員 

 これまでのアンケートの中で、経済的な問題で

という項が１項設けられたことはあったと思いま

すが、その中でやはり具体的な声がつかめていな

かったとしたら、ちょっとそれはどうなのかなと

思いますから、これに関して言えば、先ほどから

もちょっと提起もされていますが、５期に向けた

実態調査ですとか、いろんな場で直接の声をつか

む欄を設けるなり、そこをちゃんと聞き取るなり、

こういうことは絶対必要だと思いますが、それは

ちょっと提起をしておきたいと思います。 

 想像できるとおっしゃいました。そして、ほか

のいろんな日常的にもお聞きになることは多分あ

るんだと思います、個人的レベルでもね。そうい

うときに、その状態は仕方がないと思われるんで

しょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 介護保険の中にもいろいろな制度がございます。

例えば、先ほどあったように、負担限度額の申請

とか、社会福祉法人に対する利用者負担軽減の申

請だとかありますので、そういった制度の中でな

るべくそういう制度を利用していただきたいとい

うことは当然いたしております。 

○山下明子議員 

 連合として、先ほど具体的な声をちゃんとつか

めていないということであれば、そういう制度、

サービスを利用してもらっているかどうかという

のも、本当はカバーできているかどうかというの

は実際はわからない部分があるということだと思

いますね。 

 そうしますと、私は、所得の低い１段階、２段

階の方のことを今言ってきましたが、それだけで

なく、例えば、目に見える所得は一定数字はある

けれども、現実、実生活として借金を抱えている

ために、所得はあるけれども、返さなくちゃいけ

ないので、本当の生活費は非常に苦しいとか、い

ろんな場合があったり、あるいは核家族とも言わ

れますが、一方で、今、シングル介護などという

のが一方に、新たな問題になってきて、私自身も

そうなんですが、親が２人いて、私が子供が１人

と。そうすると、80代の親が２人いますが、いつ

まで元気かわからない。１人で２人をどうにかし
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ないといけないということが出てくるかもしれな

い。そういうことが現実に、だから、仕事をやめ

なくてはならないという人がいたり、ダブルワー

クしないと暮らしていけないのに、介護しなきゃ

いけないから、１つはあきらめて、非常に家族が

苦しんでいる実態ということもあったりするわけ

ですね。そうすると、利用料というのはそういう

面でも非常にネックになってくるわけです。 

 そうやって考えたときに、所得の低い人だけの

ことに限らず、例えば、高額介護サービスという

のが制度としてありますけれども、この対象が本

当に必要なところまでカバーできているんだろう

かということを見たときに、多分所得段階でいく

と、第１段階、第２段階ぐらいが低いレベルの高

額介護にひっかかる人たちだと思いますけれども、

この対象となる所得限度額をもっと引き上げて、

もっと対象がふえるようなことができないのかど

うか、こういったことがまず考えられないかどう

か、伺います。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 まず、現行の高額介護サービスについて御説明

をしたいと思います。 

 高額介護サービス費は、利用者が同じ月内に受

けた在宅サービス、または施設サービスの利用者

負担の合計が、利用者負担の上限を超えた場合、

その超えた分が申請により支給されるものです。

対象となる利用者負担は介護サービス費用の１割

分に限られて、食費、居住費、日常生活費等は対

象外となっています。 

 利用者負担上限額は所得区分に応じて世帯単位

及び個人単位で設定されており、１万5,000円、

２万6,400円、３万7,200円の３種類に分けられて

おります。 

 まず、１万5,000円に該当する方は、生活保護

の受給者、老齢福祉年金の受給者、住民税非課税

世帯で合計所得金額と課税年金収入額の合計が80

万円以下の方であります。 

 次に、２万4,600円に該当する方は、住民税非

課税世帯で合計所得金額と課税年金収入額の合計

が80万円以上の人であります。 

 最後に、３万7,200円に該当する方は、課税世

帯の人であります。 

 現在、１万5,000円という一番低いところの利

用者負担上限の所得区分になっている世帯非課税

で合計所得金額と課税年金収入額の合計額が80万

円以下という所得区分を、例えば、100万円以下

というように引き上げ、現在、２万4,600円の人

の一部を１万5,000円の利用者負担上限額にでき

ないかというような御質問の趣旨だったと思いま

すけど、高額介護サービス費の支給要件及び支給

額等については、政令のほうで定められており、

一保険者で変更できるというものではないという

ことなんです。 

 しかし、国のほうでは、そう言いながらも、必

要に応じて制度の見直しを行っております。高額

介護サービス費については、平成17年10月に改正

が行われております。それまでは、先ほど議員も

おっしゃったように、生活保護の受給者とか、老

齢福祉年金の受給者だけが利用者負担上限額１万

5,000円という対象でしたけど、住民税非課税世

帯はすべてその上の段階の２万4,600円だったと

いうことです。それが改正になって、住民税非課

税世帯が所得によって２つの段階に分けられ、現

行の制度と現在なっているところです。よって、

先ほども話がありましたように、今後も必要に応

じて制度を見直していってもらえるものだという

ふうに思っているところです。 

 以上です。 

○山下明子議員 

 つまり、必要に応じて制度は動いてきているわ

けですね。ですから、やはり国民生活の実態から

見たときに、今のではまだまだ不十分だというこ

とで、ぜひ現場からの提起をしていただき、動き

につなげていただきたいと思いますが、その点で

はどうですか。要するに国の動きを待ちますでは

なく、現場からも提起をしてほしいということな

んですが、いかがでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 保険料のほうも同じことだと思いますけど、機

会をとらえながら、国のほうへやはり声を伝えて

いかないと、議員が一番最初にデータを示したの

はうちでしょうけど、こういう実態があるという
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のは、例えば、所得階層区分等による要介護認定

とかという把握は、近藤先生等はされていたでし

ょうけど、そういった把握の仕方は今までやって

いなかったと思います。実際、私たちもそういう

データを出してみて、ショッキングというか、先

生たちが出しているのは極端な例だろうと見えた

んですけど、実際出してみて、そうだったという

現実があります。 

 そういったところはきっちり国の施策として行

われている介護保険ですので、国のほうでもそう

いったデータはしっかりつかんでもらって、そう

いう制度改正につなげていってもらいたいと思い

ます。 

○山下明子議員 

 本当に国を動かすためには、現場がデータを示

しながら国を動かすということにもつながります

ので、もうぜひそこは頑張っていただきたいと思

います。 

 次に、もう１つ利用料の点で、社会福祉法人に

よる利用者負担軽減制度というのがございますね。

特養施設、社会福祉法人がやっている施設を利用

しているときには、所得が低い人に対する軽減策

をやった事業者に対して２分の１補助しますよと。

これがこの３年間の厚生労働省の資料から見たと

きに、国全体のこれに関する予算が2006年度には

43億円だったのが、2009年度には19億円と、半分

以下に減っているんですね。社会福祉法人が減っ

ているのか。そんなことはないと思います。でも、

この軽減制度を使っているところが減っているの

か、必要とする人が減っているのか、まさかそん

なことはないんじゃないかと思いますが、この点

について、中部広域連合の中での社会福祉法人の

軽減制度の問題、どのような推移になっているか、

お伺いいたします。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 佐賀中部広域管内の社会福祉法人等の推移をと

いうことですが、社会福祉法人等による利用者負

担軽減制度は、社会福祉事業を行うことを目的と

する公共性の高い法人である社会福祉法人が行う

ものとして位置づけられています。連合管内では

実施主体は構成市町ということで行っているもの

ですけど、対象のサービスは訪問介護、通所介護、

短期入所生活介護、夜間対応型訪問介護、認知症

対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老

人福祉施設サービスであります。対象者は市町村

民税が世帯非課税で、次の要件をすべて満たす人

のうち、収入や世帯の状況、利用者の負担等を総

合的に考慮し、生計が困難と市町村が認めた人た

ちです。 

 要件は年間収入が単身世帯で150万円以下で、

世帯員が１人ふえるごとに50万円を加算した額以

下であることですね。それと、２番目が、預貯金

等が単身世帯で350万円以下で、世帯員が１人ふ

えるごとに100万円を加算した額以下であること。

日常生活に供する資産以外に活用できる資産がな

いこと。負担能力のある親族等に扶養されていな

いこと。介護保険料を滞納していないことであり

ます。 

 軽減は１割負担と、食費、居住費の４分の１、

老齢福祉年金受給者は２分の１が原則で、市町村

が利用者の状況に応じ個別に決定をいたします。 

 連合管内の平成19年度から21年度の３カ年の

対象者と補助額を構成市町から聞き取った結果

を申し上げます。平成19年度は112人、申請者は

129人いらっしゃいました。そのうち112人という

ことです。平成20年度は105人、申請者は134人で

した。平成21年度は87人、申請者は94人というこ

とです。 

 また、構成市町が助成した金額は、平成19年度

は396万521円、それに平成20年度は392万8,293円、

平成21年度は385万2,010円であり、対象者、助成

額とも次第に減少になっています。 

 減少している理由ですが、実施をしている構成

市町に聞き取りをしたところ、先ほど私、申請者

も言いましたけど、申請者自体も減っていること

もありますけど、実際申請されても内容を審査す

ると、扶養とか、先ほど資格の中で資産のことも

言いましたけど、資産の要件だとかで、そこに該

当せずに認定ができなかったというか、認定され

ない方もあったという話を聞き取っております。 

 以上です。 
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○山下明子議員 

 連合管内でも申請数、利用額ともに減っている

ということで、これは今の答弁ですと、申請者そ

のものが減っていることですとか、認定されてい

ないということですが、それはひっくり返すと、

生活がよくなったと言いたいことになるのか。も

う１つは、考えられるのは、要件が厳しいという

ことではないのだろうかということが考えられる

のと、事業者そのものがこれを積極的にＰＲをし

ているのかどうか。つまり、申請は利用者が申請

するのだと思いますけども、制度を知っているか

どうかということもまたかかわってくるかと思い

ますけれども、その辺はつかんでおられるのかと

いうことが１つ。 

 それから、これ社会福祉法人──じゃ、一たん

ちょっとここで切りましょうね。つまり、今の理

由をもう少し、今言ったような点でつかんでおら

れるかどうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 先ほど私も説明の中で若干言ったし、議員のほ

うからも声があったように、やはり資格要件もあ

るようなことを聞き及んでいます。というのは、

さっき資格の中に預貯金だとか、資産の話もあり

ました。やっぱりそういったのを申請書に添えて

出さなくてはならないとかというのがあるので、

やはり預貯金だったですかね、預貯金が単身世帯

で350万円だとかすると、残高証明とかが必要に

なるとかですね。それに資産という土地を持って

いるかとか、そういった部分の調査があるという

ことで、それももしかするとあるのではないかと

いうことも考えられるというようなことを話では

聞いています。 

 あとＰＲをやっているかという話もありました

けど、それも構成市町のほうに聞いたところ、社

会福祉法人の皆さんのほうに、こういった制度が

あるし、申請してもらうようにしてくださいとい

うようなお知らせをして、勧奨といいますか、利

用者の人にはお知らせくださいということはやっ

ているという話を聞いていますので、それはやっ

てもらっていると思います。 

○山下明子議員 

 ＰＲはしてもらっているだろうということです

けれども、現実に減っているということで、これ

もう少し中身を本当に研究していく必要があるの

ではないかと思います。生活実態が決してよくな

っているとは言われていない中で、この部分が減

っているというのは、ほかに何か理由があるのか

どうかということは、ぜひここは関心を払ってい

ただきたいと思います。 

 同時に、社会福祉法人以外の事業者の行ってい

る施設サービス、これを利用している人には全然

この恩恵がないわけですよね。入所をしていると

いうようなことを考えたときに、施設の数が足り

ないというのは、これまでも待機者がこれだけい

ますよということをやりとりしていますからおわ

かりと思いますが、ちょっとでもあけば、本当は

特別養護老人ホームのほうが負担が低くて、そこ

がいいなと思っていても、ともかくちょっと高く

ても仕方がないから老健だとか、医療系に入らざ

るを得ないと。よって、そして、やがてはできれ

ば特養に移りたいなと思って待っている方もある

というふうなことを聞いたりもするわけですが、

そうすると、高いところに入っているにもかかわ

らず、きつい思いをしながら利用負担軽減策が受

けられないというのが今の実態ですね。ですから、

これは国に対してもぜひ働きかけていただきたい

のですが、前の議会でも私示したと思いますが、

自治体独自で、保険者独自で社会福祉法人以外に

も利用負担軽減ができるように助成をしていると

いうところもあるやに聞いておりますけれども、

そういう考えがないかどうか。つまり、社会福祉

法人以外の施設を利用している人にも恩恵が及ぶ

ように助成が考えられないかどうか、この点いか

がでしょうか。 

○諸江啓二認定審査課長兼給付課長 

 この件も何度かこの議会の中でも議論されてい

る部分があったようですけど、先ほどこの制度の

要件を私ちょっと御説明した中で、やはり社会福

祉法人、この制度がつくられた趣旨が社会福祉法

人の社会的役割、いわゆる社会福祉法人として認

定をされている以上、公益性が高いということで、

そういう自己負担も事業者としてしながら、こう
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いう制度に乗っていくということで設けられた趣

旨です。そういうことを踏まえて社会福祉法人で

ない事業者に拡充をしていけば、いわゆる社会福

祉法人は、今言ったように、福祉サービスの利用

者の利益の保護だとか、地域における社会福祉の

推進を図るために設置されたという部分があって、

その分を他の部分に拡大していけば、社会福祉法

人以外のサービスの設置者に、当然この分は事業

主負担のほうもありますので、その分をそういっ

た拡大した部分の事業者に負担を強いるという話

にもなりますので、現時点では各事業者の事業の

運営上、難しいと考えますので、現在のところ、

サービスの拡充というのは考えていないところで

す。 

○山下明子議員 

 そしたら、ちょっと諸江課長ありがとうござい

ました。 

 全体的なことでちょっと連合長に伺いたいと思

いますが、私は、保険料と利用料の問題、また、

繰り返し取り上げてきながら、今回も申し上げた

わけですが、特に利用料の問題では所得の低い人

ほど、３人に１人という割合で介護を必要として

いるにもかかわらず、受けられないという場合も

あり得る。それから、もう１つは、社会福祉法人

系で受けていれば負担軽減策はあるけれども、そ

うでないところで利用している人にはその恩恵は

及ばないという事態が今あるといったようなこと

を、ずっとるる申し上げてきたやりとりをお聞き

になって、私は本当に第５期に向けて安心して必

要な介護を本当に受けられるという状態をこの中

部広域連合としてつくっていくという構えがどう

しても必要だと思いますから、声を聞くシステム

から含めて反映させていくということ、踏み出し

ていくということについて、どうお考えなのか、

最後に伺って質問といたします。 

○秀島敏行広域連合長 

 保険料、利用料、できるだけ低く、少ないほう

がいいというのはわかります。生活のことも言わ

れておりましたが、実態は十分わかっておるつも

りでございますが、それを裏づける財源をどこか

ら持ってくるのかというのが保険者としては大事

になってくると思います。そういったものを考え

ますと、やっぱりすべてが100点とれるような制

度ではないというのが事実でございますが、それ

がそちらのほうに近づくような努力はいたします

が、今の時点で100点満点をとれるような制度に

しなさいというのは無理な話だと私は思います。 

 （「国に対しては言っていくんですか」と呼ぶ

者あり） 

 努力はいたします。 

○佐藤知美議員 

 大変お疲れですが、すっきりした答弁を期待し

て質問をさせていただきます。 

 今回も施設整備について質問を出しております

けれども、私は連合議会に来させていただきまし

て９年になりますけれども、常に施設整備を繰り

返し質問してまいりました。その理由については、

もう執行部も当然御存じのように、その施設整備

が、施設待機者の実態から見ても安心して介護を

受けることができない、そういう状況が一向に解

消されないという事態があるからです。佐賀中部

広域連合におきます平成22年４月時点での介護老

人福祉施設待機者1,458名、介護老人保健施設待

機者292名の方々が施設への入所を待っておられ

るわけです。 

 厚生労働省は介護保険制度創設時より、施設利

用を抑制するための参酌標準という上限を設けま

して、2000年から2002年度の第１期、介護保険３

施設の整備率を高齢者人口に対する施設定数

3.4％というふうに設定をいたしました。2003年

から2005年度の第２期については、その１期の

3.4％を0.2ポイント引き下げまして、3.2％とい

う設定を行いました。2006年から2009年度の第３

期事業計画では、要介護２から５の認定者に対す

る介護保険３施設及び介護専用居住系施設の定員

数の目標値を提示し、2004年度の41％から2014年

度37％へと引き下げをいたしました。この厚生労

働省が設定をした参酌標準を理由に、施設拡充は

困難として第４期計画でも介護３施設の増設はな

いという計画になっています。 

 厚生労働省が行政刷新会議の中で論議を行い、

６月４日に施設整備を抑制してきた参酌標準、総
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量規制の撤廃という方針を出しました。その明く

る日には新聞にも載ったわけですが、この施設整

備に対する国の足かせ、参酌標準はとれたわけで

すから、2012年の第５期計画より施設整備につい

ては自治体が地域の実情に合わせて自由に施設整

備ができるようになるわけですが、このことは第

５期の中部広域連合計画策定の中でも十分考慮を

されると思いますが、この今回の参酌標準の撤廃

による施設整備の基本的な考えについてお尋ねを

したいと思います。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 佐藤議員の質問にお答えいたします。 

 まず、議員がお尋ねになりました中で参酌標準

についてでございますが、これは平成18年度から

の第３期事業計画期間を見据えて、施設整備につ

いて検討された中で定められた数値でございます。

要介護２から５の認定者数を分母として、施設系

サービスの利用者を分子として、その割合の数値

が団塊の世代が高齢者となる平成26年度に37％に

なるようにと目標値として定められたものでござ

います。 

 その根拠につきましては、平成18年度からの制

度改正により地域密着サービスや介護予防サービ

スが新たに創設されたことも踏まえまして、在

宅・施設間でバランスのとれた基盤整備を進めて

いくため、平成16年度における施設・居住系サー

ビスの利用者割合41％を、平成26年度をめどとし

て１割引き下げるという国の考え方によるもので

あります。 

 また、加えて申しますと、同時に介護保険３施

設の利用者におきましても、施設利用者全体に対

する要介護４及び５の利用者の方の割合が、平成

26年度には70％以上になるよう目標値が定められ

ました。 

 この数値を踏まえまして、まず、第４期事業計

画策定に至るまでの佐賀中部広域連合の状況を御

説明させていただきます。 

 平成18年度以降における佐賀中部広域連合の介

護保険３施設の整備状況は、第３期計画の最初の

年度である平成18年度実績で、数値的にはこの

37％という数字を大きく上回っている56.3％とい

うふうになっており、また、第４期計画策定時に

は、要介護認定者数の増加等を要因として50％ま

で下がっております。このため介護保険３施設に

ついては新規での整備が非常に厳しい状況となっ

ておりました。 

 また、施設の利用者に重度者が占める割合は、

平成18年度の実績で50.5％となっており、第４期

計画策定時には53.8％となっておりますので、若

干重度化が進んでおります。 

 しかし、第４期計画の策定時には、施設の入所

申込者が多数存在すること、また、入所申込者に

ついては要介護度が高い方々が入所の優先順位が

より高くなることから、その方々より入所の優先

度が低くなってしまう要介護度が低い方、認知症

がある方などの施設待機者について必要な施策を

講じ、老老介護や認認介護の解消につなげるべき

であるとの検討が介護保険事業計画策定委員会の

中でなされております。 

 このため本広域連合におきましても、小規模多

機能型居宅介護、認知症高齢者グループホームな

どの地域密着型サービスや介護予防拠点の整備な

どを進めることを第４期計画の重点施策としてと

らえました。しかし、介護保険３施設の整備につ

きましては、国の参酌標準などを踏まえた佐賀県

ゴールドプランにおいて増床が計画されなかった

こと、また、直接的に言えば、佐賀県が指定権限

を持っていることなどから、本広域連合圏域内で

は増床は行えませんでした。しかし、グループホ

ームにつきましては、本広域連合が指定権限を持

つことなどから、定数の増が認められております。 

 次に、施設整備に対する国の考え方につきまし

ては、特に平成21年の政権交代によりまして、民

主党が与党となったことで大きな方向転換が打ち

出されております。 

 まず、選挙時の民主党のマニフェストにおいて、

介護サービス基盤の拡充のため、療養病床を削減

する介護療養病床再編計画を中止し、将来にわた

って必要な病床数を確保する。また、約40万人の

施設入所の待機者を解消するため、現行の施設整

備計画の約３倍のスピードで質の高いグループホ

ームを初め、特別養護老人ホームや老人保健施設、
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地域の実情に応じた小規模多機能施設を増設する

と記述がされております。 

 また、本年の１月23日に国会におきましても、

長妻厚生労働大臣が介護施設の整備について、特

別養護老人ホーム、グループホーム、老人保健施

設について、これまでの３年間で定員を８万人プ

ラスしてきたものを倍増し、今後３年間で16万床

ふやしていくこととしていると述べられておりま

す。 

 こういったことを踏まえたものと考えられます

が、６月18日に閣議決定されました規制・制度改

革に係る対処方針、この中で参酌標準の撤廃の方

向性が示されました。この中では平成24年度から

の第５期介護保険事業計画期間からは、各都道府

県が地域の実情に応じて策定可能とする方針を掲

げられております。 

 また、これに関する長妻厚生労働大臣の記者会

見におきまして、これまで在宅と施設のバランス

を保つために意義のあるものとしてきた参酌標準

を厚生労働省として廃止すると判断した理由とし

て、これは原文のまま読み上げますと、「これに

関しては、やはり地方自治体が最低限度の安全性

とか、最低限度の居住性とかについては基本的に

お考えいただけるという話もございました。それ

と同時に、施設に対するニーズが非常に高まって

いるということで、地方自治体が自由度をもった

一定の判断が出来るようにというようなことを、

いろいろな角度から議論をいたしましてそういう

ような判断にしたわけです。もちろん参酌という

ものは「全く自由に何でも良い」ということでは

ありません。やはり、きちんとした自治体なりの

説明が住民の皆様になされた上で、自治体がそう

いう御判断で責任を持って決断を下して行くとい

うことですので、その点についてはそういう御回

答を申し上げたわけです。」と述べられておりま

す。 

 これを受けて介護保険制度の基本的な方向性を

検討する国の諮問機関であります社会保障審議会

介護保険部会においても、参酌標準については廃

止の方向で閣議決定が行われたことを前提として

検討が行われていると聞いております。 

 こういったことを踏まえて、今後の動きを考え

ますと、今は参酌標準の撤廃が閣議決定を受けた

段階であり、社会保障審議会で本格的な検討が行

われていないことから、第５期に向けた本広域連

合の施策を具体的に申し上げる段階には来ていな

いものと考えております。 

 しかし、第４期計画の策定時には、施設待機者

の解消は取り組むべき施策として、在宅生活の継

続性を重点項目として取り上げ、また、別にグル

ープホームの増床などに結びつけました。 

 また、介護保険法の改正が行われない限りは佐

賀県が策定するゴールドプランで施設の床数につ

いて整備数が設定され、その制限枠の中でしか動

けないものと考えております。 

 本広域連合におきましては、地域のバランスの

とれた、高齢者を地域社会で見守っていく制度を

構築し、施設待機者の解消に向けた要望を県に行

っていきたいと考えております。 

○佐藤知美議員 

 詳しく答弁していただきましたけれども、とて

もとても書き切れない状況で、第４期策定に向け

ての成果等も答弁がなされました。しかし、結果

的に今言われたのは、参酌標準が外れたわけです

けれども、県のゴールドプランに沿った中でしか

できないんだというふうな答弁がありました。そ

れで、第５期に向けて進んでいくわけですけれど

も、最後に県に対して要望していくという答弁が

ありましたけれども、その第４期策定の時期に事

務局でどのような協議を行い、そして、具体的に

どういう要望を県になされたのか、お尋ねをしま

す。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 第４期の折に県に具体的にどういう要望をして

いたかというような御質問でありました。 

 まず、ゴールドプランを県が定める根拠といた

しまして、介護保険法第118条に規定されており

ます。その中に都道府県は介護保険法の第116条

で規定する基本指針に即して計画を定めるものと

するとなっております。この基本方針の中で都道

府県は市町村と意見を交換し、広域的な調整を図

ること、県の計画数値は県内の市町村の合計数値
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と一致するようという調整をすること、そういう

ふうになっております。特に施設整備につきまし

ては、都道府県の方針と市町村におけるそれぞれ

の目標について十分な協議を図り、介護保険者が

策定する計画との調整を図るため、意見聴取を行

うものとなっております。 

 これに基づき、県と介護保険者が協議を行いま

す。まず、県と各保険者との協議につきましては、

佐賀県への資料提出をベースにヒアリングが行わ

れます。この席で要望などを行い、協議を行うこ

ととなります。また、県の策定委員会である佐賀

県高齢者保健福祉委員会に介護保険の代表が委員

として委嘱が行われます。この委員につきまして

は、県内の保険者で組織する佐賀県介護保険制度

推進協議会の会長が慣例的に委嘱をされておりま

す。参考に申し上げますと、第４期における委員

は、本広域連合の事務局長が委嘱されておりまし

た。 

○佐藤知美議員 

 県のゴールドプランについては県の市町村の数

字と十分に協議をし、検討し、そして調整をする

と、そういうので決定をしていくという答弁され

ました。実際、さっき質問したように、第４期策

定時にどういう具体的な内容で県に要望したのか。

３施設については全く要望していないのか、ある

いはそれともしたのか、お尋ねします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 まず、具体的な要望内容についてお答えいたし

ます。 

 第４期計画の策定につきましては、佐賀県に対

して平成20年９月と12月、平成21年１月と延べ３

回の資料提出を行っており、10月と12月に２回の

ヒアリングが行われております。９月の時点では

事業計画策定委員会での検討結果が出ておりませ

んでしたので、国の資料作成方法をベースにして

第３期事業計画の延長で施設増床が含まれていな

い資料を提出しております。11月の事業計画策定

委員会で基本的な方向性が検討をされ、地域密着

型サービス及び地域支援事業の強化が方向性とし

て打ち出されました。これを受けまして12月と１

月からはグループホームの増床を県に対して要望

をしております。 

 あと介護保険３施設の増床の要望ということで

すが、介護保険の３施設につきましては、県の事

務局の方針といたしまして、参酌標準を遵守し、

施設の拡充を盛り込まないとされており、前述の

佐賀県高齢者保健福祉委員会におきましても、特

に介護保険３施設の増床については、事務局から

の提案はありませんでした。 

 本広域連合における事業計画策定委員会におき

ましても、制度上、参酌標準が強く働いているた

め、委員から介護保険３施設の増床について希望

する意見というのは出ておりませんでした。 

 第３期期間中における佐藤議員に対する御答弁

でも、参酌標準がある以上、新規の整備は難しい

というふうにお答えしていたように、要望するま

でには至りませんでした。 

○佐藤知美議員 

 今もろもろの説明がありましたけれども、答弁

がありましたけれども、本連合の事業計画策定委

員会、そこでも意見が出なかったというふうな答

弁がありましたけれども、その計画策定委員会に

対して、計画というのは被保険者にとっては非常

に重要な中身ですよね。そういったことからかん

がみて、この策定委員会に対して待機者の現状と

か、今の実態を示すような資料を提出はしました

か、お尋ねします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 策定委員会には、忌憚のない意見を述べていた

だくため、方向性を持った提案というのは特にし

ておりません。ただ、問題提起のために施設の申

込者がこれだけいるというような数値は資料とし

て提出し、事務局から会議の場においてもその説

明はしております。 

○佐藤知美議員 

 結局、国の参酌標準が足かせになって、施設整

備の増設、あるいは新規の開設というのは無理だ

というのが一貫した答弁でしたよね。ただ、私が

思うのは、その４期の計画策定の中で連合も頑張

って、重度化が進む施設の中で軽度者が入所しに

くくなるという、そういった問題、それから、待

機者が多数にいるという問題、こういったことを
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踏まえて、グループホームの増設をかち取ったわ

けでしょう。このことは県が、国が、37％の参酌

基準を達成するためには、新しい施設増設はだめ

ですよと言っている中で、このグループホームも

この37％にかかわってくるわけですよね。施設の

入所者数がふえるわけですから。それを国、県が

認めたということ。これは矛盾すると思いません

か。37％の参酌標準を守るために三施設の新設、

増設は無理だと、困難だという答弁と、グループ

ホームを許可するというね。同じ37％にひっかか

ってくる問題ですよ。グループホームの増設とい

うのは、本当に連合が頑張ってかち取ったもので

す。これは本当いいことです。しかし、低所得者

が入るためにはグループホームは少し負担が重い。

そういったときに３施設という問題が出てくるわ

けですよね。 

 お尋ねをしますけれども、私が今言ったこのグ

ループホームを認めた国、県、37％という参酌標

準、ここに矛盾があるというふうに、国、県の姿

勢が、相反する姿勢が矛盾があるというふうに思

いませんか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 今、矛盾はしないかという御質問でありました

が、確かに37％の枠内には認知症のグループホー

ムは入っております。ただ、当時、飯盛局長の時

代だったと思いますが、介護保険３施設の増床が

全くもう門前払い、認められなかったということ

を踏まえて、やはり重度の方が優先的に入所され

る現実を見れば、軽度の方、あるいは認知症の方

の受け皿として、やはり広域の圏域内ではどうし

ても必要だと、それから、この地域密着型の施設

については指定権限も持っている関係上、やはり

相当働きかけをしてかち取ったというふうに聞い

ております。ですから、そのことは確かに矛盾は

しますが、広域連合がその辺を勘案しながら、し

かし、必要だというふうに結論が至ったことでの

増設じゃなかったかと私は考えております。 

○佐藤知美議員 

 前段の松尾議員の質問の中で、廣重課長が37％

という数値が実態にそぐわない数字と認識をして

いるという答弁をされましたけれども、私も全く

同感ですよね。実態にそぐわない。私、施設の問

題をずっと質問していますけれども、この施設が

常に100％だとは思っていません。例えば、なり

たくはありませんけれども、私が認知症になった

とする。そういったときに家族が受けてくれるな

ら、やはり自宅ですよ。自宅で介護してほしい。

私の母も膵臓がんを患いまして、その手術後２年

間寝たきりになりました。手術をしたすぐ後は歩

くことができたんですけど、その後は完全に寝た

きりになって、おむつ交換までするような状況に

なったんですけどね。それでも兄弟含めて、家族

で24時間、２年間介護を続けました。私はこれは

自分自身でも満足のいく──亡くなったことは残

念ですけど、満足のいく介護をしてやったという

ふうに思いました。 

 それから、私の義父も、義理の母も認知症にな

ってもう17年間ですよ。最初はまだ物もしゃべっ

ていましたし、字も読めました。しかし、認知症

が進むのが速くて、今はまず食事は全部ゼリー状

ですよ。固形物は全くありません。手も動かない。

足も動かない。しゃべりもしない。もうまさに心

臓が動いているだけという状況です。それでも、

義理の姉は自宅で介護しているんですよね。義理

の母は特別養護老人ホームに１回入りました。施

設入所しました。しかし、彼女の気持ちや性格と

合わなかったんですよね。だから、症状が悪くな

って、ぐあいが悪くなって危ない状況になったん

ですよ。だから、そういった状況もありましたの

で、自宅介護をしているんですけどね。そういっ

た方もいらっしゃいます。 

 だから、すべてが施設だというふうには思いま

せんけれども、しかし、さっき言っていたように、

グループホームもたくさんできてきました。これ

からもできていくでしょう。県もそういう方向を

持っていますしね。中部広域連合としても、その

ことを訴えていきますから。しかし、グループホ

ームはある一定のお金が必要ですよね。特別養護

老人ホームよりも負担は大きい。だから、低所得

者の、やっぱり生活が苦しい人たちのためには、

３施設、特に特別養護老人ホーム、この増設がど

うしても私は必要だというふうに思っていますし、
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そういう立場で質問もしているわけですけれども、

もう一度確認をしますけどね、県が３施設につい

てつくらないと断言したわけでしょう。門前払い

をしたという答弁がありましたけれども、その最

大の根拠は何ですか。もう一度お尋ねします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 門前払いをした最大の根拠は何かということで

すが、やはり参酌標準、その37％というのが非常

に強く働きかけがあったというふうに感じており

ます。 

 それと、県の作成いたしますゴールドプラン、

やはり市町村との意見を交換しながら、広域的な

調整を図っていく、それと、県のゴールドプラン

の計画数値と市町村の計画数値が一致しなければ

ならないということもあります。そういうことで、

県の事務担当の部局としては当時もう既に50％以

上超えていたということで、３施設の必要性は認

めつつも、やはり強く37という数字が働きかけて、

うちのほうからの要望等に対する対応が門前払い

になったんじゃないかと思います。 

○佐藤知美議員 

 この間、一貫して37％という参酌標準が足かせ

になってきたわけですよね。しかし、それが今回

とれるわけですよ。とれる。とれるけれども、今、

廣重課長が言っているのが、県のゴールドプラン

との整合性、今度それが足かせになって、県は市

町村の計画の目標数値と県のゴールドプランの数

値と整合性を持たせ、そして、そのことを理由に

して、いや、３施設はできませんよと言う可能性

がありますか。これまでのように、参酌標準を盾

にとることはできないでしょう。できないでしょ

う。参酌標準はもう撤廃するわけですから。そし

て、みずからが参酌標準の37％の形を破ったわけ

ですから、グループホームを認めたことによって。

だから、参酌標準はもうないわけですよね、言え

ない。そうすると、次に、この３施設の新設につ

いてネックになってくるのは県との対応の中で何

だと思いますか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 確かに議員が言われますとおり、参酌標準につ

きましては６月18日の閣議決定で撤廃されており

ます。これはまだ閣議決定の段階でありますので、

22年度中に、本年度中に基本方針、これは国の告

示事項になりますが、この中で具体的な改正案を

検討されて、結論を得て、それ次第で今度は介護

保険法の一部改正ということになってくると思い

ます。その改正がなされた後、今度は県のほうの

ゴールドプラン関係ですが、地方分権の趣旨等を

踏まえて、地域の実情に合った基盤整備を県のほ

うが責任を持って行われるよう、そういうことで

の参酌標準、全国一律37％の撤廃だと考えており

ますので、今のところはまだ法律改正もなされて

おりませんし、社会保障審議会の結論も出ており

ませんので、今の時点で、撤廃はされたがどうか

ということはお答えはできないと思います。 

○佐藤知美議員 

 閣議決定されて発表されたばかりですから、関

連法案の改定も当然必要でしょうし、さっき言わ

れるような、県のゴールドプランの数字もどう変

わってくるかわかりませんけれども、しかし、い

ずれにしても閣議決定されたわけだから、今後の

３施設、あるいはグループホームを含めての増設、

新設について、県は参酌標準を理由にすることは

できませんよ。もし、私があなたの立場だったら、

絶対参酌標準は言わせませんよ。さっき言ったよ

うに、グループホームを認めたわけでしょう。同

じ37％の数字に入る施設を認めたわけだから。そ

れだけあっても、もう参酌標準を理由にすること

はできません。だから、次に県が進んで３施設を

新設していこうという立場に立てば、大いに結構

なんですけれども、必ずしもそういう立場に立と

うとしない県の姿勢があります。だから、次に県

がどういう理由で施設についての歯どめ、足かせ

を持ってこようとするのか、それは私にもわかり

ません。しかし、そこを論破していくような気持

ちをぜひ持っていただきたいというふうに思いま

す。 

 それで、４期計画策定の中でかち取ったグルー

プホーム、このことについてちょっとお尋ねをし

ますけれども、第４期計画での整備目標、これは

第３期末の利用者数583人から４期末694人という

ふうになっていますが、このグループホームの現
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在の整備状況、これについてお尋ねをいたします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 グループホームの整備状況ということでのお尋

ねであります。 

 グループホームの定員増加については、第３期

期間中は増加がありませんでしたが、第４期期間

中については10ユニットの増加をしております。

これについては平成21年２月に公募を行い、３月

に外部委員会を開催し、事業者選定を行っており

ます。このときには平成21年度開設予定者が５事

業所、平成22年度開設予定者が３事業所、平成23

年度開設予定者が２事業所となっておりました。

現時点で開設しておりますのは、平成21年度に１

事業所、平成22年度に１事業所、平成22年度中に

開設の予定が５事業所、平成23年度に３事業所と

なっております。 

○佐藤知美議員 

 この10事業所は、すべて順調に開設の方向に進

んでいますか、お尋ねします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 今回の補正予算と、それから、21年度の決算の

中でも明許繰り越し等もありましたが、一部には

国の緊急基盤整備の関係で県の９月補正という形

になりましたので、交付時期がおくれたために、

一部については繰り越しになったものの、５月現

在ではもう既に開所しておりますので、おくれは

しましたが、予定どおりの事業を着工していると

理解しております。 

○佐藤知美議員 

 順調に進んでいるということだと思いますけれ

ども、それで、参酌標準との関係でお尋ねをしま

すけれども、グループホームの増設を求めた背景

には、さっき言ったように、要介護２、３、こう

いった軽度者の方々が入りにくい状況が生まれて

くるということと待機者を背景にしてグループホ

ームを進めたわけですけれども、その参酌標準で

言う重度化の問題、答弁があったように、平成26

年度までに要介護度４、５の方々の入所の割合を

70％にするという参酌標準がありますけれども、

このことが今答弁では53.8％ですか、そういう答

弁がありましたけれども、70％、国の参酌標準に

合わせるがゆえに──今、特別養護老人ホーム等

３施設には軽度の方も入っていらっしゃいますよ

ね、そういった方々が事業所によっては重度化を

進めるために退所をさせるというようなことはあ

っていませんか、お尋ねします。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 介護度の軽度の方が退所させられている状況は

ないかという御質問ですが、介護保険３施設の利

用につきましては、第１回目の質問でもお答えい

たしましたように、平成18年度の制度改正時に施

設利用者全体に対する要介護４及び５の利用者の

方の割合が、平成26年度には70％以上になるよう

目標値が国により設定されております。その割合

は平成18年度の実績で50.5％、第４期事業計画策

定時には53.8％となっておりますので、若干重度

化が進んでおります。 

 お尋ねの軽度者の方が退所等に至っているので

はないかということでございますが、平成21年度

後半のデータを見ますと、特別養護老人ホームの

退所者は、その退所理由が、死亡と入院のみです

ので、軽度者というだけで退所されていることは

ないと判断しております。介護老人保健施設にお

きましては、在宅に戻られている方が20名おりま

す。退所者が338名、これの６％弱というふうに

なっております。その他の方のほとんどは死亡、

あるいは入院、ほかの施設への入居となっていま

すので、ほとんどあり得ないものと考えておりま

すし、私どもの相談窓口、それから包括支援セン

ターに寄せられている苦情等においても、この種

の苦情は寄せられておりませんので、そういった

ことはないと判断しております。 

 また、介護療養型医療施設については、その理

由を調査しておりませんが、両施設とも医療と療

養を必要とする利用者が入所する施設であり、軽

度者であっても医療が必要な方についてはそのま

ま入所されているものと考えております。 

○佐藤知美議員 

 重度化を進めるという方針なんです。しかし、

軽度であったにしても、施設入所が必要な方はた

くさんいらっしゃいますよね。特に認知症、さっ

き言いましたように。もう認知症が、私の義理の
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母はあっという間に進みましたよ。本当にびっく

りするぐらい。そういったひとり暮らしの認知症

の方なんかは絶対に１人で置いておくことは無理

ですので、そういう施設入所は必要ですので、重

度化を理由にしたそういう軽度者の方々の退所強

要は絶対ないように今後も気をつけていただきた

いというふうに思います。 

 それで、広域連合としても、施設整備について

の考え方が前進をしていますよね。第３期までは

待機者も含めて施設整備については充足をしてい

るという回答がずっとなされました。足りている

んだと。しかし、第４期の計画の中で初めて充足

をしていないという計画の中身に文章的にも変わ

ってきました。私は、そこは大きく発展をしてい

るというふうに思いますよ。その認識の違いがや

っぱり施設に対する観点の違いとして出てくるわ

けですから。そこは大きな前進だと私も評価をし

ます。 

 連合がそういうふうに認識を変化させた、前進

させたという最大の理由は何ですか、お尋ねしま

す。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 最大の理由は何かという御質問でありましたの

で、お答えいたします。 

 施設の入所待機者が特養と老健合わせまして

1,700人台でずっと推移をしているということで、

待機者が多数存在していること、それから、介護

度の高い方々が入所の優先順位が高くなることか

ら、その入所の待機の中でも要介護度の低い方、

認知症がある方、そういった方を主として、第４

期におきましては認知症がある方などを主として、

老老介護とか認認介護の解消として施策を講じる

必要があるというふうに判断をしました。第４期

におきましては、そういう判断のもとでグループ

ホームの増床をしております。国が示します37％

の数値は決して実態に沿う数値ではないというふ

うに考えております。 

○佐藤知美議員 

 前の施設整備の問題でも、この参酌標準の37％

という厚生労働省の根拠、これはどこを探したっ

てないわけでしょう。何で37％なのか、だれも説

明できませんよ。ないわけですから。まさに官僚

が机上でつくった、現状、全国の実態を見ずに描

き出した数字ですよ。だから、現在の状況と合わ

ない、整合性がない、そういう気持ち、答弁にな

ってくると思います。 

 それで、第４期でそういうふうに連合自身が施

設整備に対する充足率の問題、大きく転換をし、

前進をしたという立場は大いに評価をしますし、

その立場で今回の参酌標準の撤廃、それによる今

後、法の整備、あるいは県の数値の変化、そうい

ったものが出てくるでしょうけれども、５期計画

の中で、登壇して言ったように、ぜひともこの参

酌標準の撤廃を受けて、グループホームのみなら

ず、３施設の新設、増設、こういうものを策定委

員会にもぜひ具申をし、そして、策定委員会のほ

うで大きく論議をして、県にも強く要望していた

だきたいというふうに思います。 

 それで、そういった中で県がどういう反応をす

るかわかりません。しかし、もし、何らかの理由

をつけて、できませんと言ったときに、その理由

についてまた私も聞きたいと。もちろん県が大い

に結構ですよと言ってくれたら、それにこしたこ

とはありません。しかし、なかなかそういう立場

に立っていないというのが今の県ですから、そこ

をほがしていく必要があるわけですけれども、最

後ですけれども、さっき言っていた参酌標準を受

けての県への３施設への要望、これをぜひ第５期

の策定委員会の中でも論議をしてほしいし、実際

に県にも要望をしていただきたいというふうに思

いますけれども、いかがですか。 

○廣重和也総務課長兼業務課長 

 今後、第５期の策定委員会が来年から話し合い

が行われますが、その中で大いに議論していただ

きたいと思います。 

 また、施設整備を行った場合、給付費の増加と

いうのも一方であるわけでございますので、第１

号被保険者の負担、そういうことにはね返りが生

じてきます。そういうことがないように給付に応

じた公費の負担の割合の増加等もあわせて国、県

にも要望していきたいと思っております。 

 そういうことも踏まえた議論が今後されていく
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ものと思われますので、今後、私どももそういっ

た方向で考えております。 

○佐藤知美議員 

 それで、その辺ちょっと私、答弁としては不十

分なんです。県にきちっと要望として３施設のこ

とを策定委員会でも十分論議をしてもらって入れ

るべきですよ。それは県がはねようがどうしよう

が構いません。全く入れないということは、そう

いう体制が1,300人、1,400人いるということの実

態の中で合わないわけでしょうが、施設が。だか

ら、そのことを示すためにも３施設は必要なんだ

ということを明確に位置づけるべきですよ。それ

は佐賀中部広域連合だけではなくて、佐賀県全体

の介護保険者がそうなんですから。それが一つに

なってやっぱり県に物申すべきですよ。だから、

そういう音頭をぜひ中心であるこの佐賀中部広域

連合がとってほしいわけですよ。一連合体で言う

んじゃなくて、県内全体の介護保険の連合体で一

緒にやっていくという、そういう働きかけ、ぜひ

それをやっていただきたいというふうに思うんで

すけれども、いかがですか。 

○松永政文事務局長 

 次期事業計画策定に向けまして、３施設の増床

を県のほうに要望したらどうかということでござ

いますけれども、確かに待機者の方、多数いらっ

しゃいます。そのほかにも介護保険制度が始まり

ました平成12年度は高齢化率も19％だった、それ

が今では23％になっております。そして、今後、

一番多いときには高齢化率40％にもなるというよ

うなことも、人口の年齢グラフ上、出ております。

そういった意味で、当然施設の待機者の数も今後

もふえてくるというのは間違いない事実でござい

ますので、私どもといたしましても、来年度開催

をいたします第５期の事業計画策定委員会でも、

これは割と佐賀中部広域連合の策定委員会は自主

的に議論をされます。ですから、どこかの事業計

画と違ってコンサル任せとか、そういうことでは

ございませんので、事務局としてはそのデータを

お示しするというようなことで前回も進めまして、

策定委員会の中で施設の分科会をつくろうという

ような御意見が出て、施設について特別に議論を

したというような経緯もありますので、第５期に

ついても委員会の意見も聞かないといけませんけ

れども、そういった待機者がたくさんいらっしゃ

るというような資料は提出をしますとともに、参

酌標準も廃止になったというようなことも御説明

をしていきたいというふうに思っております。 

○佐藤知美議員 

 今、答弁があったのを大いに期待をして質問を

終わります。ありがとうございました。 

○西岡義広議長 

 本日の会議時間はこれをあらかじめ延長いたし

ます。 

○池田正弘議員 

 佐賀市の池田正弘でございます。本日の一般質

問も最後となりました。よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、通告に従いまして２点について質問

をいたします。 

 初めに、高齢者等の救急搬送について質問をい

たします。 

 急速に進む高齢化社会を反映し、救急需要も拡

大しており、平成19年の救急出動件数は全国で約

529万件となっており、過去10年で52％も増加し

ております。また、救急搬送に占める高齢者の割

合も半数に達しており、今後も増加していくだろ

うと予測されております。 

 現在、高齢者のひとり暮らしや高齢者のみの世

帯で病弱な方には緊急通報システムが導入されて

おり、急病など緊急の場合にはボタン１つで消防

へ通報することができ、救急車を呼ぶことができ

ます。しかし、こうした救急搬送時の問題点とし

て、駆けつけた救急隊員が患者から持病や服用し

ている薬、かかりつけの病院や家族の連絡先など

の情報が得られず、応急措置や搬送に手間取ると

いったケースもふえていると聞いています。 

 そこでまず、お聞きしたいのは、管内における

救急車の出動件数と搬送人員、その中で高齢者の

占める割合がどれくらいあるのか、また、通報が

あってから現場までの到着時間、あるいは現場か

ら病院までの搬送時間がどれくらいになっている

のか、あわせて救急隊員が到着したときの状況確



佐賀中部広域連合 平成22年８月定例会 ８月24日（火） 

 

 

- 64 - 

認時における問題点について、どのような認識を

お持ちなのか、お伺いをいたします。 

 次に、住宅用火災警報器の普及について質問い

たします。 

 消防法の改正により、新築住宅については2006

年６月１日から、既存住宅については2011年５月

31日までに火災警報器の設置が義務づけられまし

た。これは全国的に住宅火災による死者数が増加

傾向にあり、原因の６割が逃げおくれで、死者数

の半数以上は高齢者が占めていることによるもの

であります。死者が発生した火災の時間帯は、夜

10時から翌朝の６時まで、いわゆる睡眠時間帯が

半数を占め、火災発生に気づかず逃げおくれて亡

くなるケースが多いと言われています。住宅への

火災警報器の設置で逃げおくれを防ぎ、命を守る

ことが目的であります。期限が迫る中、先日の報

道では、全国の設置率が58％で、なかなか設置が

進んでいないと報じられておりました。 

 そこで、質問ですが、１点目に、佐賀広域消防

管内での現時点での設置率はどうなっているのか。 

 ２点目に、普及活動について、低価格で購入の

手間を省くことができる、地域などによる共同購

入を推進しておられるようですが、現在までの取

り組み状況はどのようになっているのか、お伺い

して総括の質問といたします。 

○大島豊樹消防課長 

 池田議員の御質問にお答えをいたします。 

 まず、第１点目の御質問ですけれども、救急出

動件数、それから搬送人員につきましてですけれ

ども、昨年の救急出動件数につきましては１万

777件でございまして、搬送人員につきましては

9,924名となっています。 

 また、覚知時間から現場到着、現場到着から病

院着の所要時間についてお尋ねですけれども、こ

れにつきましては同じく昨年の覚知時間から現場

到着までの所要時間は平均で８分18秒かかってお

ります。それと、現場到着から病院到着までの所

要時間につきましては平均で33分36秒かかってお

ります。 

 なお、全搬送人員9,924名のうち高齢者──65

歳以上の方が対象となりますけれども、4,954名

となり、全体の約半数に上っております。 

 次に、総括の中の第２点目でございますけれど

も、救急搬送中に困ったことや問題点ということ

での御質問だと思いますけれども、いろいろの場

面で窮することがあっております。例えば、泥酔

者の搬送や救急搬送に協力的でない方、また、逆

に意識がなく、周りにその人の情報を持った方が

おられず、年齢や家族への連絡先がわからなかっ

たり、何か病気があったかなどわからないまま病

院へ搬送するといったようなこともあっておりま

す。 

 なお、救急対象でないと思われる事案や現在の

全救急出動件数の約半数に上っております軽症者

への対応につきましても、本来の救急要請が滞る

ことがないように今後さらに救急車の適正利用に

ついて啓発をしていかなければならないというふ

うに考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○山領政信予防課長 

 池田議員の総括質問の中で、住宅用火災警報器

の普及については、私、予防課のほうからお答え

いたします。 

 御質問の内容は、まず、１点目として、現在の

設置率はどうなのかと、次に、２点目としまして、

共同購入の推進状況と取り組み状況についてとい

うことで、まずは、佐賀広域消防局における住宅

用火災警報器の普及状況についてお答えいたしま

す。 

 平成22年３月末現在で広域消防局管内の設置率

は40.4％でございます。この調査は管内５カ所の

消防署が管轄内にあります主要な事業所にお願い

して、そこの従業員の方々を対象として調査した

ものや、各種イベントや講習会などで参加者にお

願いしたアンケートにより推計した結果でござい

ます。 

 次に、共同購入につきましては、これまで婦人

防火クラブの久保泉、高柳両地区のクラブ員さん

の協力で共同購入を推進してまいりましたが、そ

の後、市役所、自治会、婦人会などの協力を得ま

して、多久市、小城市、富士町と金立地区が共同

購入を実施されております。現在、川副町、東与
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賀町、大和町の川上地区で共同購入の取り組みが

進んでいる状況でございます。 

 以上でございます。 

○池田正弘議員 

 それでは、一問一答に入ります。 

 まず、高齢者等の救急搬送についてであります

けれども、昨年──21年の救急業務の現状につい

ての報告がございました。その中で搬送人員が

9,924人、うち高齢者が4,954人、ほぼ半数が高齢

者で占めているということで、これも全国的に大

体同じような数字だというふうに思います。今後

ますます高齢化が進む中で、いかにしてこういっ

た高齢者、また、障がい者の安全・安心を確保し

ていくのかというのが求められてきます。佐賀広

域消防局管内においては、佐賀、多久、小城、各

市で緊急通報システムが導入されております。こ

れについては午前中の白倉議員の質問の中にもご

ざいましたけれども、この緊急通報システムはそ

れぞれの市によってそのシステムに違いがござい

ました。直接司令室に通報される場合と、一度民

間会社を経由して司令室に送られるという場合と

があるというふうに聞いておりますけれども、こ

ういった通報を受けた時間から救急隊が到着する

までの時間というものに──こういったシステム

の違いがその到着するまでの時間に影響はないの

か、この点についてお伺いします。 

○野田公明通信指令課長 

 御質問の緊急通報システムの通報対応が各市で

異なり、緊急時に時間的おくれはないかの御質問

にお答えいたします。 

 緊急通報システムは高齢者のひとり住まいの方、

または体に不自由をお持ちの方が利用されている

システムでございます。緊急通報システムは構成

市の福祉担当部局に、本人または関係者の申請に

より利用されているシステムでございます。 

 佐賀広域消防局管内の緊急システムは、民間委

託方式と消防委託方式の２つがありまして、構成

市で利用方法が異なっております。現状は小城市

は民間委託方式、佐賀市、多久市は消防委託方式

となっています。 

 民間委託方式と消防委託方式についてですけれ

ども、民間委託方式は業務委託された業者の方が

直接緊急通報を受け付けされまして、その後に消

防局へ連絡を入れる方式です。一方、消防委託方

式は、消防機関に直接緊急連絡が入りまして、受

信する方式となっています。このことから民間委

託方式ですと、委託業者の方が消防局へ連絡をさ

れることから、若干のおくれはあるかと思われま

す。 

○池田正弘議員 

 それぞれ直接行く場合と民間会社を経由して行

く場合と、若干の違い、おくれというのがあると

いうふうに言われております。私は、こういった

管内でシステムが違うというのは、やはりそうい

った少しでも影響があるならば、何らかの形でそ

こを解消する必要もあろうかと思います。この緊

急通報システムはそれぞれの市によってこれまで

の経緯、導入の経緯でありますとか、また、福祉

部局との強い関連もございますので、それぞれ違

いもあると思いますけれども、そこはやはり同じ

管内での運用ということで、それぞれ福祉部局の

間、また、きょうは各市長さん方もいらっしゃい

ますので、そういった市長さん方がお互いに協議

をし合って、そういった部分の解消というのがで

きないものか、なるべく統一して同じシステムに

したほうがいいんじゃないかというふうにも考え

ますけれども、この点についていかがお考えでし

ょうか。 

○野田公明通信指令課長 

 先ほど述べましたとおり、緊急通報システムは

構成市で方式が異なっております。構成市の導入

時の経緯もあります。また、システムの切りかえ

には多大な費用を要することもございまして、今

後、福祉担当部局と協議しながら、改善に努めて

まいりたいと思っております。 

○池田正弘議員 

 今後、そういった協議もということでございま

すので、ぜひそういう点については関係部局、ま

た、市長さん方もそういう面ではぜひ協議をして

いただきたいというふうに思います。 

 先日、連合議会のほうで消防施設の視察をさせ

ていただきました。市民の生命と財産を守るとい
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う重要な使命感に立ち、日ごろから機器の点検整

備でありますとか、訓練、また、自分自身の体調

管理までしっかり努力をされているということに

深い感銘を受けた次第でございます。通信司令室

の中も見せていただきましたけれども、その中で

きょうは午前中も質問あっておりましたが、障が

い者の搬送についてお伺いしたいと思いますけれ

ども、この中で特に聴覚障がい者の場合は、口頭

によるコミュニケーションはとれませんので、い

わゆる筆談によるそういったやりとりが必要にな

ってまいります。緊急通報もファクスでやりとり

をされているということでございましたけれども、

到着した後、そういった聴覚障がい者の方にどの

ような対応をされているのか、この点についてお

伺いします。 

○大島豊樹消防課長 

 ただいま聴覚障がい者の方への救急到着現場で

の対応についてのお尋ねだと思いますけれども、

聴覚障がい者の方の救急搬送状況は統計はとって

おりませんので、はっきりした件数は不明でござ

いますけれども、そこで、全救急隊のほうに聞き

取りをいたしましたところ、過去10年間で数件対

応していることがわかりました。しかし、そのほ

とんどがその方の関係者が近くにおられたという

ことでございました。以前、聴覚障がい者の方用

のシートを作成して対応していたこともございま

したけれども、逆に不快感を持たれたというよう

なこともありましたことから、現在は身ぶり、手

ぶりの、いわゆるジェスチャー、もしくは先ほど

議員言われましたように、筆談で対応しているの

が現状でございます。 

○池田正弘議員 

 なかなか聴覚障がい者、対象者も限られており

ますので、そうそう件数も少ないというふうに思

います。10年間で数件あった程度ということであ

りました。 

 やはり聴覚障がい者の方は、そういった対応は

なかなかできませんので、先ほど、以前はシート

を用意して対応していたということでございまし

て、やめた経緯も言われておりましたけれども、

私はやはりそこは事前にあらかじめそういった質

問事項についてボードなり、そういったシートを

用意して対応できるように、これは聴覚障がい者

だけに限らず、ほかの方にも使えるものだと思い

ますので、やはり事前にそういったものは準備し

ておかれたほうがスムーズに搬送時には、その

時々、場合によりますけれども、いくんじゃない

かというふうに思いますけれども、改めてその辺

についてお伺いします。 

○大島豊樹消防課長 

 先ほど申し上げましたように、以前は聴覚障が

い者の方用のシートを使用しておりましたけれど

も、今、議員言われますように、今後、ボード等

も含めまして、手だてについて検討をさせていた

だきたいというふうに思います。 

○池田正弘議員 

 ぜひ検討していただいて、事前に準備を進めて

いただきたいというふうに思います。 

 こういった質問をいたしますのは、次の救急医

療情報キットについての質問につなげていくため

でございます。総括でも申し上げましたように、

駆けつけた救急隊員が必要な情報を得られず、応

急措置や搬送に手間取るといったケースも最近よ

く聞かれます。高齢者だけでなくて、ひとり暮ら

しや家族がいないとき急病で倒れたときに救急車

を呼ぶことはできても、どんな病気を持っていて、

どんな薬を飲んでいるか、家族への連絡先など情

報を正確に伝えられるか心配される方も多いとい

うふうに思います。そうした中で、現在、全国の

自治体で普及が図られているのが救急医療情報キ

ットというものであります。 

 これは東京都港区において平成20年５月から日

本で初めてこのキットの配布に取り組まれた事業

でございますけれども、配布された筒状の容器の

中にかかりつけ医でありますとか持病、あるいは

医療情報、診察券、健康保険証の写し、あるいは

本人の顔写真などを入れ、これをどこの家庭にで

もある冷蔵庫の中に保管しておくというものであ

ります。こうしてあらかじめ自宅に保管をしてお

くことで、適切で迅速な措置が行え、親族などの

いち早い協力も得られるということであります。 

 キットがどこにあるか、これを判断するのは救
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急医療マーク、いわゆるそういったシールがござ

いまして、それを玄関の扉の内側、それと、冷蔵

庫の扉に張りつけておく。それによって救急隊員

が、キットがここにあるんだというのを認識する

ことができるということになっております。今現

在、正確な数字はわかっておりませんけれども、

全国の自治体でこういったキットの配布が進めら

れておりますけれども、広域消防局として、この

救急医療情報キットについてどのような認識をお

持ちなのか、この点についてお伺いします。 

○大島豊樹消防課長 

 救急医療情報キットにつきましては、ある程度

の情報といたしましては入手をいたしております。

例えば、現在、対応している千葉県習志野市消防

本部、また、埼玉県の春日部市消防本部の状況で

は、どちらも約3,000本の救急医療情報キットの

配布があっているということでございます。また、

かかりつけの病院がわかったとか、何の薬を飲ん

でいるかなどの情報がとれたなどの奏功例も報告

されています。また、奏功例ではありませんが、

不幸にして亡くなられた方の家族にすぐに連絡が

とれたなどと、こういった報告もあるようです。

また、高齢者や障がい者の方の安全・安心を確保

するため、かかりつけ医や持病などの医療情報、

薬剤情報提供書の写しや診察券の写し、さらには

健康保険証の写しなども本人の顔写真と一緒に容

器に入れて冷蔵庫の中に保管することで、万一の

救急時に備えている市もあるというふうに認識を

いたしております。 

 現在、消防局の患者の医療情報の入手につきま

しては、先ほど通信指令課長が申しましたとおり、

指令台を有効に活用して行っているところですけ

れども、救急現場におきましては、御本人の情報

が得られなかった場合などもあり、このような場

合につきましては、救急医療情報キットを利用し、

情報を得るという意味では有効であると考えてお

ります。しかし、幾つかの課題があるということ

も認識をいたしております。 

 以上でございます。 

○池田正弘議員 

 非常に今全国的にこれは普及が進んでいるわけ

でありますけれども、この救急医療情報キットに

ついては、ひとり暮らしや高齢者のみの世帯だけ

ではなくて、障がい者や、また、昼間１人になる

高齢者等にも活用できるものと思っております。

安心な暮らしを支える上で大変有効な手段だとい

うふうに考えますが、この広域連合消防局におい

てもキットを配布する事業に取り組む考えはない

のか、この点についてお伺いします。 

○大島豊樹消防課長 

 先ほども答弁いたしましたとおり、まずは検討

課題を整理する必要があろうかと思います。ほか

の先進消防本部などを参考にするとともに、関係

する部署、団体と連携を図りながら、研究をして

いきたいというふうに考えております。 

○池田正弘議員 

 実はこの問題につきましては、佐賀市議会の６

月の定例会におきましても一般質問がなされまし

て、この救急医療情報キットの質問がされて、保

健福祉部長のほうから、課題が４つ示されたわけ

であります。それは情報を確実に更新するという

こと、常に新しい情報を入れておく必要があると

いうこと。２つ目には、キットの活用についての

意義を理解し、それを活用する人をいかにふやす

かということ。３つ目には、消防との連携がある

と、それと、医療機関との連携、この４つの課題

を示されていたわけでございます。 

 今後、この各市からの協力要請といいますか、

こういったキットを導入したいという点があった

ときにはぜひ強力に、積極的に協力を消防のほう

からお願いをしたいというふうに思いますけれど

も、それと同時に、市民の皆さんにもこのキット

についての重要性というものの理解が深まるよう

に周知に取り組んでいただきたいというふうに思

いますけれども、あわせてこの件についていかが

お考えでしょうか。 

○大島豊樹消防課長 

 今、議員言われますように、いろんな課題、特

にそういう自治会とか、民生委員協議会、そうい

う団体とも当然協力が不可欠、また、今、言われ

ますように、各市との協力体制づくりというのも

非常に大事なことだと思いますけれども、やはり
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当初申し上げましたとおり、まずは消防のサイド

のほうで検討課題を抽出して、そのことを研究、

検討をさせていただきたいというふうに思います。 

○池田正弘議員 

 ぜひ検討していただきたいと思います。これは

先ほどもこの前にも言いました緊急通報システム、

あるいはこのキットについても福祉部局、あるい

は各市長さん、また、しっかりお互いに協議をし

ていただいて、本当にいいものをつくり出してい

ただきたいというふうに要望をしておきます。こ

の件についてはこれで終わります。 

 次に、住宅用火災警報器の普及についてお伺い

をいたします。 

 先ほど総括の答弁では、現時点での設置率は

40.4％という数字が出ておりましたが、平成20年

の時点では、実は10.3％であって、この１年余り

で30ポイントほど上昇しているわけで、これまで

の啓発活動に対して敬意を表したいというふうに

思います。 

 しかし、全国的な設置率を見ますと平均で58％

ですので、まだまだそれには遠く及ばない状況で

ございます。これまで総括の答弁でもありました

ように、この１年余り、広域消防局として共同購

入の推進を図られて、設置率の向上に努力をなさ

れてきたわけでありますけれども、それでもこれ

だけ設置率が低迷している、その原因をどのよう

に分析されているのか、お伺いをいたします。 

○山領政信予防課長 

 それでは、住宅用火災警報器の設置率が上がら

ない原因は何かについてお答えいたします。 

 アンケートの結果を見ますと、回答例で多いの

は「設置しなくても罰則がない」とか「費用がか

かること」、「まだ期限までには時間があるこ

と」が回答されておりました。また、説明会場に

おきましても「どうせ罰則はなかろうもん」とい

う声を多く耳にします。原因の大きな理由は罰則

がないということと、やはり住民の危機意識が少

なく、自己責任の分野であるがゆえに、なかなか

理解してもらえないことではないでしょうか。住

宅からの火災の軽減のため、今後とも引き続き火

災による被害者はほとんどが高齢者や乳幼児、児

童など、いわゆる災害時要援護者であることを訴

えつつ、理解を求めていきたいと思っております。 

○池田正弘議員 

 いろいろ原因は考えられると思います。今言わ

れたような原因がほとんどだというふうに思いま

すが、その中で１つには、例えば、借家でありま

すとか、アパートにお住まいの方の設置が非常に

進んでいないという現状があります。持ち家の場

合にはそういった共同購入等が推進をされており

ますので、また、いろいろ関心もそれだけ高いと

いうふうにありますけれども、借家とか民間のア

パートにお住まいの場合は、そういった設置義務

者、だれが設置するかということがあいまいに実

はなっております。法律上はどちらが設置するか

と明記をされておりませんで、双方が話し合って

決めるというようなことになっております。そう

いうところにも原因があるように思うわけであり

ますけれども、広域消防局として、その辺のとこ

ろをどのように対処されているのか、お願いしま

す。 

○山領政信予防課長 

 それでは、アパート関係の周知する方法につい

てお答えいたします。 

 まず、周知についてですが、ちょっと公営のア

パートのほうから紹介させていただきます。 

 公営アパート、例えば、国の官舎とか、県営、

市営アパートなどは、関係機関の理解を得てほぼ

100％の設置を実現しております。ただ問題は、

個人経営者に対しての周知なんですが、現在のと

ころでは佐賀県宅地建物取引業協会の会議の席上

や協会の方が集まる会合へ出向きまして説明をい

たしております。また、設置の主体に関しまして

は、消防といたしましては明確には言えませんけ

れども、改正消防法の住宅防火対策に係る消防庁

が出しましたＱ＆Ａというのがあります。これに

よりますと、こう書いてあります。「住宅用防災

機器の設置及び維持の義務を負う者はだれか」と

いう質問に対して、答えは「住宅の関係者」とな

っております。そいぎ、関係者とはだれを指すの

かといいますと、関係者とは法的には所有者、管

理者、占有者となっておりますけれども、これを
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住宅に当てはめますと、家主が所有権を有し、借

家人が管理権及び占有権を有することが多いと、

このように説明しておるわけですよ。以上のよう

に、国の見解も非常にわかりづらいというのが現

状です。しかしながら、いろいろ答えとして聞こ

えてくるのは、持ち主が設置すべきとの意見が多

いようです。 

 以上でございます。 

○池田正弘議員 

 非常にあいまいこの上ないですよね。だれが本

当に設置するのか。やはり借家の場合にはそうい

った問題は、期間もありませんけれども、常にこ

れから出てくると思います。今後やはりそういっ

たところには周知をしっかりと、今後持ち家だけ

じゃなくてやっていただいて設置に結びつくよう

にお願いをしたいというふうに思います。 

 それから、次ですが、総括の中でも申しました

ように、全国の設置率が58％に対して、管内では

40％と大きな開きがあるわけですけれども、この

火災警報器を設置したかどうか、これを正確に把

握するというのはなかなか至難のわざであると思

います。調査の方法によって、この設置率もいろ

んな差が出てくるんじゃないかというふうに思い

ます。先ほどは事業所とか、イベント等でのアン

ケートを実施したということでありましたけれど

も、今後こういった現状把握、正確な数字をどの

ように把握をされていかれるのか、この点につい

てお伺いします。 

○山領政信予防課長 

 それでは、正確な現状把握ということですので、

お答えいたします。 

 現在実施しておりますのは、国のふるさと雇用

再生基金事業の火災予防普及啓発要員という方が

おられます。この方によって住宅を戸別に訪問し

ていただいております。それに住宅地図を活用し

た設置調査を実施しておるということです。つま

り、１軒１軒訪問して、設置されていれば住宅地

図に色分けするということですから、このときに

アンケートも同時にやっていただいておりますの

で、これは正確さに有効かとは思います。 

 これからの設置状況の取り組み状況もお伝えし

ますけれども、このように管内すべての自治会へ

の説明はもちろんのこと、消防団への設置依頼、

多数のイベント、祭りなどに積極的に参加して広

報活動、さらには災害要援護者の救済につながる

老人会の集会とか、小・中学校のＰＴＡの集まり

に出向き、設置の御理解を協力をお願いしようと

思っておりますし、また、自治会にもこのような

アンケートの調査を後々お願いしていこうかなと

は思っております。 

 以上です。 

○池田正弘議員 

 今後、緊急雇用創出事業の中でも各住宅に訪問

をということでありますけれども、なかなか全部

というふうにはいかないと思いますけれども、努

力をお願いしたいというふうに思います。 

 最後になりますけれども、いよいよ来年の期限

まで９カ月余りでありますけれども、この来年５

月31日まで、どこまでこの設置率を上げていかれ

るのか、その辺の目標をしっかり定めて今後啓発

に励んでいただきたいというふうに思いますけれ

ども、この点を最後にお聞きして質問を終わりた

いと思います。 

○山領政信予防課長 

 本当にあと９カ月ぐらいですよね。住宅用火災

警報器の普及は市民の方々の生命、財産を火災か

ら守る上で非常に重要なものであります。消防局

といたしましては、全住宅に設置されるようこれ

からも全力で普及に努めていく所存でございます。

御出席の議員皆様方の御協力を何とぞよろしくお

願いいたします。 

○西岡義広議長 

 以上で通告による質問は終わりました。 

 これをもって広域連合一般に対する質問は終結

いたします。 

◎ 議案の委員会付託 

○西岡義広議長 

 これより議案の委員会付託を行います。 

 第19号から第29号議案、以上の諸議案はお手元

に配付しております委員会付託区分表のとおり、

それぞれ所管の常任委員会へ付託いたします。 
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委員会付託区分表 

○介護・広域委員会 

 第19号議案 平成21年度佐賀中部広域連合一般

会計歳入歳出決算 

 第20号議案 平成21年度佐賀中部広域連合介護

保険特別会計歳入歳出決算 

 第21号議案 平成21年度佐賀中部広域連合ふる

さと市町村圏基金特別会計歳入歳

出決算 

 第23号議案 平成22年度佐賀中部広域連合一般

会計補正予算（第１号） 

 第24号議案 平成22年度佐賀中部広域連合介護

保険特別会計補正予算（第１号） 

 第26号議案 佐賀中部広域連合職員の勤務時間、

休暇等に関する条例及び佐賀中部

広域連合職員の給与に関する条例

の一部を改正する条例 

 第27号議案 佐賀中部広域連合職員の勤務時間、

休暇等に関する条例及び佐賀中部

広域連合職員の育児休業等に関す

る条例の一部を改正する条例 

◯消防委員会 

 第22号議案 平成21年度佐賀中部広域連合消防

特別会計歳入歳出決算 

 第25号議案 平成22年度佐賀中部広域連合消防

特別会計補正予算（第１号） 

 第28号議案 佐賀中部広域連合火災予防条例の

一部を改正する条例 

 第29号議案 財産の取得について 

 

◎ 散  会 

○西岡義広議長 

 本日の会議はこれで終了いたします。 

 本会議は８月27日午前10時に再開いたします。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

         午後５時22分 散 会   
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平成22年８月27日（金）   午前10時12分 開議 

 

出  席  議  員 

 

１．吉 浦  啓一郎 

４．野 副  芳 昭 

７．白 倉  和 子 

10．久 米  勝 博 

13．山 本  義 昭 

16．山 下  明 子 

２．諸 泉  定 次 

５．佐 藤  知 美 

８．野 口  保 信 

11．川 崎  直 幸 

14．池 田  正 弘 

17．平 原  嘉 德 

３．松 尾  義 幸 

６．大 隈  正 道 

９．重 松    徹 

12．川原田  裕 明 

15．西 村  嘉 宣 

18．西 岡  義 広 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

 

広 域 連 合 長  秀 島  敏 行 

副 広 域 連 合 長  江里口  秀 次 

副 広 域 連 合 長  江 頭  正 則 

監 査 委 員  松 尾  隼 雄 

事 務 局 長  松 永  政 文 

消防副局長兼総務課長  手 塚  義 満 

認定審査課長兼給付課長  諸 江  啓 二 

予 防 課 長  山 領  政 信 

佐 賀 消 防 署 長  陣 内  能 輝 

副 広 域 連 合 長  横 尾  俊 彦 

副 広 域 連 合 長  松 本  茂 幸 

副 広 域 連 合 長  古 賀  盛 夫 

会 計 管 理 者  陣 内  康 之 

消 防 局 長  山 田  孝 雄 

総務課長兼業務課長  廣 重  和 也 

消 防 課 長  大 島  豊 樹 

通 信 指 令 課 長  野 田  公 明 
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○西岡義広議長 

 これより本日の会議を開きます。 

◎ 委員長報告・質疑 

○西岡義広議長 

 日程により、委員長報告の件を議題といたしま

す。 

 

介護・広域委員会審査報告書 

 平成22年８月24日佐賀中部広域連合議会におい

て付託された第19号から第21号、第23号、第24号、

第26号及び第27号議案審査の結果、 

 第19号から第21号議案は認定すべきもの、第23

号、第24号、第26号及び第27号議案は原案を可決

すべきものと決定しました。 

 以上報告します。 

  平成22年８月27日 

介護・広域委員会委員長 吉 浦 啓一郎  

 佐賀中部広域連合議会 

  議長 西 岡 義 広 様 

 

消防委員会審査報告書 

 平成22年８月24日佐賀中部広域連合議会におい

て付託された第22号、第25号、第28号及び第29号

議案審査の結果、 

 第22号議案は認定すべきもの、第25号、第28号

及び第29号議案は原案を可決すべきものと決定し

ました。 

 以上報告します。 

  平成22年８月27日 

消防委員会委員長 西 村 嘉 宣  

 佐賀中部広域連合議会 

  議長 西 岡 義 広 様 

 

○西岡義広議長 

 付託議案について、お手元に配付いたしており

ますとおり、審査報告書が提出されましたので、

委員長の報告を求めます。 

○吉浦啓一郎介護・広域委員長 

 おはようございます。介護・広域委員会審査報

告。 

 介護・広域委員会に付託されました議案につき

まして、第19号及び第20号議案は賛成多数で、第

21号議案は全会一致でそれぞれ認定すべきものと、

第24号議案は賛成多数で、第23号、第26号、第27

号議案は全会一致でそれぞれ可決すべきものと決

定いたしました。 

 以下、当委員会で審査されました主な内容につ

いて、補足して御報告申し上げます。 

 まず、第19号議案 平成21年度佐賀中部広域連

合一般会計歳入歳出決算について、委員より、介

護保険運営協議会が１回しか開催されなかったと

のことだが、介護保険制度の改正等があった場合

には、広く現場の声を聞き、実態をつかむ必要が

ある。運営協議会は、介護にかかわるさまざまな

分野の有識者が委員となっており、制度改正があ

った場合など、もっと開催して、意見をいただく

べきではないかとの意見がありました。 

 これに対して執行部より、確かに年１回では審

議時間が十分とは言いがたい。この運営協議会以

外にも、それぞれ専門の部会があり、例えば、認

定基準の見直しの際には、認定審査会正副委員長

会議を開催して協議するなどしているが、この運

営協議会は、介護保険全体について協議ができる

機関なので、できるだけ開催して御意見を伺って

いきたいとの答弁がありました。 

 また、委員より、認定調査を行う嘱託職員につ

いて、定数12名に対し８名しか確保できなかった

ことは問題である。認定事務に支障が出ないよう、

認定調査員の確保に努めるべきだとの意見があり

ました。 

 次に、第20号議案 平成21年度佐賀中部広域連

合介護保険特別会計歳入歳出決算について、委員

より、介護相談員が21年度から１名減の１名配置

となり、その影響で、利用者宅への抽出訪問が昨

年度実績の97件から大幅に減少し、30件となって

いる。介護保険サービスの後退であると考えると

の意見がありました。 

 次に、第24号議案 平成22年度佐賀中部広域連

合介護保険特別会計補正予算（第１号）について、

委員より、介護保険特別会計の決算剰余金から約

２億3,200万円が介護給付費基金に積み立てられ

ているが、平成21年度末で既に約15億円もの基金
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残高があり、これ以上積み立てる必要はないので

はないか、剰余金を財源として、広域連合独自の

減免制度などを考えてほしいとの意見がありまし

た。 

 これらのことを申し添えまして、当委員会にお

ける審査報告を終わります。 

○西村嘉宣消防委員長 

 消防委員会委員長報告。 

 消防委員会に付託されました議案につきまして、

第22号議案は全会一致で認定すべきものと、第25

号、第28号及び第29号議案は全会一致で、それぞ

れ可決すべきものと決定いたしました。 

 以下、当委員会で審査されました主な内容につ

いて、補足して御報告申し上げます。 

 まず、第22号議案 平成21年度佐賀中部広域連

合消防特別会計歳入歳出決算について、委員より、

佐賀広域消防局における救急救命士の配置、退職

者の充足についての質問があり、執行部より、国

が定める消防力の整備指針においては、救急車１

台につき救急救命士１名以上となっており、それ

は満たしている。養成所での研修や救急救命士を

対象とした職員採用等により、22年度末に実働員

65名までふやす計画である。今後、退職や管理職

への昇格などにより実働員が減少することも踏ま

え、救急車１台に２名の配置ができるよう努力す

るとの答弁がありました。 

 次に、同議案中、住宅用火災警報器の設置状況

について質問があり、執行部より、設置する必要

があることを85％以上の方が御存じだが、なかな

か設置が進んでいない状況である。消防団の協力

による取りつけや共同購入の取り組みなど、さま

ざまな方法で設置率の向上を目指していくとの答

弁がありました。 

 次に、第25号議案 平成22年度佐賀中部広域連

合消防特別会計補正予算（第１号）について、委

員より、消防職員の退職勧奨の時期、補充等につ

いて質問があり、執行部より、早期退職者につい

ては、８月、９月に勧奨し、勧奨による退職者に

ついては、可能な限りの適正な人員補充に努めて

いるとの答弁がありました。 

 これを受けて委員より、適正な体制づくりのた

め早期退職者の把握に万全を期していただきたい

との意見がありました。 

 以上で、当委員会での審査報告を終わります。 

○西岡義広議長 

 これより委員長報告に対する質疑に入ります。 

 御質疑はございませんか。 

    （「なし」と呼ぶ者あり） 

 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑は終結いたします。 

◎ 討  論 

○西岡義広議長 

 これより討論に入ります。 

 討論は第19号議案 平成21年度佐賀中部広域連

合一般会計歳入歳出決算、第20号議案 平成21年

度佐賀中部広域連合介護保険特別会計歳入歳出決

算、第24号議案 平成22年度佐賀中部広域連合介

護保険特別会計補正予算（第１号）、以上３件に

ついて行います。 

 なお、討論についての議員の発言時間は10分以

内といたします。 

 ただいまの３件について一括して討論を行いま

す。討論の通告がありますので、発言を許可いた

します。 

○山下明子議員 

 おはようございます。私は第19号議案 平成21

年度佐賀中部広域連合一般会計歳入歳出決算、第

20号議案 平成21年度佐賀中部広域連合介護保険

特別会計歳入歳出決算及び第24号議案 平成22年

度佐賀中部広域連合介護保険特別会計補正予算

（第１号）への反対討論を行います。 

 だれもが安心して必要な介護を受けられるよう、

当広域連合がどれだけ域内の住民の実態に寄り添

って事業を進めようとしているかが問われていま

す。その立場から、各議案についての問題点を指

摘し、反対理由を述べます。 

 まず、第19号議案 平成21年度佐賀中部広域連

合一般会計歳入歳出決算については、歳出３款１

項５目の認定調査事業で、連合としての認定調査

員の定数をふやしたものの、実際にはなかなか定

着が図られず、在宅勤務の調査員は定数20名に対

して20名確保されているものの、特に、常勤の定
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数12名に対して８名しか得られていないとの報告

でした。 

 認定件数がふえていく中で、常勤の調査員が確

保されなければ、認定業務に支障を来し、結果的

には、要介護認定の結果を待っておられる申請し

た利用者にしわ寄せがいくことになります。実際

には、申請日にさかのぼって介護サービスが給付

されますが、結果が出るまでの時間が長引くほど

苦労が押しつけられる、そういうことになるわけ

です。 

 現に、認定調査の結果をさらにチェックする体

制の中で、この人数不足をカバーせざるを得ない

との事態も報告をされましたが、ハローワークで

の募集にもなかなか応募がないとのことで、勤務

条件や待遇の問題など、マンパワーの確保につい

ての努力がまだ不十分と言えます。 

 また、８目運営協議会費では、介護保険運営協

議会が、通常は年２回は開かれていたものと理解

しておりますが、21年度は１回しか開かれておら

ず、委員会での審査の際に、３年に一度の事業計

画のときには、策定委員会を開き、専門部会も進

めて月１回程度開いているとのことでしたが、通

常は事業の結果報告を運営協議会でする程度、こ

うした位置づけになっていることが示されました。 

 しかし、日常的な介護保険の全般についての運

営に対して、常設で協議する場はここだけであり、

特に21年度は、認定審査の基準で介護度が実態よ

りも軽度に見えてしまう問題など重要な課題も見

受けられたのについて、専門の分野だけで話が終

わっていたことになります。各分野の意見や知恵

を持ち寄って常設の場として協議をする、そうい

う場としての運営協議会の位置づけが軽視されて

いると言えます。 

 第20号議案 平成21年度佐賀中部広域連合介護

保険特別会計歳入歳出決算については、何といっ

ても、保険料の収納率が21年度は低下傾向に若干

歯どめがかかったとはいえ、なお、納め切れない

人たちがおります。 

 保険料の未納によって、介護サービスの給付制

限を受けている方を委員会審査の中で伺いました

が、21年度では、一たん10割の利用料を納めなく

てはならない償還払いの方が３名、そして、介護

サービスの利用制限を受けているのが33名に上っ

ており、その納め切れない理由についても、年金

が少ない、あるいは商売の資金繰りが厳しいとい

うものであって、納めたくても納め切れないとい

う実態が委員会の審査でも明らかにされました。 

 また、私の一般質問への答弁でも明らかになっ

たように、所得の低い層では、３人に１人が介護

や支援を要する状態にあるという中で、利用料が

払えないからサービスを我慢しているという人も

あることを踏まえたときに、保険料や利用料の独

自の負担軽減策の充実がどうしても必要ですが、

それが相変わらず不十分だという点です。 

 そうして、一方では、介護給付の剰余金が３億

8,659万円に上り、その２分の１以上ということ

で翌年度に介護給付費基金に２億3,200万円を積

み立てるというのが24号議案の22年度の特別会計

補正予算とのつながりになっていくわけですが、

介護給付費基金は21年度末でも14億7,000万円積

み立てられてありますから、こうした剰余金にす

る前に、独自の減免策をもっと講じるべきだと改

めて求めます。 

 このほかにも、介護特別会計決算の中では、介

護保険相談員派遣事業で相談員を減らしたことや、

また、配食サービス事業で委託先の構成市町での

事業運営の実態についての把握が不十分な点など

も、利用者の実態に心を寄せた姿勢をもっと強め

るべき点として指摘をいたします。 

 24号議案の補正予算については、ただいま述べ

ましたように、21年度の決算剰余金の処分がほと

んどの内容であり、特に介護給付費基金への積み

立てなどは、負担軽減策に活用すべきだとの立場

から反対であります。 

 以上の点を申し上げ、19号、20号議案の決算の

認定についての反対及び24号議案への反対討論と

いたします。 

○西岡義広議長 

 以上で討論は終結いたします。 

◎ 採  決 

○西岡義広議長 

 これより議案の採決を行います。 
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 まず、第19号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。第19号議案は、介護・広域

委員長報告どおり認定することに賛成の方は起立

願います。 

    〔賛成者起立〕 

 賛成者多数と認めます。よって、第19号議案は、

介護・広域委員長報告どおり認定されました。 

 次に、第20号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。第20号議案は、介護・広域

委員長報告どおり認定することに賛成の方は起立

願います。 

    〔賛成者起立〕 

 賛成者多数と認めます。よって、第20号議案は、

介護・広域委員長報告どおり認定されました。 

 次に、第24号議案を採決いたします。 

 お諮りいたします。第24号議案は、介護・広域

委員長報告どおり原案を可決することに賛成の方

は起立願います。 

    〔賛成者起立〕 

 賛成者多数と認めます。よって、第24号議案は、

介護・広域委員長報告どおり原案は可決されまし

た。 

 次に、第21号及び第22号議案を一括して採決い

たします。 

 お諮りいたします。以上の諸議案は、委員長報

告どおり認定することに御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、第21号及び第22

号議案は、委員長報告どおり認定されました。 

 次に、第23号及び第25号から第29号議案を一括

して採決いたします。 

 お諮りいたします。以上の諸議案は、委員長報

告どおり原案を可決することに御異議ございませ

んか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、第23号及び第25

号から第29号議案は、委員長報告どおり原案は可

決されました。 

◎ 議会広報特別委員会設置に関する 

動議付議・採決・委員選任  

○西岡義広議長 

 お諮りいたします。お手元に配付いたしており

ますとおり、本日、平原議員外１名提出、吉浦議

員外５名賛成による議会広報特別委員会設置に関

する動議が提出されましたので、日程に追加し、

議題としたいと思いますが、御異議ございません

か。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、本動議を日程に

追加し、議題とすることに決定いたしました。 

 

議会広報特別委員会設置に関する動議 

1.本議会に議会広報特別委員会を設置し、４人の

 委員をもって構成する。 

1.議会は、議会広報特別委員会に対し、議会広報

 に関する事項を付託する。 

1.議会広報特別委員会に要する経費は、予算の範

 囲内とする。 

1.議会広報特別委員会は、議会の閉会中も調査を

 行うことができるものとし、議会が調査終了を

 議決するまで継続して調査を行うものとする。 

 以上動議を提出する。 

  平成22年８月27日 

 提出者 佐賀中部広域連合議会議員 平 原 嘉 德 

 提出者 佐賀中部広域連合議会議員 山 下 明 子 

 賛成者 佐賀中部広域連合議会議員 吉 浦 啓一郎 

 賛成者 佐賀中部広域連合議会議員 松 尾 義 幸 

 賛成者 佐賀中部広域連合議会議員 野 副 芳 昭 

 賛成者 佐賀中部広域連合議会議員 大 隈 正 道 

 賛成者 佐賀中部広域連合議会議員 白 倉 和 子 

 賛成者 佐賀中部広域連合議会議員 川原田 裕 明 

佐賀中部広域連合議会議長 

  西 岡 義 広  様 

 

○西岡義広議長 

 お諮りいたします。本動議は直ちに採決したい

と思いますが、御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、本動議は直ちに

採決することに決定いたしました。 

 これより、議会広報特別委員会設置に関する動

議を採決いたします。 
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 お諮りいたします。本動議は可決することに御

異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、ただいまの動議

は可決されました。 

 お諮りいたします。ただいま設置されました特

別委員会委員の選任については、佐賀中部広域連

合議会委員会条例第７条第１項の規定により、議

会広報特別委員会委員に、松尾議員、野副議員、

山下議員、平原議員、以上４名を指名したいと思

いますが、御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、ただいま指名い

たしましたとおり、特別委員会委員に選任するこ

とに決定いたしました。 

 しばらく休憩いたします。 

          午前10時33分 休 憩   
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平成22年８月27日（金）   午前10時46分 再開 

 

出  席  議  員 

 

１．吉 浦  啓一郎 

４．野 副  芳 昭 

７．白 倉  和 子 

10．久 米  勝 博 

13．山 本  義 昭 

16．山 下  明 子 

２．諸 泉  定 次 

５．佐 藤  知 美 

８．野 口  保 信 

11．川 崎  直 幸 

14．池 田  正 弘 

17．平 原  嘉 德 

３．松 尾  義 幸 

６．大 隈  正 道 

９．重 松    徹 

12．川原田  裕 明 

15．西 村  嘉 宣 

18．西 岡  義 広 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

 

広 域 連 合 長  秀 島  敏 行 

副 広 域 連 合 長  江里口  秀 次 

副 広 域 連 合 長  江 頭  正 則 

監 査 委 員  松 尾  隼 雄 

事 務 局 長  松 永  政 文 

消防副局長兼総務課長  手 塚  義 満 

認定審査課長兼給付課長  諸 江  啓 二 

予 防 課 長  山 領  政 信 

佐 賀 消 防 署 長  陣 内  能 輝 

副 広 域 連 合 長  横 尾  俊 彦 

副 広 域 連 合 長  松 本  茂 幸 

副 広 域 連 合 長  古 賀  盛 夫 

会 計 管 理 者  陣 内  康 之 

消 防 局 長  山 田  孝 雄 

総務課長兼業務課長  廣 重  和 也 

消 防 課 長  大 島  豊 樹 

通 信 指 令 課 長  野 田  公 明 
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○西岡義広議長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

◎ 議会広報特別委員会正・副委員長 

互選結果報告        

○西岡義広議長 

 この際報告いたします。議会広報特別委員会が

開かれまして、委員長及び副委員長の互選が行わ

れました。その結果を報告いたします。 

 議会広報特別委員会委員長平原議員、副委員長

山下議員、以上のとおりであります。 

◎ 議決事件の字句及び数字等の整理 

○西岡義広議長 

 次に、議決事件の字句及び数字等の整理につい

てお諮りいたします。 

 本定例会において、議案等が議決されましたが、

その条項、字句、数字、その他の整理を必要とす

るときは、会議規則第43条の規定により、その整

理を議長に委任されたいと思いますが、御異議ご

ざいませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、条項、字句、数

字、その他の整理は、議長に委任することに決定

いたしました。 

◎ 会議録署名議員の指名 

○西岡義広議長 

 次に、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第81条の規定によ

り、議長において野副議員及び久米議員を指名い

たします。 

◎ 閉  会 

○西岡義広議長 

 これをもって議事の全部を終了いたしましたの

で、会議を閉じます。 

 佐賀中部広域連合議会定例会を閉会いたします。 

          午前10時48分 閉 会   
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      会議に出席した事務局職員 

 

 議 会 事 務 局 長  碇   雅 行 

 

 議 会 事 務 局 副 局 長  古 賀 臣 介 

 

 議 会 事 務 局 書 記  百 武 義 之 

 

 議 会 事 務 局 書 記  山 崎 浩 二 

 

 議 会 事 務 局 書 記  熊 添 真一郎 

 

 議 会 事 務 局 書 記  田 中 博 徳 

 

 議 会 事 務 局 書 記  筒 井 倫 子 

 

 議 会 事 務 局 書 記  久 間 尊 仁 

 

 議 会 事 務 局 書 記  松 枝 瑞 穂 

 

 議 会 事 務 局 書 記  友 田 ひとみ 
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  地方自治法第123条第２項の規定により、ここに署名する。 

 

 

      平成  年  月  日 

 

 

  佐 賀 中 部 広 域 連 合 議 会 議 長    西 岡  義 広 

 

 

  佐 賀 中 部 広 域 連 合 議 会 議 員    野 副  芳 昭 

 

 

  佐 賀 中 部 広 域 連 合 議 会 議 員    久 米  勝 博 

 

 

  会 議 録 作 成 者 
                    碇    雅 行 
  佐賀中部広域連合議会事務局長 
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（資料）議案質疑項目表 

  ○ 議 案 質 疑 

佐賀中部広域連合議会  

平成 22年８月定例会   

質疑順 氏   名 質   疑   事   項 

１ 山 下 明 子 第23号議案 

平成22年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第１号） 

歳出  ３款 民生費 

    １項 介護保険費 

    ９目 保健福祉事業費 

    13節 委託料 

       緊急雇用創出基金事業委託料 

       4,868千円 

(1)実際の業務の内容 

(2)資格の要否 

(3)雇用期間（１人についての）など 

 

２ 佐 藤 知 美 第20号議案 

平成21年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計歳入歳出決算 

歳出  ２款 地域支援事業費 

    １項 介護予防事業費 

    １目 介護予防特定高齢者施策事業費 

  通所型予防事業、訪問型介護予防事業の平成20年度との事業内容の対比

 について 

(1)通所型介護予防事業の実施状況 

  運動器の機能と口腔機能の向上を併せた予防プログラムが平成20年度

と比較して実施０はどのような理由か 

(2)訪問型介護事業についても、前年より大きく実施が少ないのはなぜか 
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（資料）一般質問項目表 

 

  ○ 一 般 質 問 

佐賀中部広域連合議会  

平成 22年８月定例会   

質問順 氏   名 質問方式 質   問   事   項 

１ 白 倉 和 子 一問一答 １ 消防行政について 

 (1) 神埼地区消防事務組合との統合について 

 (2) 消防施設の現状と課題 

 (3) 災害弱者（高齢者、しょうがい者等）の救急システムに

   ついて 

２ 久 米 勝 博 一問一答 １ 介護保険制度に係る申請等について 

 (1) 要介護認定及び負担限度額の申請について 

 (2) 一人暮らし老人等への対応について 

３ 西 村 嘉 宣 一問一答 １ 消防施設の建設について 

  現場職員の意見反映はどうされるのか 

２ 救急体制について 

  救急救命士の充実について 

３ 勤務時間の統一について 

  佐賀広域消防局設立後10年を経過したが、勤務時間がバラバ

 ラである 

４ ＡＥＤの設置について 

  救急車が出動した後も施設内に必要ではないか 

５ 排気設備について 

  法的に問題はないのか 

６ 消防署等建築物の面積について 

  法的な基準があるのか 

４ 松 尾 義 幸 一問一答 １ 介護職員の待遇改善について 

  介護報酬３％引き上げ、「介護職員処遇改善交付金」によっ

 て、介護事業所では経営改善、職員の待遇改善にどうつながっ

 ているか 

２ 介護サービス 

  介護保険がスタートして10年、介護サービスはどう変化して

 きているか 

５ 山 下 明 子 一問一答 １ 安心して必要な介護がうけられる制度を求めて 

  保険料、利用料の負担軽減策を 

 (1) 保険料について 

  ① 普通徴収収納率の推移 

  ② 「三原則」にとらわれない独自減免を 

 (2)利用料について 

  ① 所得階層別にみた要介護・要支援の出現率は 

  ② 非課税限度額のひきあげを 

  ③ 「社会福祉法人による利用者負担軽減制度」の拡充 

  ④ 利用料の独自減免を 
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６ 佐 藤 知 美 一問一答 １ 施設整備について 

  厚生労働省の施設整備の基準とされた「参酌標準」が撤廃さ

 れるが、今後の連合における施設整備のあり方について 

７ 池 田 正 弘 一問一答 １ 高齢者等の救急搬送について 

 (1) 救急業務の現状 

 (2) 救急搬送時の問題点 

 (3) 救急医療情報キットの導入について 

２ 住宅用火災警報器の普及について 

 (1) 設置率 

 (2) 共同購入の推進状況 

 


